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第 2 次西東京市男女平等参画推進計画実績評価報告（平成 24 年度） 

はじめに 

平成 22 年度に改正された評価基準に基づく３回目の評価である。今年度の実績はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ ４つの

分布において、平成 23 年度評価と比較してＡ評価（着実に執行されている事業）の割合が増加したこと、

Ｄ評価（未実施のもの）の割合が減少したことを評価したい。ただし、Ｂ評価の割合が減少し、Ｃ評価の割

合が増加している点では、全体的に増加しているとは言い難い。 

 

 
事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

H24 年度 
272 115 97 50 10 

100% 42% 36% 18% 4% 

（参考） 

H23 年度 

277 94 114 43 26 

100% 34% 41% 16% 9% 

（参考） 

H22 年度 

278 91 122 42 23 

100% 33% 44% 15% 8% 

 

平成 24 年度は、計画期間５年間のうち４年目に当たり、計画の進捗状況を確認するには非常に大事な年

であった。その中で、昨年指摘した平成 23 年度未実施の施策が大幅に減少したことは、評価できる。しか

しながら、依然として 10 の施策が未だに手つかずであることについては遺憾であり、引き続き原因を解明

し、早急に対応策を講じることを期待する。 

また、第３次計画の策定と並行して平成 24 年度の事業評価を実施し、各委員が昨年と同じ分野を担当し

たことにより、委員自身が計画全体を再確認しながら、より広い視点で評価を行った。 

今任期では第２次計画の事業評価とともに、「男女平等参画に関する西東京市民意識・実態調査」の実施

や「西東京市第３次男女平等参画推進計画・西東京市配偶者暴力対策基本計画」の策定も行い、男女平等参

画を推進するためには、計画の策定及び進捗管理が非常に重要であり、委員一同身の引き締まる思いであっ

た。 

 

第１次計画の評価項目（平成 16～20 年度） 第２次計画の評価項目（平成 21～24 年度） 

①成果目標 

②執行状況 

③達成成果 

④課題 

⑤担当課事業評価 

①具体的な事業又は取組み計画 

②執行状況・事業評価 

③次年度の課題 

 

評価 評価基準（平成 16～21 年度） 見直した評価基準（平成 22～24 年度） 

Ａ 
目標・計画が明確で、計画どおり十分

実施されている。 

事業・取組み計画が施策の内容に合致し、着実

に執行され、課題が明らかになっているもの。 

Ｂ 
目標・計画・実施のどれかに改善の余

地がある。 

事業・取組み計画や執行状況、課題のいずれか

に改善の余地があるもの。 

Ｃ 
施策に沿った目標・計画が立てられて

いない。または未実施のもの。 

事業・取組み計画や執行状況、課題のいずれも

不十分なもの。 

Ｄ 報告がなく空欄のもの。 未実施のもの、または、空欄のもの。 
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領域別評価 

 

Ⅰ “学び”で身につける男女平等 

 この領域においては、全般的に各評価項目の評価が向上している。 

１，男女平等の意識づくりでは、（１）男女平等推進のための情報の提供・発信、（２）男

女平等に関する学習機会の提供、（３）男女平等に関する調査研究の実施と活用など、いずれ

も各課の事業又は取り組み計画、執行状況に対してＡ評価・Ｂ評価であり、各課の前向きな

取り組みがうかがわれる。しかしその中で、「ジェンダー視点」に基づいた学習機会の提供と

学習団体への支援についてはさらに充実を図っていただきたいと考える。 

２，家庭・地域・学校における男女平等教育・学習の推進では、（１）男女平等に基づいた

教育・学習の実施の中で、Ａ評価は３項目、Ｂ評価は５項目、Ｃ評価は４項目であった。Ｃ

評価のうち３項目は昨年と同じ事業であり、「具体的な事業又は取り組み計画」の見直しが必

要と考えられるとともに、各課の前向きな取り組みを期待したい。 

また、（２）保護者・保育士・教員等の男女平等意識の醸成については、４事業のうちＡ・Ｂ・

Ｃ・Ｄ評価が１項目ずつであった。男女平等意識の醸成という意識作りの部分であるので、

各課の今後の取り組みの充実をお願いしたい。 

  

事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

３８ １７ １５ ５ １ 

 

Ⅱ “家庭生活”を豊かにする男女平等 

この領域においては、全般的に各評価項目の評価が向上している。 

３，家庭における男女平等参画推進では、（１）男女の意識改革と技術取得への支援として、

男性への技術支援、意識改革の講座が多く開設されている。男性への男女平等意識の定着に

とって家庭生活に密着した取り組みは効果的であると考える。各課の事業または取り組み計

画に対してもＡ評価・Ｂ評価であり、おおむね計画通りに実施され成果が表れていると考え

られる 

４，子育てへの社会的支援の充実では、（１）子育て支援サービスの充実、（２）地域での

子育て支援の促進については、23 事業のうちＡ評価が 20 項目あり、各課の前向きな取り組

みがうかがわれる。しかし、休日保育事業については未だ検討中のためＣ評価となっている。

この事業については期待度も高く、早期に実施できるようさらに検討を進めていただきたい。 

５，介護への社会的支援の充実では、（１）地域での支え合いのしくみづくり、（２）介護

サービスの充実ともに、各課の事業又は取り組み内容、執行状況に対して、Ａ評価・Ｂ評価

であり、各課の前向きな取り組みがうかがわれる。今後もさらに充実した取り組みの継続を

期待したい。 

 

事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

４５ ３４ １０ １ ０ 
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Ⅲ “働く場”で実践する男女平等 

 前年（平成 23 年）度評価と比較してみると、A 評価は 10 事業で変わらず、B 評価は１事業

減り、C 評価は３から７事業に増加、D 評価は５から２事業に減った。この状況は低位から

の脱却数が増えたことを示唆しており、評価開始から 10 年を前に、少しは前進してきたと捉

えたい。 

 働く場の男女平等施策は、ワークライフバランスの推進や男性の育児休業取得率向上など、

国レベルではその推進がうたわれているが、地方自治体におけるその実行率は決して高くな

いのが現状であろう。そうした中、西東京市は全国的にも誇れる「西東京市ワークライフバ

ランス推進労使宣言」（2010 年３月 31 日）をもつ市である。今後はその実効性に期待したい。 

 また、各課からの記述には西東京市独自の施策・事業もあるが、多くは国・都の情報提供

をもって「実施」としていた。特に女性・シングルマザーや子育て女性のための就労支援等

は毎年「委員会事業評価」で提言・助言を繰り返してもその言葉が届いていないのではない

かと思うくらい変化がないことを残念に思う。今後は、男女双方の課題解決のための西東京

市の独自性ある施策の推進を希望する。 

 

事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

３６ １０ １７ ７ ２ 

 

 

Ⅳ “まちづくり”をすすめる男女平等 

「９ 政策・方針決定の場への女性の参画促進」の評価基準は前年度同様、男女の割合基

準として 40％以上は A 評価、25～39％は B 評価、25％以下は C 評価とした。 

 評価の内容を見てみると女性委員が０人の委員会における担当課のコメントは、「専門性を

有するため女性の適任者を探すことは難しい」、「各団体からの推薦のため事務局が決められ

ない」、「女性委員に限定した募集はできない」「改選時、女性委員の登用が図れなかった」等

あったが、このままではいつまでたっても女性の参画は難しい。今後は市民の半数を占める

女性の意見・感性・専門性・潜在する能力・パワーを掘り起こし、委員会の構成も含め新た

なまちづくりのためにふさわしいものを考えていただきたい。  

「10 地域活動への男女平等参画推進」の評価については、前年度同様、男女平等に関する

市内の人材リストの整備、男女平等の視点をもった団体との協働システムづくりなどをすす

め、地域活性化への男女平等参画をどんどんすすめてほしい。加えて、災害時の避難所運営

への女性の参画や委員会の女性比率向上のためにも市民活動団体や地域自治会との協働は有

効である。 

なお、平成 24 年度に審議会の開催がなかった２事業は ABCD 評価としてカウントせず、

評価外としたため、総事業数 66 の中で評価可能数は 64 となった。 

 

事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価外 

６６ １９ ２２ ２０ ３ ２ 
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Ⅴ “人権”を守る男女平等 

昨今、ＤＶやストーカーによる女性の人権を暴力で踏みにじる犯罪が、ニュースとなって

頻繁に流れてくる。市民の関心も高まりその認知度は高くなっているが、対応については誰

にも相談ができずにいる人が６割もいる。市は被害者のために相談事業を充実させつつある。

庁内の協力体制はもちろんのこと警察や保健所をはじめ外部とも連携を深めている。極めて

プライベートな問題であり、被害者は恐怖心を持っていることから、今後も充分な対応を心

掛けていただきたい。 

「からだと性に関する正確な情報の提供」については、小中学校教育の一環として、また

一般市民への啓発活動として、前年度と同様の取り組みが行われたようである。リプロダク

ティブヘルス／ライツについて、子どものときから正しい知識を学べる機会があることが大

切である。知識習得のみならず、自分や相手のこころ・からだを大切にすることを折に触れ

て考えられる機会・取り組みを増やしてほしい。 

「女性専門医療の充実に向けた取り組み」については、当初の計画に対しておおむね順調

に執行されているようであるが、女性外来や周産期の医療サービスが十分整っているとは言

い難く、近隣自治体との連携も含め、いっそうの改善を期待する。 

「援助を必要とするひとり親家庭等への支援の充実」については、おおむね順調に執行さ

れていると思われるが、援助を受ける必要が生じたときに速やかにサービスが受けられるよ

う、これら事業の存在が広く市民に周知されていることや、利用しやすいことが大切である。 

「高齢者への生活支援」および「障がいのある人への支援」についておおむね計画通り執

行されているように思われる。 

 

事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

６０ ２９ ２０ １０ １ 

 

Ⅵ 計画を着実にすすめる推進体制 

５年目を迎えた推進体制の大きな柱であるセンター職員の業務は、庁内の計画推進をはじめ、

相談、啓発、学習、情報収集などなど多岐にわたっている。また、市民活動の拠点として団体や

個人とのネットワークの構築や人材の育成だけでなく、企業との連携など、市民と直接接触する

ことも多いが、適切な人員数で進められているのか検証する必要を感じる。  

 市民参画の男女平等参画推進委員会による計画の進行管理は、庁内の計画に関わるさまざまな

部署から直接進行状況の報告を聞いたり、市民からの質問に答える機会を持つことで、より的確

なものになり、効果的な市民から提言も得られるものと考える。 

 

事業数 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

２９ ６ １３ ７ ３ 

 

 

 

 

 



これからの課題 

世界経済フォーラムが、2013 年の各国における男女格差を測るジェンダー・ ギャップ指数を発表し、日

本は 136 カ国中 105 位だった。2011 年は 98位、2012 年は 101 位と年々順位を下げており過去最低順位とな

っている。日本は、賃金や所得の水準、管理職や議員の割合などが原因で、経済・政治分野における数値が

低くなっている。 

 

西東京市においては、平成 25 年 4 月 1 日現在で、管理職のうち女性割合は 14.3％で都内の 62 自治体中

24 位、審議会委員の女性割合は 33.1％で都内の 45 自治体中 15 位、議員の女性割合は 29.6％で都内の 62

自治体中 14 位となっており比較的高い順位である。（数値を公表していない自治体を除く）さらに、平成

24 年 4 月 1 日現在の東京都と比較しても、東京都は管理職の割合は 17.5％、審議会の割合は 21.1％、議員

の割合は 20.0％となっており、管理職の割合で若干低くなっているが、審議会と議員の割合では大幅に上

回っている。 

しかしながら、国は 2020 年までに、あらゆる分野で指導的立場の女性比率 30％達成を目標にしており、

この数値に満足することなく今後も努力が必要である。何よりも足元の庁内で、管理職の女性比率を上げる

ための努力が望まれる。 

これからの課題としては、第１次計画から９年が経過し、第３次計画の実施と目標達成のためには、各担

当課の計画の策定及び進捗管理が非常に重要であると同時に、市民のニーズを把握するためにも日常的に市

民と連携することも重要である。 

 

今後の取り組みについて、次のとおり明記し、西東京市に男女平等参画社会が実現することを期待する。 

（1）計画における各担当課は、５年間の計画期間での目標を持ちつつ単年度の目標を設定して施策を立

案し、継続した取り組みを実施されたい。庁内の男女平等参画施策を俯瞰し、横断的な連携を期待する。 

（2）男女平等推進センター「パリテ」の活性化は、男女平等参画を推進するためには欠かせない課題で

ある。講座や講演会・パリテまつりの充実を図ると同時に、男女平等参画情報誌『パリテ』やホームページ

などの広報手段を効果的に活用されたい。また、まずは、住吉会館に集う市民が何らかの形で男女平等参画

社会について知り、理解を深め、各種活動にその理念を活かす環境を整えることを期待する。 

（3）第１次計画の策定から 10 年目を迎える西東京市男女平等参画推進計画において、さらに施策を推進

させるためには、男女平等参画推進条例の設置は有効である。市民、議員、市職員、学識経験者を含む検討

委員会設置を検討されたい。 

 

 

 

 

平成 26 年４月 24 日 

                    西東京市男女平等参画推進委員会 
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資   料 

 

１．西東京市男女平等参画推進計画実績評価割合 

２．平成 24 年度男女平等参画推進計画実績評価報告 



資料

総合計
平成24年度評価基準

H21 H22 H23 H24 H25 A 事業・取組み計画が施策の内容に合致し、着実に執行され、課題
A 74 91 94 115 0    が明らかになっているもの。
B 128 122 114 97 0 B 事業・取組み計画や執行状況、課題のいずれかに改善の余地が
C 74 42 43 50 0    あるもの。
D 0 23 26 10 0 C 事業・取組み計画や執行状況、課題のいずれも不十分なもの。
計 276 278 277 272 0 D 未実施のもの、または、空欄のもの。

領域計

学
び

家
庭
生
活

働
く
場

ま
ち
づ
く
り

人
権

計
画

A 11 28 10 18 24 3
B 19 13 18 25 25 14
C 6 4 3 23 5 2
Ｄ 2 0 5 3 6 10
計 38 45 36 69 60 29

１．西東京市男女平等参画推進計画実績評価割合

評
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年度（事業数）
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Ⅰ　“学び”で身につける男女平等

1 男女平等の意識づくり

H21 H22 H23 H24 H25
A 3 10 9 13 0
B 13 10 12 9 0
C 6 1 0 0 0
D 0 1 1 0 0
計 22 22 22 22 0

2 家庭・地域・学校における男女平等教育・学習の推進

H21 H22 H23 H24 H25
A 3 1 2 4 0
B 7 6 7 6 0
C 6 9 6 5 0
D 0 0 1 1 0
計 16 16 16 16 0

計

H21 H22 H23 H24 H25
A 6 11 11 17 0
B 20 16 19 15 0
C 12 10 6 5 0
D 0 1 2 1 0
計 38 38 38 38 0
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年度（事業数）
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Ⅱ　“家庭生活”を豊かにする男女平等

3 家庭における男女平等参画促進

H21 H22 H23 H24 H25
A 3 3 6 5 0
B 5 5 2 3 0
C 0 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0
計 8 8 8 8 0

4 子育てへの社会的支援の充実

H21 H22 H23 H24 H25
A 11 15 15 20 0
B 12 7 6 2 0
C 0 1 2 1 0
D 0 0 0 0 0
計 23 23 23 23 0

5 介護への社会的支援の充実

H21 H22 H23 H24 H25
A 6 8 7 9 0
B 7 6 5 5 0
C 1 0 2 0 0
D 0 0 0 0 0
計 14 14 14 14 0

評
価

年度（事業数）

評
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年度（事業数）

評
価
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計

H21 H22 H23 H24 H25
A 20 26 28 34 0
B 24 18 13 10 0
C 1 1 4 1 0
D 0 0 0 0 0
計 45 45 45 45 0
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Ⅲ　“働く場”で実践する男女平等

6 働く場での男女平等参画促進

H21 H22 H23 H24 H25
A 4 4 2 3 0
B 10 6 10 8 0
C 6 3 3 7 0
D 0 7 5 2 0
計 20 20 20 20 0

7 ワーク･ライフ･バランスの実現

H21 H22 H23 H24 H25
A 2 4 3 2 0
B 6 4 5 6 0
C 0 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0
計 8 8 8 8 0

8 多様な働き方を支援する環境の整備

H21 H22 H23 H24 H25
A 6 5 5 5 0
B 1 3 3 3 0
C 1 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0
計 8 8 8 8 0

評
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年度（事業数）
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年度（事業数）
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計

H21 H22 H23 H24 H25
A 12 13 10 10 0
B 17 13 18 17 0
C 7 3 3 7 0
D 0 7 5 2 0
計 36 36 36 36 0
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Ⅳ　“まちづくり”をすすめる男女平等

9 政策・方針決定の場への女性の参画促進

H21 H22 H23 H24 H25
A 19 13 15 15 0
B 11 18 14 12 0
C 20 20 21 18 0
D 0 1 1 1 0
計 50 52 51 46 0

10 地域活動への男女平等参画促進

H21 H22 H23 H24 H25
A 3 1 3 4 0
B 8 11 11 10 0
C 7 3 2 2 0
D 0 3 2 2 0
計 18 18 18 18 0

計

H21 H22 H23 H24 H25
A 22 14 18 19 0
B 19 29 25 22 0
C 27 23 23 20 0
D 0 4 3 3 0
計 68 70 69 64 0
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Ⅴ　“人権”を守る男女平等

11 相談体制の充実と支援

H21 H22 H23 H24 H25
A 6 10 9 12 0
B 10 5 6 4 0
C 1 2 2 1 0
D 0 0 0 0 0
計 17 17 17 17 0

12 女性をとりまくあらゆる暴力の防止

H21 H22 H23 H24 H25
A 4 7 6 10 0
B 7 7 6 5 0
C 7 1 2 3 0
D 0 3 4 0 0
計 18 18 18 18 0

13 性と生殖に関する健康支援

H21 H22 H23 H24 H25
A 1 8 7 1 0
B 8 3 2 4 0
C 3 1 1 6 0
D 0 0 2 1 0
計 12 12 12 12 0
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14 援助を必要とするひとり親家庭等への支援

H21 H22 H23 H24 H25
A 0 0 2 6 0
B 12 13 11 7 0
C 1 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0
計 13 13 13 13 0

計

H21 H22 H23 H24 H25
A 11 25 24 29 0
B 37 28 25 20 0
C 12 4 5 10 0
D 0 3 6 1 0
計 60 60 60 60 0

評
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年度（事業数）
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Ⅵ　計画を着実にすすめる推進体制

15 男女平等推進センターの充実

H21 H22 H23 H24 H25
A 1 1 2 3 0
B 6 8 7 7 0
C 3 0 0 0 0
D 0 1 1 0 0
計 10 10 10 10 0

16 庁内推進体制の整備

H21 H22 H23 H24 H25
A 0 0 0 0 0
B 0 2 1 2 0
C 5 0 1 3 0
D 0 3 3 0 0
計 5 5 5 5 0

17 庁内の男女平等の推進

H21 H22 H23 H24 H25
A 2 1 1 3 0
B 3 6 4 2 0
C 7 1 1 4 0
D 0 4 6 3 0
計 12 12 12 12 0

評
価

年度（事業数）

評
価

年度（事業数）

評
価

年度（事業数）

0%

20%

40%

60%

80%

100%
男女平等推進センターの充実 

0%

20%

40%

60%

80%

100%
庁内推進体制の整備 

0%

20%

40%

60%

80%

100%
庁内の男女平等の推進 

0%

20%

40%

60%

80%

100%
男女平等推進センターの充実 

0%

20%

40%

60%

80%

100%
庁内推進体制の整備 

0%

20%

40%

60%

80%

100%
庁内の男女平等の推進 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H21 H22 H23 H24 H25

年度（事業数） 

男女平等推進センターの充実 

D

C

B

A

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H21 H22 H23 H24 H25

年度（事業数） 

庁内推進体制の整備 

D

C

B

A

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H21 H22 H23 H24 H25

年度（事業数） 

庁内の男女平等の推進 

D

C

B

A

17 



18 計画の進行管理

H21 H22 H23 H24 H25
A 0 0 0 0 0
B 2 2 2 2 0
C 0 0 0 0 0
D 0 0 0 0 0
計 2 2 2 2 0

計

H21 H22 H23 H24 H25
A 3 2 3 6 0
B 11 18 14 13 0
C 15 1 2 7 0
D 0 8 10 3 0
計 29 29 29 29 0
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重点事業

総合計

H21 H22 H23 H24 H25
A 26 26 27 33 0
B 33 33 29 25 0
C 26 26 26 24 0
D 0 2 4 0 0
計 85 87 86 82 0

領域計 H24

学
び

家
庭
生
活

働
く
場

ま
ち
づ
く
り

人
権

計
画

計

A 6 5 2 16 4 0 33
B 5 2 1 12 3 2 25
C 2 0 1 17 2 2 24
D 0 0 0 0 0 0 0
計 13 7 4 45 9 4 82
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Ⅰ　“学び”で身につける男女平等

　１　男女平等の意識づくり

　　（1）男女平等推進のための情報の提供・発信

1

小冊子等の作成・
配布

継
続

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

市民一人ひとりが男女平等について理解
するよう、男女平等推進センター通信等
を市民の方の視点を大切にするため市
民参画で 作成、発行し啓発に努める。

男女平等推進センター通信として、市民参加による
企画運営委員会編集による「パリテだより」を発行
し、市内各施設窓口に配布し、前年課題だった残
部数の改善を行った。

2

秘
書
広
報
課

市報・ホームページともに協働コミュニ
ティ課の依頼により、男女共同参画週間
のPRなど、男女平等に関する啓発を行
う。
各課からの原稿を男女平等推進の視点
に立ち、市の方向性や取り組みについて
記載し戦略的な紙面づくりに努める

市報・ホームページともに、常に男女平等の視点を
持つことを、係員および委託業者の共通認識として
持ち、情報発信を行った。
　また、協働コミュニティ課の依頼により、男女共同
参画週間のPR、講演会・パリテまつりの開催情報
の提供など、男女平等に関する啓発も行った。今
年度は試行運用しているツイッターでイベント・トッ
ピクス情報を発信した。

3

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

国、都、市における情報の提供や、講演
会、講座等の情報提供などによる市民へ
の男女平等の啓発を行う。

市報に「男女共同参画週間事業」「女性に対する暴
力をなくす運動週間事業」及びパープルリボンプロ
ジェクト事業など、各種事業の内容紹介や案内を
行った。また、職員のホームページ作成研修にも
参加した。

4

情報誌の作成・配
布

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

男女平等推進センター企画運営委員会
による「情報誌パリテ」の編集

西東京市男女平等情報誌「パリテ」の作成、発行
《第9号・平成24年10月発行》
・特集：ともに考えよう女性も男性も自分らしく生き
られる社会に向けて
《第10号・平成25年1月発行》
・特集：ともにいきいき暮らそう男性にとっての男女
共同参画
③配布先　公共施設、関係機関、企業、大学、高
校、中学（全生徒、教員）、小学校教員、市内企業
(一部)
企画運営委員会が提案した内容を、委託業者と調
整しながら編集を行った。

5

音訳による声の情
報提供

拡
充

図
書
館

宅配サービス実施計画作成を進める。
デイジー音訳者の拡大養成を急ぐことと
し、今後も継続する。

宅配サービス実施計画を再作成したが､この計画
を元に､全職員､全館での対応について協議する必
要がある｡
デイジー音訳者養成講座を実施し､12名のデイ
ジー音訳者を育成した｡これにより､図書館のデイ
ジー音訳者は､総勢46名となった｡

6

フォーラムの開催

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

男女平等推進センターパリテまつり実行
委員会による第5回パリテまつりの開催。

委託によるパリテまつり実行委員会を立ち上げ、
「女性・男性、手をとりあえる社会とは・・・？」をテー
マに第5回パリテまつりを開催した。13団体の参加
が有り、来館者は約790人あった。
○講演会
「人間らしくイキイキと～講演＆ミニライブ～コウタ
ローの、女（ひと）と男（ひと）のより良い関係」
参加人数　140人(保育申込1名)
○講座
①「ジェンダーって何？ライフスタイルをジェンダー
視点で見よう。考えよう」②「ポスターに見る世界の
女たち～髭のノラ-の男女平等境はこうしてできた」
③話してみよう聞いてみよう～家族の介護・自分の
終末
○体験会
①はじめての自力整体②初心者向けのパソコン体
験会～インターネットを楽しもう・デジカメ写真の加
工に挑戦しよう！③パパの初めてのバルーンアー
ト④子育て・夫婦円満・就職に効く～ママのための
時短メイク⑤初心者向けのパソコン体験会⑥鬼の
お面をつくろう！
○展示①各団体　活動紹介パネル・作品展示②
パープルリボンプロジェクト作品③啓発パネル展
「ジェンダーってなんだろう」

平成24年度　第２次男女平等参画推進計画各課実績 

施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

多様な手段と機会をつ
かって､男女平等につ
いての情報を提供しま
す。情報誌や小冊子等
の作成にあたっては､
企画･運営を市民参画
で行うなど、市民の視
点を大切にし、共感を
得られるよう取り組み
ます。

市報・市ホーム
ページでの啓発

拡
充
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は重点事業

情報の提供・発信についての計画は達成された。また残部数も
改善されたが、内容について、より男女平等参画推進に関する
最新情報等企画編集するなど、市民の方との協働で進め必要
がある。

Ａ

さらなる男女平等推進に向け、持ちうる広報媒体（市報・ホーム
ページ（SNSを含む。））を最大限に活用しながら、引き続き市民
へ男女平等推進情報発信や紙面およびホームページ画面の留
意したい。

Ｂ

ホームページの活用による情報提供を更に活用し市内外への
啓発を行う。また庁内への啓発も必要不可欠となるため、庁内
掲示板への啓発も課題である。

Ａ

現在の財政状況から全戸配布などは難しいので、配布先の検
討や情報誌の内容を工夫することにより、より多くの方に読んで
いただけるようにする。

Ｂ

宅配サービス実施計画を全職員､全館での対応について協議
する｡
デイジー音訳者養成講座を継続して実施し､『広報西東京』での
デイジー版での提供を実現する｡ Ａ

回を重ねるうちに、日程について市民の方々に定着してきた。
より周知拡大を図るため、はなバスの専用チラシを作成するな
ど、広報活動に工夫に努めらたい。

Ｂ

次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

情報の提供・発信について計画が達成されたこと、残部数が改善さ
れたことは評価できる。今後も、市民が身近に感じる紙面作りに取り
組んでいただきたい。

各課からの原稿を男女平等推進の視点から再検討されていること
は、評価できる。引き続き、広報媒体の充実を進めていただきたい。

男女共同参画に関する内外の取組を紹介している点は、評価でき
る。今後も、市民と庁内の啓発を進めていただきたい。

財政状況などの制約がある中、魅力的な紙面づくりを進めている点
は評価できる。今後も、より多くの市民に情報が届くよう努めていた
だきたい。

音訳の宅配サービスという、貴重な取組を進めている点は評価でき
る。潜在的・顕在的に多くのニーズがあると思われる音訳サービス
について、今後も充実した取組を期待したい。

パリテまつりを継続し、市民に定着させてきたことは評価できる。今
後も、周知拡大に努めていただきたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

7

パネル展の開催

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

「男女共同参画週間事業」及び「女性に
対する暴力をなくす運動週間事業」の実
施により男女平等参画推進計画を理解
する。

１．男女共同参画週間（6月23日～7月8日）
パネル　女性の貧困について
２．女性に対する暴力をなくす運動週間（11月12日
～25日）
パネル　心に響かせるＤＶ根絶・DV防止啓発パネ
ル
３．東京ウイメンズプラザフォーラムパネル展に参
加（11月9日及び10日）
西東京市男女平等参画推進事業をパネル、パンフ
レット等で紹介
４．第４回パリテまつり（1月27日～2月8日）
パネル　ジェンダーってなんだろう
今年は2について、田無庁舎ロビーでも展示した。

　　（2）男女平等に関する学習機会の提供

8
公
民
館

・女性を対象にした学級・講座を10講座
程度実施する。

女性を対象にした講座（1回～32回・延135回）を10
講座実施した。
「子育て中の外国人女性のための日本語講座」
「子育てママのはじめの一歩　私らしく踏み出そう」
「女性のための起業入門講座」「子育てコーチング
講座」「子育て中にキャリアデザイン」「こころとから
だを守るセルフ・ディフェンス(護身術)講座」「輝く命
をつなぐ・ナチュラルママ」「自己表現講座」「キモチ
つながるここちよく」「しなやかに　したたかに生き
る」

9

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン

タ
ー

父親支援事業の開催曜日を変更し、父
親の育児参加と広場利用についてPRす
る。

乳幼児と父親の遊びを通じた交流と父親同士の意
見交換等を行う父親支援事業を市内２ヶ所の子育
て広場で行い、子育て広場へ父親が来所するきっ
かけを作った。実施日を日曜日とし、父親が利用し
やすい日程を検討した結果、述べ参加者数はH23
年度に比べ1.5倍程度増加した。
（H23年度実施12回、述べ参加者数276人）
（H24年度実施12回（各広場6回ずつ）、延べ参加者
数456人）

10

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

市民一人ひとりの生活の中にある様々な
男女平等に関する問題を整理し、理解で
きるよう各種講座を開催する。

１．基礎講座（3回連続講座）
　「女性学を学び自分らしさを見つける講座」
１回　「女性学の視点で見る現在の女性の生き方」
２回　「子育て中でも自分らしくあるために」
３回　「夫と対等でいたい」
参加者延べ38人　保育延べ26人
２．基礎講座（2回連続講座）
　「自分も相手も大切にするコミュニケーション」～
アサーティブ講座～
1回　「自分のコミュニケーションのくせを知ろう」
2回　「夫や家族・身近なほとのよりよいコミュニ
ケーション」　参加者　延べ23人　保育延べ17人
３．共通講座
「あなたを幸せにする早目のおい自宅と頑張らない
介護」　参加者14人
４．共通講座
「子育てをしている私、強くなりたい！」　参加者21
人　保育12人
５．第5回パリテまつり
「ジェンダーって何？」　参加者23人
「ポスターで見る世界の女たち」　参加者23人
「話してみよう聞いてみよう家族の介護・自分の終
末」

11

ﾐﾆｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑや講
演会などの開催

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

市民一人ひとりの生活の中にある様々な
男女平等に関する問題を整理し、理解で
きるようシンポジウムや講演会を開催す
る。

１．男女共同参画週間
講演会「笑って考えよう、家庭のこと、未来のこと、
～家族みんなで夕食を囲む方法～」
講師　瀬地山　角
参加者28人　保育9人
２．女性に対する暴力をなくす運動週間
講演会「大切なこと、わかって欲しい～助産師と考
える思春期の性」
講師　三原　路子
参加者25人
３．第５回パリテまつり講演会
「人間らしくイキイキと～コウタローの女（人）と男
（人）のよりよい関係」　参加者140人　保育1名

多様な手段と機会をつ
かって､男女平等につ
いての情報を提供しま
す。情報誌や小冊子等
の作成にあたっては､
企画･運営を市民参画
で行うなど、市民の視
点を大切にし、共感を
得られるよう取り組み
ます。

個々の生活の中にある
男女平等に関するさま
ざまな問題を整理し､解
決につなげるための学
習機会を提供します。
また､資料の提供や自
主的な学習会のために
講師を紹介するなど､
市民主体の学習を支
援します。さらに、男女
平等をめぐる日本以外
の国々の様子や文化
を理解する機会も提供
します。

男女平等の視点に
たった各種講座の
開催
※「３　家庭におけ
る男女平等参画促
進」にも掲載

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

毎年女性に対する暴力をなくす運動週間にパープルリボンプロ
ジェクトをすすめる会との協働で、ＤＶ防止のメッセージを市内
公民館、図書館を利用し、市民の方にキルトやリボン作成の協
力を呼び掛けているが、今年はそれと同時に啓発パネルも田
無庁舎ロビーに展示した。より一層の啓発のため創意工夫を課
題とする。

Ａ

・女性を対象にした学級・講座を10講座程度実施する。

Ａ

父親支援事業の内容の充実を図る。

Ａ

　個々の生活の中で抱えている様々な男女平等に関する問題
点をより整理できるよう国際的データを盛り込んだり、また連続
講座にして、個々が発言できるように工夫をしたが、男女平等
の基本理念をあらゆる世代、性別（若い世代および男性）に啓
発推進していく目的で企画した講座の中に、より効果的に男女
平等の視点に沿った話を盛り込むことができるかが課題であ
る。

Ａ

ＰＲ等の工夫が必要と思われる。女性に対する暴力をなくす運
動週間については、被害者が参加できるような配慮が必要であ
る。

個々の生活の中で抱えている様々な男女平等に関する問題点
をより整理できるよう国際的データを盛り込んだりしたが、男女
平等の基本理念をあらゆる世代、性別（若い世代および男性）
に啓発推進していく目的で、より効果的に男女平等の視点に
沿った話を盛り込むことができるかが課題である。

Ａ

男女平等の推進において、「女性に対する暴力」をなくすための啓
発は重要度が高い取組みである。今後も広く、DV防止のメッセージ
を発信していただきたい。

父親が来所するきっかけを広く提供している点は評価できる。今後
も、父親の育児参画を後押しする事業を充実していただきたい。

男女平等に関する問題点を、様々な観点から検証し、講座として提
供している点は評価できる。今後も、多様な市民それぞれにより効
果的な講座を提供していただきたい。

シンポジウムや講演会などにおいて、暴力被害者など、当事者が参
加できるためには様々な配慮が求められるが、ぜひ実現していただ
きたい。

女性を対象にした講座として、外国人や起業希望者など、多様な層
に情報を発信している点は評価できる。今後も、魅力的な講座を実
施していただきたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

12
公
民
館

・ジェンダーの視点に基づいた講座を10
講座程度実施する。

ジェンダーの視点に基づいた講座を（1回～22回
延べ80回）を8講座実施した。
「子育てママのはじめの一歩　私らしく踏み出そう」
「女性のための起業入門講座」「子育てコーチング
講座」「子育て中にキャリアデザイン」「こころとから
だを守るセルフ・ディフェンス(護身術)講座」「自己
表現講座」「キモチつながるここちよく」「しなやかに
したたかに生きる」

13

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

ジェンダーの視点に基づく学習支援及び
情報提供

１．基礎講座（3回連続講座）
　「女性学を学び自分らしさを見つける講座」
　講師　加藤　千恵（東京女学館大学国際教養学
部教授）　参加者延べ38人　保育延べ26人
２．第5回パリテまつり
「ジェンダーって何？」
　講師　艮　香織（宇都宮大学講師）
参加者23人

14

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等に関する資料の収集及び、図
書の購入

各市の計画や情報誌等資料・女性問題関係の各
月刊誌・女性情報(女性に関する新聞記事掲載)等
を図書室に設置し、いつでも市民が学習できるよう
環境を常時整備した。また今年度115冊の貸し出し
用図書等を増加した。蔵書680冊、ビデオ49本
○24年度貸出し　月平均7冊

15
図
書
館

図書館の役割としてバランスの取れた蔵
書を構成していく中で、男女平等に関す
る資料も収集し保存、提供していく。

男女平等に関する資料の受け入れは61冊であっ
た。

16

社
会
教
育
課

市民の自主的な学習活動のために、地
域の人材を活用できるよう、生涯学習人
材情報の整備、活用を行う。
今年度は、男女平等に関する学習も含
め多様な学習が地域で展開されるよう、
人材情報の指導分野の充実に努める。

生涯学習人材情報のデータ更新、整備を行い、
ホームページ等で制度のPRを行った結果、平成25
年3月31日現在の登録者は68人（128件）であった
登録者数68人のうち女性登録者は半数の34人と
なっており、女性の積極的な登録がなされている
が、男女平等に関する学習の講師情報を得ること
は出来なかった。

17
公
民
館

・女性対象講座や市民団体の求めに応
じ、ジェンダーの視点に基づいた学習情
報提供を行う。

・女性対象講座の中で、学習情報提供を行った。

18
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市民の求めに応じた情報提供 国・都・区・市からの事業内容パンフレット、ポス
ター等の収集や、インターネットによる検索。
※特に件数の把握はしていない。インターネットの
使用申込は、24年度31件であった。

19

国際交流等行事の
充実

拡
充

文
化
振
興
課

西東京市多文化共生センターの運営 ・月～金曜日　午前10時～午後4時まで開所
・外国人の日常生活相談81件、外国人支援活動先
の紹介等27件、その他の施設利用1,209件、通訳
ボランティア派遣事業21件、多言語情報の提供13
件
行政窓口や学校への通訳ボランティア派遣の依頼
が多かった。今後も需要の増加が見込まれる。

　　（3）男女平等に関する調査研究の実施と活用

20

審議会等における
女性の参画状況調
査 継

続

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

審議会等における女性の参画状況を調
査する。

東京都が行っている「男女平等参画施策推進状況
調査」と合わせて実施。平成24年4月1日現在で審
議会等数53、うち女性がいる審議会数47。延べ委
員総数669、延べ女性委員数214、女性委員比率
32.0％

21

男女平等に関する
各種データの整備
と活用 拡

充

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

男女平等に関するデ－タ－を整備する。 センターパリテ内に男女平等に関するデーターを
設置する専用のラックを設け、国・都・区・市の男女
平等に関する情報等を、収集し設置している。

22

市職員意識・実態
調査の実施と活用

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

職員一人ひとりが男女平等について理解
する。

基準日を平成24年11月1日現在の組織人事一覧
により正規職員（再任用含む）　男女約1,068人を
対象に実施（11月9日～19日）した。
●　回収数及び回収率
・対象者数　1,068人（女性：505人、男性：563人）
・有効回収数　933人（女性：429人、男性：490人、
性別無回答：14人）
・有効回収率87.4％（女性：85.0％、男性：87.0％）

ジェンダーの視点
に基づいた学習機
会の提供と学習団
体への支援

拡
充

資料の収集と図書
の貸し出し

拡
充

市民の学習活動へ
の支援
(講師紹介・情報提
供など)

継
続

西東京市における審議
会等への女性の参画
状況について、毎年調
査を行います。
また、市職員の男女平
等に関する意識調査も
行います。

個々の生活の中にある
男女平等に関するさま
ざまな問題を整理し､解
決につなげるための学
習機会を提供します。
また､資料の提供や自
主的な学習会のために
講師を紹介するなど､
市民主体の学習を支
援します。さらに、男女
平等をめぐる日本以外
の国々の様子や文化
を理解する機会も提供
します。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

・ジェンダーの視点に基づいた講座を10講座程度実施する。

Ｂ

左記の以外の各講座にも、ジェンダーの視点を盛り込む様にし
た。また去年の反省を踏まえ、連続講座で実施することでより
深く学習機会を提供することができた。しかし市民団体など市民
主体の学習支援の情報提供としてセンターの活用（資料の活
用）の充実（広報）が課題である。 Ｂ

女性相談を利用されている方に、悩みに準じた図書の紹介を
行っている。また参加者にセンターの利用案書を配布して、図
書の貸し出し等のＰＲを行った。今後ホームページにリストを掲
載するなどより一層のＰＲが課題である。 Ｂ

資料の提供につながる情報提供の形について検討する。

Ｂ

引き続き、地域での男女平等に関する学習活動を促進するた
め、関連分野の人材情報の収集に努めるとともに、この制度の
活用を促進することが必要である。

Ｂ

・女性対象講座や市民団体の求めに応じ、ジェンダーの視点に
基づいた学習情報提供を行う。

Ａ

パリテオープンスペース各種事業内容パンフレット等閲覧に供
しているが、件数等は把握していない。自主サークルのミーティ
ング、市民や高校生の学習の場として利用件数が増えている
ので、よりよい環境を整え提供したい。

Ａ

結婚・離婚・家族に関する相談があり、パリテ等を紹介した。案
内やサポートがスムーズに行われるよう、相談窓口間の連携や
情報共有を強化したい。

Ｂ

審議会等での男女比は昨年と変わらない。今後も継続して、改
選時などに男女平等参画の視点に立った登用を働きかけてい
く。 Ａ

各デ－タを男女平等推進センターの情報としてＨＰに掲載する
など活用法を実施する。また、掲示板などを活用し職員への啓
発を他の課と連携して行う。

Ａ

職員意識・実態調査結果を第3次計画に活用する。

Ａ

既述の　『男女平等の視点にたった各種講座の開催』（p22）　冒頭
部分の、「女性を対象にした講座」との違いが不明瞭である。「女性
を対象にする」講座＝「ジェンダーの視点に基づく」講座ではないこ
とに十分留意し、あくまで「ジェンダー視点にたつ講座」を提供してい
ただきたい。

提供されている講座が、本当に「ジェンダー視点」にたつものとなっ
ているか、検証していただきたい。

今後も、様々な図書を多くの方が利用できるよう、蔵書リストを広く
周知していただきたい。

市民が身近な図書館で最新の情報を入手できるよう、情報提供を
広く呼び掛けていただきたい。

講座や学習活動の質は、講師に大きく依存する。男女平等に関す
る学習活動の講師を務めうる人材について、すでに講師を依頼した
方に紹介していただくなど、広く情報収集していただきたい。

提供されている学習情報が、本当に「ジェンダー視点」にたつものと
なっているか、検証していただきたい。

引き続き利用件数の増加に努めていただきたい。

相談体制の強化には、関連窓口との連携、情報共有が不可欠であ
る。今後も横断的なネットワークを強化していただきたい。

女性の参画状況について実態を明らかにすることに加えて、可能で
あれば、女性の参画をより推進するための方法も検討していただき
たい。

今後も男女平等に関する基礎データの収集・公開を続けていただき
たい。また市民や職員が必要な情報を手軽に入手できるよう、掲載
方法についても引き続き工夫を続けていただきたい。

調査は、その結果が広く広報され、活用されることが望まれる。効果
的な活用方法について、今後十分に検討していただきたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　2　家庭・地域・学校における男女平等教育・学習の推進

　　（1）男女平等に基づいた教育・学習の実施

23

市立小・中学校で
の男女混合名簿実
施

継
続

教
育
指
導
課

男女の正しい考え方に基づいた出席簿
の作成と使用の徹底を図る。

小学校19校中11校が男女混合の出席簿、中学校
は男女別の出席簿となっている。男女混合の出席
簿を使用している学校では、健康診断等の際に
は、男女別の名簿を別途作成し、対応している。校
長の権限と責任における出席簿の取扱いの考え
方が適切に定着し、目的に応じた名簿の使用がで
きるようになっている。「男らしさ」や「女らしさ」をす
べて否定するような行き過ぎた考え方に基づいた
男女混合名簿を作成しないことを基本としながら、
今後も適切な男女平等教育を推進していく。

24

固定的な性別役割
にとらわれない進
路指導の推進

拡
充

教
育
指
導
課

中学校における職場体験等の充実を図
る。また、ガイダンス機能を生かしたキャ
リア教育を実施する。

中学校の職場体験は、年間３日から５日間、全校
で実施した。生徒の受け入れ先については、固定
的な役割にとらわれない進路指導を考慮し選定し
た。校長会議、進路指導主任会、指導主事による
学校訪問等で東京都教育委員会作成資料を配布
し、ガイダンス機能を生かしたキャリア教育の重要
性についての理解を深め、中学校での職場体験や
職場訪問をより充実させてきている。

25

教
育
指
導
課

引き続き、体育、保健体育の教科書を使
用して、適切な指導が行われている。

東京都教育委員会と連携し、学習指導要領を踏ま
えた適切な性に関する教育の実施について指導・
助言を行っている。

26

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

発達に応じた性教育の充実。 《週間事業》
「大切なこと、わかってほしい～助産師と考える思
春期の性」
対象：思春期の子供とその親
《共通講座》
１.「子どもの護身術　すきっぷプログラム」
対象：小学校低学年の児童を持つ親子
２．「ベビーマッサージにチャレンジしませんか？」
対象：0歳児を持つ母子

27

市立小・中学校に
おける家庭科の男
女共修の実施 継

続

教
育
指
導
課

学校が、学習指導要領どおりに教育課程
を編成する。

小・中学校全校において、すでに家庭科の男女共
修が実施されている。教育課程への位置付けと年
間指導計画の作成が適切に行われ、将来におい
て社会と家庭に男女が共に寄与する資質の形成
が図られている。

28

男女平等に即した
全教科の指導指針
や各種教材の開発
とその活用

継
続

教
育
指
導
課

学習指導要領を踏まえた人権教育の充
実を図る。

「人権教育プログラム」（平成24年３月　東京都教
育委員会作成）の全教職員への配布。若手教員１
年次研修会、人権教育研修会での指導主事による
講義、人権教育推進委員会の設置、指導主事によ
る学校訪問時の指導・助言を行った。また、都内人
権尊重教育推進校の発表会に人権教育推進委員
を参加等させ、その成果を校内の教職員に周知し
た。人権教育推進委員会で本市における人権教育
研修会の重点を決め、意図的・計画的に研修を実
施している。また、その委員を中心に各学校での推
進を図った。

29
図
書
館

おはなし会や絵本と子育て事業会場など
で、関連する絵本や児童書の紹介を継
続する。

おはなし会や絵本と子育て事業会場などで、関連
する絵本や児童書の紹介を継続した。特に絵本と
子そだて事業においては、お父さんとお母さんが登
場する絵本「くっついた」を配布し、紹介した。

30
保
育
課

特に改まった取組は必要ないと判断し、
特別な対応は行わない。

男女平等を意識するようなことはないが、男女性別
役割を固定化するような活動や習慣を植え付ける
ような本、絵本等の紹介はしなかった。

31

児
童
青
少

年
課

意識啓発を促す図書の整備 「男女平等情報誌パリテ」に掲載されているおすす
めの本も参考に図書の選択をするよう努力した。

32
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等の視点を持った本･絵本児童書
の紹介。

西東京市男女平等推進情報誌パリテ9号の「本の
紹介」のコーナーで紹介（いいこってどんな子？）。
パリテオープンスペースの図書コーナーに、毎年性
についての書籍を購入している。

学校教育の中に男女
性別役割を固定化した
ような活動や習慣がな
いか見直しをすすめま
す。また､家庭・学校・
保育園・幼稚園などで
男女平等に即した子育
て･教育･保育がすすめ
られるように､関係図書
の紹介や教材･教具・
指導法の開発を進めま
す。

発達に応じた性教
育の充実
※「13　性と生殖に
関する健康支援」
にも掲載

男女平等の視点を
もった本・絵本・児
童書の紹介

継
続

拡
充

26



次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

「男らしさ」や「女らしさ」をすべて否定する考え方に基づいて名
簿を作成することがないよう、引き続き校長に依頼していく。学
校における名簿等の作成にあたっては、男女平等の視点に
立って児童・生徒一人ひとりが自分らしく自立し、生き生きと個
性と能力を発揮できるよう留意させる。

Ｃ

東京都教育委員会の方針も受けて、職場体験や職場訪問の実
施日数を増やすとともに、固定的な性別役割にとらわれない進
路指導に資する実習受け入れ先を拡大していく。また、小学校
と中学校との間で、系統的なキャリア教育を実践していく必要が
ある。また、教育委員会としては、学校とより一層連携を深め、
事業所の確保を図り、全校が固定的な性別役割にとらわれな
い進路指導に資する実習受け入れ先を確保できるよう支援体
制を整える必要がある。

Ａ

性に関する指導については、教科書を使用し、適正な内容で適
正な資料を活用して指導を行うよう徹底させる。

Ｂ

発達に応じた性教育について、講演会、講座を展開し、情報誌
パリテ、パリテだよりの記事に盛り込んだ。継続的な実施が課
題。また「デートＤＶ」の啓発を市内高校生へ実施する手法の検
討が必要である。

Ａ

男女共修が実施されている状況を踏まえ、今後さらに授業内容
の改善を推進し、内容面での充実を図っていく。

Ｂ

男女平等教育を含め人権教育の充実を視点においた授業改善
を更に推進するために、授業研究の実施や東京都教育委員会
「人権尊重教育推進校」への参加を継続的に行う。

Ｂ

おはなし会や絵本と子育て事業会場などで、関連する絵本や児
童書の紹介を継続する。また、資料購入やすいせん図書選定
の際にも考慮していくことで、紹介の場をひろげていく。 Ｂ

特に改まった取り組みは必要ないと判断し、特別な対応は行わ
ないが、男女性別役割を固定化するような活動や習慣を植え付
けるような本・絵本の紹介はしない。

Ｃ

今後も継続した実施を図る。

Ｂ

図書コーナーの図書の増冊を引き続き計るとともに情報提供を
する。

Ａ

「男らしさ」や「女らしさ」をすべて否定する考えに基づいて名簿を作
成している学校はないので、その件での学校長への働きかけは必
要ないと思われる。男女平等の視点に立った名簿の活用が普及さ
れるように校長に働きかけるように求める。

中学校の職場体験の受け入れ先を固定的な役割にとらわれないよ
うに進路指導を選定したことは評価できる。次年度も引き続き受け
入れ先の拡大に期待する。

教科書を使った適切な指導は評価できる。教科書以外にもわかり
やすい資料を活用して充実した性教育になるよう検討されたい。

思春期の児童や低学年の児童を対象にした講座を行っていること
は評価できる。これからも児童対象の講座を多く続けていけることを
期待する。

小中学校での家庭科の男女共修はとても評価できる。継続して行う
ことを望む。実習以外にも、男女平等の視点を理解させる教育も
行ってほしい。

教材の開発などが具体的にどう開発、活用されたのかが見えてこな
い。男女平等の視点に即した教材の開発を望む。

おはなし会での紹介は評価できる。引き続き紹介の場を広げてほし
い。

男女平等の視点にたった絵本の紹介を積極的に採り入れていく必
要がある。

人権や男女平等の視点にたった図書の選定、紹介を引き続き実施
されたい。

パリテの図書コーナーは充実している。引き続き、増冊と情報提供
に期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

33

児
童
青
少
年
課

学童クラブにおいて、男女平等について
生活指導を実施

学童クラブでは男女、異年齢、障害児等、常に皆
平等である心がけを児童指導において実施してい
る。

34
保
育
課

特に改まった取組は必要ないと判断し、
特別な対応は行わない。

特に改まった取組は必要ないと判断し、特別な対
応は行わなかったが、男女性別役割を固定化する
ような活動や習慣を植え付けるような保育は行わ
なかった。

　　（2）保護者・保育士・教員等の男女平等意識の醸成

35

男女平等教育を推
進するための教員
の研修の充実

拡
充

教
育
指
導
課

教員の人権教育についての理解を一層
深める。

「人権教育プログラム」（平成24年３月　東京都教
育委員会作成）の全教職員への配布。若手教員１
年次研修会、人権教育研修会での指導主事による
講義、人権教育推進委員会の設置、指導主事によ
る学校訪問時の指導・助言を行った。また、都内人
権尊重教育推進校の発表会に人権教育推進委員
を参加等させ、その成果を校内の教職員に周知し
た。人権教育推進委員会で本市における人権教育
研修会の重点を決め、意図的・計画的に研修を実
施している。また、その委員を中心に各学校での推
進を図った。

36
保
育
課

特に実施の予定はない。 実施しなかった。

37

児
童
青
少

年
課

意識啓発の促進 技術研修として、男女平等の意識啓発をする時間
を設けることが難しいため、それに代わって「男女
平等情報誌パリテ」を施設ごとで回覧して指導員の
意識啓発を図った。

38

男女平等の視点に
たった子育て情報
誌の作成･配布

拡
充

子
育
て
支

援
課

子育てハンドブックの作成。 子育て情報冊子「西東京市子育てハンドブック」を
作成配布。
4,000部

学校教育の中に男女
性別役割を固定化した
ような活動や習慣がな
いか見直しをすすめま
す。また､家庭・学校・
保育園・幼稚園などで
男女平等に即した子育
て･教育･保育がすすめ
られるように､関係図書
の紹介や教材･教具・
指導法の開発を進めま
す。

学童クラブ・保育
園・幼稚園での生
活指導のための指
針作成と活用の働
きかけ

継
続

教員や保育士等を対
象とした男女平等研修
を定期的に実施しま
す。また､保護者向け情
報誌の作成にあたって
は､男女平等の視点を
盛り込みます。

保育士等の意識啓
発研修の実施

継
続
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

今後も継続した指導を図る。

Ｃ

特に改まった取組は必要ないと判断し、特別な対応は行わない
が、男女性別役割を固定化するような活動や習慣を植え付ける
ような保育は行わない。 Ｃ

男女平等教育を含め人権教育の充実を視点においた授業改善
を更に推進するために、授業研究の実施や東京都教育委員会
の人権尊重教育推進校の研究発表会への参加を推進し、継続
的に教職員の研修の充実に努める。また、平成24年度に引き
続き25年度も都の人権尊重教育推進校１校が研究を進める。
また、文部科学省人権教育研究指定校1校が研究を進める。

Ｂ

特に実施の予定はない。
研修への参加促進を図る。

Ｄ

今後も継続した実施を図る。

Ｃ

ハンドブックの作成を継続する。

Ａ

保育に生かせていけるような指針の作成を行う必要がある。

男女平等意識の意識に立った指針を作成し、保育に生かしていく必
要がある。

男女平等の視点に立った人権教育が必要である。全教員を対象に
研修を広げて行けるよう努力されたい。

保育士の男女平等の意識啓発は最も重要である。研修の実施を望
む。

指導員の男女平等の意識啓発は重要である。研修の実施を望む。

子育てハンドブックの作成は評価できる。男女平等の視点を採り入
れたハンドブックになるよう継続されたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

Ⅱ　“家庭生活”を豊かにする男女平等

　3　家庭における男女平等参画促進

　　（1）男女の意識改革と生活技術取得への支援

39

ファミリ－学級の開
催

拡
充

健
康
課

開催回数：年16回コース（2回1コース）
2回目は土曜日の午前中に実施
・父親同士の交流の場を継続
・先輩パパによる（職員課とタイアップ）育
児参加の話は好評であり、継続する。

開催回数：年16回コース（2回1コース）2回目は土
曜日の午前中に実施
・父親同士の交流の場を継続
・先輩パパによる（職員課とタイアップ）育児参加の
話は好評であり、継続する。

40

男性向け介護講座
の開催

拡
充

高
齢
者
支
援

課

介護に必要な正しい知識と実践方法を学
ぶとともに、具体的な体験実習を通じ技
術を習得することで、介護者の身体的・
精神的な負担の軽減を図る。

在宅介護講習会を１回開催した。
参加人数（各回定員20人）
①16人（うち男性2人）
②中止（インフルエンザの影響）

41

男性が日常生活の
中で育児や家事・
介護等に興味や関
心を持つことがで
きる講座の開催や
情報の提供

拡
充

公
民
館

・父と子のための講座や保育付きの講座
の中で、子育て中の男性が公民館事業
に参加するきっかけを提供する。

「お父さんと味噌作りに挑戦しよう」（1回）を実施し
た。（18人参加）

42
公
民
館

・父と子のための講座や保育付きの講座
の中で、子育て中の男性が公民館事業
に参加するきっかけを提供する。

「お父さんと味噌作りに挑戦しよう」（1回）を実施し
た。（18人参加）

43

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

市民一人ひとりの生活の中にある様々な
男女平等に関する問題を整理し、理解で
きるよう各種講座を開催する。

１．基礎講座（3回連続講座）
　「女性学を学び自分らしさを見つける講座」
１回　「女性学の視点で見る現在の女性の生き方」
２回　「子育て中でも自分らしくあるために」
３回　「夫と対等でいたい」
参加者延べ38人　保育延べ26人
２．基礎講座（2回連続講座）
　「自分も相手も大切にするコミュニケーション」～
アサーティブ講座～
1回　「自分のコミュニケーションのくせを知ろう」
2回　「夫や家族・身近なほとのよりよいコミュニ
ケーション」　参加者　延べ23人　保育延べ17人
３．共通講座
「あなたを幸せにする早目のおい自宅と頑張らない
介護」　参加者14人
４．共通講座
「子育てをしている私、強くなりたい！」　参加者21
人　保育12人
５．第5回パリテまつり
「ジェンダーって何？」　参加者23人
「ポスターで見る世界の女たち」　参加者23人
「話してみよう聞いてみよう家族の介護・自分の終
末」

44

男性の育児参加を
促す啓発資料の作
成・配布 拡

充

健
康
課

母子健康手帳交付時の母子保健ファイ
ルの中に「父親ハンドブック」を挿入し、
配布。
保健師が常駐する保谷センターでは、交
付の際に冊子の説明を行う。

母子健康手帳交付時の母子保健ファイルの中に
「父親ハンドブック」を挿入し、配布。
保健師が常駐する保谷センターでは、交付の際に
情報提供を行う。

45

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

男性の育児休業の取得に向けた、冊子
等を紹介

　育児介護休業法の解説を掲載している「ポケット
労働法」、及び「育児休業取得をきっかけに男性の
育児参加促進」「介護休業制度は仕事と介護の両
立のための準備期間であると社員に説明」などの
取り組み事例が掲載してある「ワーク・ライフ・バラ
ンス実践プログラム」をセンターに設置し紹介した。

46
健
康
課

ファミリー学級に、男性の育児休業取得
についての話を盛り込む。
講話による普及啓発だけでなく、チラシや
ポスターの配布・掲示などの充実も検討
する。
市内で発足し、男女平等推進センター登
録団体であるパパの子育て、家庭参画
の支援をする団体の活動紹介等を行う。

ファミリー学級に、男性の育児休業取得について
の話を盛り込む。講話による普及啓発だけでなく、
チラシやポスターの配布・掲示などの充実も検討す
る。市内で発足し、男女平等推進センター登録団
体であるパパの子育て、家庭参画の支援をする団
体の活動紹介等を行う。

男女が協力して家庭生
活を支えるという意識
をもち、実践できるよ
う、働き方や生活時間
に配慮した各種講座等
により、日常生活や育
児・介護に必要な基礎
的な技術を身に付けら
れるための支援をしま
す。また、固定的な役
割にとらわれている男
性が、自分自身を見直
すための講座を開催し
たり、母子健康手帳の
交付時等に父親向け
の情報提供を行うな
ど、男性の気づきを促
す取り組みを行いま
す。

男女平等の視点に
たった各種講座の
開催
※「１　男女平等の
意識づくり」にも掲
載

拡
充

父親の育児休業の
取得に向けた啓発

継
続

30



次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

開催回数：年16回コース（2回1コース）2回目は土曜日の午前中
に実施
・父親同士の交流の場を継続
・先輩パパによる（職員課とタイアップ）育児参加の話は好評で
あり、継続する。 Ａ

より多くの方々に参加していただけるように周知を図っていく。

Ｂ

・父と子のための講座や保育付きの講座の中で、子育て中の男
性が公民館事業に参加するきっかけを提供する。

Ａ

・父と子のための講座や保育付きの講座の中で、子育て中の男
性が公民館事業に参加するきっかけを提供する。

Ａ

　個々の生活の中で抱えている様々な男女平等に関する問題
点をより整理できるよう国際的データを盛り込んだり、また連続
講座にして、個々が発言できるように工夫をしたが、男女平等
の基本理念をあらゆる世代、性別（若い世代および男性）に啓
発推進していく目的で企画した講座の中に、より効果的に男女
平等の視点に沿った話を盛り込むことができるかが課題であ
る。

Ａ

引き続き、様々な機会をとおして状提供や提案を行っていく。

Ｂ

男性向け講座の開催時に冊子を配布したり紹するなど引き続き
啓発に努める。

Ｂ

妊娠出産・育児について、男性女性にこだわらず協力して行う
ことについての情報提供を継続していく。

Ａ

父親同士の交流や先輩パパの話による育児参加の話など積極的
な取り組みは評価できる。参加人数についても書くと良い。

前年度に比べ参加者が増えているのは評価できる。逆に男性参加
者が減っているので、男性も参加しやすいような雰囲気作りや働き
掛けを期待したい。

前年度に比べイベント参加者が増えているのは評価できる。ただ、
前年度あった男性のための料理入門講座が今年度は実施されてい
ない。料理を通し男性が子育てに参加できるよい機会なので、でき
れば継続が望ましい。

引き続き推進されたい。

前年度あった夏休み企画「パパの出番です」が今年度は行われて
いない。参加者が多かった（56人）ので、できればパパの子育て参
加の機会を増やす意味でも続けてほしい。他の講座については参
加者も多く、保育の利用も多い。子育て中の女性たちが積極的に参
加していることは評価できる。また、講座の内容についても工夫が
みられ、あらゆる世代に対する啓発推進の姿勢は評価できる。

「父親ハンドブック」の効果を期待するため、周知の努力を続けてほ
しい。

前年度は夏休み企画「パパの出番です」や基礎講座の企画があっ
たが、今年度は行われていない。子育て世代のパパの育児参加を
促すためにも、こうした企画は効果が期待できるので継続を検討し
てほしい。「ワークライフ・バランス実施プログラム」をセンターに設
置し紹介したことは評価できる。

ファミリー学級に男性の育児休暇取得の話を盛り込むのは良いと思
う。チラシ・ポスターの配布・掲示の実施を通し、より周知の徹底を
期待したい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　4　子育てへの社会的支援の充実

　　（1）子育て支援サービスの充実

47

全戸訪問事業「こ
んにちは赤ちゃん
事業」の実施

拡
充

健
康
課

100％実施を目指し、未訪問者・理由の
把握を行い、全戸訪問につながるよう努
める。

全件実施を目指し、未訪問者・理由の把握を行
い、全戸訪問につながるよう努める。

48

保育園の入所枠拡
充
(特に0～3歳児) 拡

充

保
育
課

平成24年7月に田無駅北口、平成25年4
月に私立保育園２園開園予定。
０～２歳児あわせて54名程度の定員枠の
拡大を図る。

平成24年7月に田無駅北口に私立保育園1園を開
園した。
0～3歳児合わせて36名程度の定員枠拡大を図っ
た。

49

認証保育所・保育
室・家庭福祉員へ
の支援の充実

継
続

保
育
課

地域子育て推進員による・家庭的保育事
業者への定期訪問の実施。

・家庭的保育事業者の研修募集を実施した。
・地域子育て推進員が定期的に家庭的保育事業
者を訪問し、保育内容や給食の内容を確認し、アド
バイス等を実施した。

50

児
童
青
少
年
課

保護者が就労等の理由で、放課後適切
な監護が受けられないおおむね小学校4
年生までの児童に対し健全育成を図る

例年、当初申請での新年度学童クラブ入会希望者
全員（障害児を含む）を受け入れる方針としてい
る。また、民間委託している一部の学童クラブで
は、時間延長サービス等が利用者から評価されて
いる。

51
保
育
課

公共施設予約管理システムにおいて実
施している一時保育予約方法について、
不具合個所の修正をおこなう。
平成25年度に新たに、ひがしふしみ保育
園で一時保育を実施するための準備（予
算等）

公共施設予約管理システムにおいて実施している
一時保育予約方法について、抽選予約時に兄弟
姉妹の同時申込みを可能する修正を行った。
平成25年度に新たに、ひがしふしみ保育園で一時
保育を実施するための準備（予算等）
年間延べ利用者数10,944人、登録者数1,879人

52

子
育
て
支
援

課

病児・病後児保育事業の実施 施設利用実績（利用延べ人数）
病児・病後児保育室えくぼ
　　　　　　　　　　　1,042人
病後児保育室ぱんだ　　1,229人

53
保
育
課

休日保育の実施に向けて検討する。 休日保育の実施に向けて検討した。

54

子
ど
も
家
庭

支
援
セ
ン

タ
ー

ショートステイ事業の実施及び市民周知 市のホームページに事業内容を引き続き掲載し、
事業PRを行った。年間延べ利用日数は217日、年
間延べ利用者数は125人であった。（H23年度：年
間延べ利用日数188日、年間延べ利用者数102人）

55

子
育
て
支

援
課

病児・病後児保育事業の実施 施設利用実績（利用延べ人数）
病児・病後児保育室えくぼ
　　　　　　　　　　　1,042人
病後児保育室ぱんだ　　1,229人

56

子
育
て
支
援
課

私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業
費補助金及び就園奨励費補助金の実施

【私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助
金】
幼稚園等に在籍する幼児の保護者に対し補助金
を交付する。
支給延べ人員　　 38,442人
支給額　　　308,009,800円
【就園奨励費補助金】
幼稚園等に在籍する幼児の保護者に対し補助金
を交付する。
支給延べ人員　　　1,841人
支給額　　　179,696,760円

57

教
育
企
画
課

経済的理由によって就学困難な児童・生
徒の保護者に対して学用品や学校給食
費などの教育費の一部を援助する。

認定者数（小）準要保護940人要保護163人
　　　   　（中）準要保護  614人要保護110人
支給額　（小）67,866,519円
　　   　　（中）76,288,097円

58

児童手当、児童扶
養手当、児童育成
手当の充実の要望 継

続

子
育
て
支

援
課

各種手当の充実の要望 平成23年度で子ども手当が終了し、平成24年度か
ら児童手当となった。

59

奨学金制度の拡充

継
続

教
育
企
画

課

奨学金のあり方について検討していく。 平成25年２月に奨学生選考委員会を開催した結
果、各市の状況、国制度踏まえ、平成25年度も奨
学資金支給制度を休止することとなった。

保護者の就労の有無
を問わず、多様な子育
て支援ニーズに対応で
きるよう、質の高い
サービスの充実を図り
ます。
さらに、教育費負担を
軽減するための施策の
充実を国や都に要望す
るとともに、市独自の支
援を実施します。

保育支援の拡充
(「一時保育・緊急
一時保育」「病後児
保育」「学童クラブ」
「障害児保育」等の
充実)

拡
充

ショートステイ※事
業の実施および病
児保育・休日保育
の検討

継
続

保護者の教育費負
担軽減

継
続
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

引き続き全件実施を目指すが、里帰りや強い拒否などにより
4ヶ月児健診までに実施できないことがある。訪問につながらな
い状況の把握と、安心な子育てのスタートができるよう引き続き
努めていく。

Ａ

平成25年4月に柳沢駅北口、平成25年7月に谷戸に私立保育
園2園を開園予定。
0～3歳児合わせて89名程度の定員枠拡大を図る。 Ａ

引き続き家庭的保育事業者の孤立化を防止するために、定期
訪問を実施していく。

Ａ

学童クラブへの全員入所という方針に対して、定員が超過して
いる施設の地域における、新たな学童クラブの有無について、
適宜検討が必要である。

Ａ

公共施設予約管理システムにおいて実施している一時保育の
予約方法で不具合箇所の修正をを行う。
平成25年度に新たに、ひがしふしみ保育園で一時保育を実施
するための準備。 Ａ

２施設へ委託を継続する。

Ａ

休日保育の実施に向けて検討する。

Ｃ

事業内容について広く周知する。

Ａ

２施設へ委託を継続する。

Ａ

補助金を継続する。

Ａ

ＰＴＡ会費、クラブ活動費、生徒会費は、要保護世帯では教育扶
助（学習支援費）の対象になったが、都内26市中、ＰＴＡ会費、ク
ラブ活動費、生徒会費を就学援助の支給対象としている市はな
いこともあり、現時点では支給対象としてはいないが、次年度以
降の状況次第では支給を検討することになる。

Ａ

国・都への要望及び補助金の継続、制度のPR。

Ａ

高校無償化については、現行どおりの制度が存続するのか不
透明な状況である。今後は、高校生に対する給付型奨学金の
創設の可能性もあり、引き続き国の動向を注視していく。 Ｂ

全件実施は様々な事情があって困難であることは理解できるが、訪
問人数や訪問件数についての記述がないので、どの程度目標が達
成されているのかわからない。ただ、困難な状況にあってもそれを
なんとか改善しようとする努力の姿勢がみられることは評価できる。

前年度の計画が着実に実行されていることは評価できる。引き続
き、待機児童解消のために努力を期待したい。

定期訪問の実施を今後も継続されたい。

時間延長サービス等、利用者の期待に応えていることは評価でき
る。学童クラブ全員入所の方針は評価できる。定員超過について
は、施設の充実等、適宜検討を期待したい。

利用者の希望に応え、公共施設予約管理システムの充実をはかっ
ていることは評価できる。一時保育の利用者も多く、引き続き推進さ
れたい。

引き続き施設の継続をお願いしたい。

検討の内容について具体的に書いてほしい。

年間述べ利用日数及び人数が前年度より増えているのは評価でき
る。事業内容についてなお一層の周知を期待したい。

引き続き施設の継続をお願いしたい。

具体的に数値を記してあり、わかりやすい。保護者の負担軽減のた
め、引き続き補助金の継続を遂行されたい。

ＰＴＡ会費等の就学補助について保護者の経済状況をふまえ、柔軟
に対応しようとしている姿勢は評価できる。

補助金の継続とともに、制度の周知をお願いしたい。

国の制度であるため、国の動向に注視されたい。奨学金について
は、返済が困難な人が増え、社会問題となっている。給付型の奨学
金の創設に期待したい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　　（2）地域での子育て支援の促進

60

ファミリー・サポー
ト・センターの充実

拡
充

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン

タ
ー

サポート会員の増加 子どもを預かるサポート会員を養成するために子
どもを安全に預かる心構えや子ども家庭支援セン
ターの心や発達についての講習会を実施した。サ
ポート会員への新規登録は24人だったが、24人の
退会があったため、サポート会員数の増減はな
かった。（H23年度229人→H24年度229人）
また、市のホームページに事業内容を引き続き掲
載し、事業PRを行った。

61

子ども総合支援セ
ンターの充実

新
規

子
ど
も
家
庭
支
援
セ
ン
タ
ー

子ども総合支援センター機能の充実 こどもの発達センターひいらぎに発達支援コーディ
ネーター担当の職員を配置し、保護者からの相談
業務や関係機関との連携を図ってきた。年間で100
件を超える相談に対応し、幼稚園・保育園訪問も
45件行い、関係機関への支援が拡充した。
また、子ども家庭支援センターのどかでは、年間の
新規相談件数は減少したが、前年度からの継続相
談ケースへの対応もあり、活動延べ回数（相談員
が相談内容の解決に向けて活動した回数）は増加
した。
（新規相談件数：H23年度804件→H24年度649件）
（活動延べ回数：H23年度8,214件→H24年度13,417
件）

62

児
童
青
少
年

課

子育てサークル事業を実施することで地
域の子育て世代の保護者の交流を促進

子育て支援拠点事業（子育てひろば事業A型）とし
て、子育てサークル活動の支援をした。

63

子
ど
も
家
庭

支
援
セ
ン

タ
ー

子育てサークルの育成と充実 子育てサークルに関する情報を幅広く収集、提供
した。子育て広場内のイベント等で友達の輪がで
き、それが広場外でのつながりにも発展している。
サークル員の打ち合わせ場所としても子育て広場
が活用されている。

64
公
民
館

・保育付き講座参加者の求めに応じて、
サークルづくりへの助言や情報提供を行
う。
・保育付きのサークルに対し、サークル
同士の連絡・調整を図り、情報交換等が
行えるよう支援する。

・平成24年度の保育付講座から新たに8団体の
サークルが誕生した。平成24年度は合計23団体の
サークルに学習支援保育を提供し、学習支援を
行った。

65

子育てハンドブック
の作成・配布 拡

充

子
育
て
支

援
課

子育てハンドブックの作成。 子育て情報冊子「西東京市子育てハンドブック」を
作成配布。
4,000部

66
公
民
館

・学習支援保育付事業を11講座程度実
施する。

学習支援保育付講座（6回～22回　述169回）を11
講座実施した。（参加者述人数：2,372人　保育述人
数：1,688人)
「子育て中の外国人女性のための日本語講座」
「子育てママのはじめの一歩　私らしく踏み出そう」
「女性のための起業入門講座」「はじめての環境講
座」「現代社会の子育てビジョン」「子育てコーチン
グ講座」「子育て中にキャリアデザイン」「輝く命をつ
なぐ・ナチュラルママ」「とどけよう！子どもの心にお
はなしを」「自己表現講座」「キモチつながるここち
よく」

67

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

登録保育士を公募し、各講座保育付にす
る。

全講座保育付きで開催。パリテまつり講座等につ
いても保育付きで開催。
講演会・講座開催数　9回
参加者　199人　　保育付き利用者　93人
パリテまつり講演会・講座開催数　9回
参加者　376人　　保育付き利用者　18人

68

一時保育など在宅
児への保育サービ
スの実施 継

続

保
育
課

地域子育て支援センターの内容の充実
を図る。

地域子育て支援センターにおいては、食事、健康、
遊び、赤ちゃん等、保育に係る事項別に講習会や
企画を開催した。その他、相談、保育園体験、園行
事への参加があった。
年間延べ利用者数24,252人

69

児童館・学童クラブ
の充実

拡
充

児
童
青
少
年

課

児童館・学童クラブ事業の計画的整備 大規模化している学童クラブを中心に、近隣の小
学校を含めた公共施設での学童クラブの設置の調
整を図ってきたが、学校在籍児童数の増加等によ
り、実現には至らなかった。

仕事と育児の両立や、
家庭で子育てをしてい
る親等への支援とし
て、地域で子育てを支
えあう環境づくりに努め
ます。活動環境が整っ
ていない地域子育てグ
ループの支援や、子ど
もたちを見守りながら
応援していく地域の
ネットワークの構築を
検討します。

子育てサークルの
育成と支援

拡
充

保育付き講座の開
催

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

サポート会員の増加を図る。

Ａ

相談支援体制の充実を図る。

Ａ

今後も継続した実施を図る。

Ａ

子育てサークルに関する情報提供を行う。

Ａ

・保育付き講座参加者の求めに応じて、サークルづくりへの助
言や情報提供を行う。
・保育付きのサークルに対し、サークル同士の連絡・調整を図
り、情報交換等が行えるよう支援する。 Ａ

ハンドブックの作成を継続する。

Ａ

・学習支援保育付事業を10講座程度実施する。

Ａ

引き続き市民の二ーズに合わせ、保育付き講座での開催を行
う。

Ａ

地域子育て支援センターの内容の充実を図る。

Ａ

引き続き、小学校を中心とした公共施設における学童クラブの
設置を目指していく。

Ｂ

サポート会員の増加をはかるため、講習会を実施したことは評価で
きる。引き続き推進されたい。24人の新規登録は評価できるが、24
人の退会があったことについてその理由を知りたい。

こどもの発達センターひいらぎにおける相談件数100件を超える相
談に対する対応や、幼稚園・保育園訪問件数45件など、関係機関
への支援の拡充は評価できる。また、子ども家庭支援センターのど
かの活動述べ回数が前年度に比べ5000件以上も増えていることは
評価できる。取り組みの熱意が伝わる。

引き続き子育てサークル活動の支援を期待したい。

引き続き情報提供につとめてほしい。実際にどのようなサービスを
提供しているのか、その内容についても書くと良い。

保育付き講座から新たに8団体のサークルが誕生したことは評価で
きる。引き続き推進されたい。

ハンドブックの作成とともに、子育て中の全ての人への配布が望ま
しい。

講座の回数は前年度に比べると減っている（14回→11回）が、参加
者数は少し増えているので評価したい。講座の内容についても工夫
が感じられる。

講座回数が前年度に比べ増えている（8回→9回）のは評価できる。
参加者も多く、保育付き利用者が増えている。子育て世代のニーズ
に応えていることは評価したい。

地域子育て支援センターの利用者が多く、大いに評価できる。

引き続き、小学校を中心とした公共施設での学童クラブの設置の実
現を目指してほしい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　5　介護への社会的支援の充実

　　（1）地域での支え合いのしくみづくり

70

福祉情報総合ネッ
トワークの構築

拡
充

生
活
福
祉
課

市民が求める福祉情報を提供する。 福祉に関する情報を、適宜掲載・更新した。

71

高
齢
者
支
援
課

ひとり暮らし高齢者の見守りも含め、介
護を家族だけで支える社会から、地域全
体で支えあうネットワークを構築のため、
地域包括支援センターにおける相談体制
を充実する。

市内８箇所の地域包括支援センターでの福祉・介
護等の相談対応件数が27,849件あった。
今年度からは各地域包括支援センターの圏域毎で
地域包括ケア会議を開催し、地域の課題等につい
て保健・医療・福祉サービスの分野と連携をとりな
がら解決に取り組む。

72

生
活
福
祉
課

ほっとするまちネットワークシステムが全
市域施行となることに向けた事業体制等
の検討

地域福祉コーディネーター１名を新たに追加し、２
圏域に１人ずつ配置した。
これまでの効果等を検証し、４圏域に１人ずつ配置
する必要性、活動拠点のあり方等を検討した。

73

地域のささえあい
ネットワークの形
成

拡
充

高
齢
者
支

援
課

ひとり暮らし高齢者の見守りについて、市
民一人ひとりに理解してもらい、地域のさ
さえあいネットワークの形成を図る。

ささえあい訪問協力員養成研修を３回実施した。
ささえあい訪問協力員推進委員会を１回実施した。

74

高
齢
者
支
援
課

地域福祉を進めるための活動拠点の整
備・確保の推進のため、施設の拠点を確
保する。

社会福祉協議会において、施設の拠点を確保し、
地域福祉に関する活動を行った。

75

生
活
福
祉
課

社会福祉協議会が実施主体の「ふれあ
いのまちづくり」への支援

補助金を交付することにより、事業実施体制の整
備を図り、ふれあいのまちづくり事業が充実するよ
う支援した。
年度末に新たに１か所拠点を追加した。
５か所の拠点の予約利用状況　1,253件

76

NPOやボランティ
ア、市民活動団体
等との協働の推進

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

・市民協働推進センター「ゆめこらぼ」
　ハードとソフトの両面から市民活動を支
え、地域における様々な主体の組み合わ
せによる協働を推進する。
・ＮＰＯ等企画提案事業
　市民活動団体による協働事業の提案
募集を実施する。採択されると最大3年
間の補助対象となり、協働事業を実施す
る。毎年新規採択3事業を予定しており、
継続事業を含めると最大9事業の実施が
可能である。
・地域活動情報ステーション
　市内の様々な市民活動団体のデータを
集約し、発信する。

・市民協働推進センター「ゆめこらぼ」
　各種講座や事業の実施を行うとともに、相談など
を通じて新たな市民活動を創出した。
　また、行政職員との懇談会を実施し、意見交換を
行った。
・ＮＰＯ等企画提案事業
　【24年度新規事業】
  ①応募事業数７事業(７団体）
　　内採択事業３事業（３団体）
　②補助金対象事業
　　新規事業、継続事業合わせて８事業
・地域活動情報ステーション
　登録団体数76団体（平成25年3月31日現在）。
　サイトアクセス数9,568件（平成25年3月31日現
在）。

77

地域福祉を担うた
めの人材の育成

拡
充

生
活
福
祉
課

社会福祉協議会が実施主体のボランティ
ア・市民活動センターへの支援

補助金を交付することにより、事業実施体制の整
備を図り、「夏！体験ボランティア2012」をはじめと
したボランティア養成講習会等を開催した。
　市民ニーズに応じたボランティアが提供できるよ
う人材の育成・発掘、派遣等が効率よく行えるよう
支援した。
ボランティア登録者　549人
うち新規登録者数　91人

ひとり暮らし高齢者の
見守りも含め、介護を
家族だけで支える社会
から、地域全体が互い
に支え合っていく社会と
するために、性別や年
代にかかわらず、さま
ざまな市民の出会いや
交流を図ります。活動
拠点・ネットワークの形
成、NPO等との協働の
促進のしくみづくりをす
すめます。

地域での福祉にか
かわる相談・情報
提供体制の充実

拡
充

地域福祉をすすめ
るための活動拠点
の整備・確保の推
進

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

利用者の視点に立った有用な情報の掲載、検索が容易なペー
ジ構成、情報の発信時期、掲載期間を検討する。。

Ａ

第５期介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度）におい
て、地域包括ケアシステムの充実強化が国の方針として挙げら
れている。次年度以降は地域包括支援センターが中心的な役
割を担うが、関係する機関等に対しコーディネート役としての役
割も求められていくことが課題である。

Ｂ

事業の本格稼働となることからこれまでの成果と課題を洗い出
し、今後の取組みの方向性、さらなる事業効果を上げるために
必要な活動内容等を検討し、実行する。

Ａ

24年度中は自治会の把握ができておらず、ほとんど勧奨ができ
なかったため、今後は自治会への働きかけを積極的に行う必
要がある。 Ｂ

地域福祉を進めるための活動拠点の整備・確保の推進のた
め、引き続き施設の拠点を確保していく。

Ｂ

拠点のあり方の見直しを行い、補助金に頼らない活動拠点の
発掘に、社会福祉協議会自ら取り組むよう求める。
住民主体の地域福祉を充実するために基盤となる重要な事業
であることから、社会福祉協議会職員が、積極的に事業に関与
し、住民活動を活発にする働きをするよう求める。

Ａ

・市民協働推進センター「ゆめこらぼ」
　市民・市民活動団体、企業、大学、行政等との連携を促進し、
地域課題解決に向けた協働事業に結びつけることが今後の課
題である。
・ＮＰＯ等企画提案事業
　地域の課題を解決できる提案事業数を増やすことが今後の
課題である。
・地域活動情報ステーション
　登録団体及びアクセス数増加や、サイト活用の見直し等、地
域活動情報ステーションの在り方について検討する必要があ
る。

Ｂ

事業実施体制の見直し等事業がより有責なものとなるよう社会
福祉協議会に求める。

Ａ

福祉情報の提供にかかる事業の取り組みは評価できる。今後は総
合ネットワーク構築の視点で、より容易な情報提供システムの工夫
をお願いしたい。

地域包括支援センターの事業の取り組み成果が出てきていると思
われるが、ささえあう地域ネットワーク構築のためには、センター機
能をさらに活用してほしい。

コーディネーターの増員など事業の取り組みは評価できる。さらに、
市内で活動する団体、個人の力をつなぎ、福祉を支える力とするた
め、コーディネーターの力を生かせるよう取り組んでいただきたい。

訪問協力員の研修・増員の取り組み事業は評価できるが、事業の
支えとなる住民の力を活用するため、自治会の協力は本市にとって
大きな力と考える。さらなる働きかけをお願いしたい。

拠点の整備・確保に取り組んでいることは評価できるが、社会福祉
協議会の活動は、地域福祉の推進に大きな役割を果たしていると
考えます。さらなる事業の推進をお願いしたい。

補助金を活用した支援事業の取り組みは評価できる。今後補助金
に頼らない活動拠点の発掘については、市民に対する行政の関わ
り方が大切と考えます。継続して取り組んでいただきたい。

事業の取り組みが進んでいることは評価できる。ゆめこらぼでの実
施事業は計画的に行われているが、参加者の増加を考えていただ
きたい。行政のサポートも必要と考えられるので、今後も継続して取
り組んでいただきたい。

ボランティア活動への支援は評価できる。ボランティア養成講習会
など、場を求めている市民も多いと考えられる。今後も継続して取り
組んでいただきたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　　（2）介護サービスの充実

78

介護サービス及び
サービス提供事業
者に関する情報公
開の推進

拡
充

高
齢
者
支
援
課

法改正や介護保険料の改定により「介護
保険と高齢者福祉の手引き」は読みやす
く判りやすいように再構成して全戸配布。
「介護保険事業者ガイドブック」も年１回
発行。　　　　　　　　　　　　　　　　　「介護
サービス情報の公表」制度についての案
内等を引き続き窓口において情報提供。

制度改正や保険料の改定があったため、「介護保
険と高齢者福祉の手引き」は読みやすく判りやす
いように再構成して全戸配布した。「介護保険事業
者ガイドブック」を校正時点での最新情報を盛り込
んで発行。

79

家庭における介護
者・家族の負担軽
減のための取り組
みの充実 拡

充

高
齢
者
支
援
課

介護に必要な正しい知識と実践方法を学
ぶとともに、具体的な体験実習を通じ技
術を習得することで、介護者の身体的・
精神的な負担の軽減を図る。

在宅介護講習会を１回開催した。
参加人数（各回定員20人）
①16人
②中止（インフルエンザの影響）

80

多様な主体による
効果的・効率的な
サービス提供の促
進

拡
充

高
齢
者
支
援
課

法改正によるサービス提供内容の変更
や、介護保険料の改定等により「介護保
険と高齢者福祉の手引き」を市民の方に
読みやすく、わかりやすい内容になるよう
再構成し、全戸配布する。

制度改正や保険料の改定があったため、「介護保
険と高齢者福祉の手引き」は読みやすく判りやす
いように再構成して全戸配布した。「介護保険事業
者ガイドブック」を校正時点での最新情報を盛り込
んで発行。　相談窓口業務においても、市民周知
を図るとともに各々のニーズに合ったサービス提供
の促進に努めた。

81

福祉サービス第三
者評価システムの
活用促進

拡
充

生
活
福
祉
課

福祉サービスを提供する事業者が第三
者評価による審査を受審し、利用者本位
の福祉の充実をはかる。

ホームページ、市報等に事業実績等を掲載する等
福祉サービス第三者評価の結果を公表することに
より、事業者及び利用者双方にメリットがあること
を訴え、補助金の交付を通じて受審事業者の増加
を図った。

82

行政、社会福祉協
議会、介護保険事
業者、ケアマネ
ジャー等の連携の
強化 拡

充

生
活
福
祉
課

情報交換会等を定期的に開催し、関係
機関、担当者の連携を強化する。

成年後見制度に関して、関係する専門職団体(弁
護士、司法書士、行政書士、社会福祉士）、相談機
関（医療機関、包括支援センター）、社会福祉協議
会、行政による関係機関情報交換会を実施。

83

専門的な苦情相談
窓口の充実

拡
充

高
齢
者
支
援
課

相談受付表を作成し、苦情相談等の記
録をとり、問題点や改善点を考える。
相談や苦情内容の情報を共有して、レベ
ルアップを図る。

職員の外部研修参加、係内研修等により相談業務
の拡充を図ると共に、利用者が適切なサービスを
受けられるよう努めた。
関係機関と連携を図りケース対応を行った。

高齢者や介護者の
ニーズに基づいて必要
な介護保険給付サービ
スを着実に提供できる
ようにするとともに、独
居・高齢者世帯の支援
等、市独自のサービス
についてもさらなる充
実を図ります。
また、第三者評価等を
通じて、介護サービス
の質の維持・向上を図
ります。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

制度改正があり高齢者福祉の内容に変更があるので、市民の
方に読みやすく、わかりやすい内容になるよう精査する。
ホームページも引き続き定期的に内容を確認し、更新を行う。
「介護サービス情報の公表」制度について必要に応じて西東京
市介護保険連絡協議会等で情報提供する。

Ａ

参加者からのアンケート結果では、充実した内容であったなど
の感想があり、概ね好評であった。引き続き、参加しやすい講
習会となるように実施していく。

Ａ

引き続き市民の方に読みやすく、わかりやすい冊子を精査し、
介護保険によるサービスと高齢者福祉のサービスを効率的に
ご利用いただけるよう周知する。

Ａ

受審する事業者は、固定化する傾向にあり、新規に受審する事
業者を増やす取組に努める。

Ａ

関係機関等の情報交換を定期的に行うことでより連携を強化し
ていきたい。

Ｂ

引き続き研修等に積極的に参加し、職員のスキルアップを図る
と共に、係内研修での事例検討等で情報共有に努める。
関係機関との連携を密にし、スムーズに対応する。

Ａ

手引きの作成・全戸配布など事業の取り組みは評価できる。今後
も、内容の見直しを含め市民にわかりやすい手引きの作成に取り組
んでいただきたい。

講習会の取り組みは評価できる。今後も在宅講習会など、継続した
取り組みが必要と考えられるので、引き続き実施していただきたい。

手引きの作成・全戸配布の取り組みは評価できる。さらに、手引き
の内容の周知に取り組んでいただきたい。

第三者評価委員会の活用推進については評価できる。市民の立場
で考えれば、受審事業者を増やすことが、福祉の質の向上につな
がると考えるので、今後も受審事業者を増やす取り組みを継続して
いただきたい。

関係諸機関との連携に取り組んでいることは評価できるが、関係機
関との連携を強化するという点では、今後の取り組みにかかってく
ると考えられる。継続した取り組みをお願いしたい。

市民の声を取り入れようとする取り組みは評価できる。相談対応の
スキルアップは常に必要であると考えらるので、今後も継続した研
修を実施していただきたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

Ⅲ　“働く場”で実践する男女平等

　6　働く場での男女平等参画促進

　　（1）女性の就労機会の拡大

84

無料職業紹介事業
の充実

拡
充

産
業
振
興
課

就労を希望する市民のニーズに応えるた
め、就職情報提供・相談の拡大を図る。
・就職情報コーナーにおける就職相談・
情報提供等
・就職支援セミナー（6月と10月）
・直前セミナー及び就職面接会（7月）
・若者向け就職活動基本セミナー（3月）
・女性向け再就職支援セミナー（1月）
【新規】地域就職面接会の実施<未定>

①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した
就職情報コーナーにおいて、就職相談・情報提供
事業を実施した。カウンターに各種情報パンフレッ
ト等を置き配布した。
②就職支援セミナーについては、ハローワークと共
催で６月と10月に３日間ずつ実施、受講者は270人
となっている。就職面接会は例年７月に実施してお
り、参加企業14社で採用人数は11人であった。
③若者向け及び女性向け再就職支援セミナーを東
京しごとセンター多摩と共催で実施し、若者向けは
延６人、女性向けは40人の参加があった。
④地域就職面接会　東京しごと財団主催で西東京
市、小平市、東村山市の共催で実施した。参加企
業８社で、採用は３人であった。
就職情報コーナーについては、現行の規模でハ
ローワークと今後も継続実施していくとともに、関係
機関の協力のもと就職支援セミナーなど就業対策
に取り組む。
⑤面接対策セミナーは、ハローワークと共催で実
施し、５人の参加があった。

85

保育付き女性の就
労準備講座の実施

拡
充

産
業
振
興
課

再就職支援のための講習会を実施す
る。
就職支援セミナー（6月・10月に各3日間
実施）、女性向け再就職支援セミナー（1
月予定）において、保育サービスを実施
予定。

保育サービス利用者
６月 14人、10月 ３人、２月 ７人　合計24人
子どもを持つ求職者にとっては、就職活動環境改
善の一助となるもので、今後も引き続き実施してい
きたい。

86

保育付き再就職支
援講習会等の実施

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

保育付き再就職支援講習会を実施する。 西東京市ＮＰＯ等企画提案事業で「パソコン講座
初級＆スキルアップをめざそう」と題して、事務とし
て就労できる基本的な操作を内容とした講座を開
催した。
「共通講座」
日本の働く母親とアメリカの働く母親、どっちがしあ
わせ？　～政府・企業や夫婦関係から考える～
参加者17人　保育18人

　　（2）職場における制度・慣行の見直し

87

市内企業・事業所
への男女雇用機会
均等法などの労働
関係法令の啓発促
進

拡
充

産
業
振
興

課

労働関係法を周知し、管理的立場への
女性参画を促進する。
市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関係部署
にて配布。

88

苦情処理機関設置
の検討(セクシュア
ル・ハラスメントに
対する相談や申し
立てを含む)
※「12  女性をとり
まくあらゆる暴力
の防止」「16　庁内
推進体制の整備」
にも掲載

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

男女平等参画推進計画の検証・評価の
中で検討。

現状は具体的な設置の検討ではなく、以下のとお
り苦情処理の対応を行いながら、情報収集に努め
ている。
専用相談機関は設置していないが、相談対象者が
女性の場合には女性相談として悩み何でも相談を
実施している。また、相談対象者が男性の場合に
はウィメンズプラザの男性のための悩み相談を紹
介している。また、市の施策等への苦情では市長
への手紙等の手段がある。

89

セクシュアル・ハラ
スメント等の訴訟
費用の貸付制度導
入の検討
※「12　女性をとり
まくあらゆる暴力
の防止」にも掲載

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

セクシュアル・ハラスメント等の訴訟費用
の貸付制度調査・検討。

例年導入団体の調査情報収集は行っているが、導
入までには至らない。

90

労働相談情報セン
タ－等と連携した
労働相談の実施

拡
充

産
業
振
興
課

職場における不適切な制度・慣行の見直
しを図る。

平成23年度は東京都労働相談情報センター国分
寺事務所主催事業「男女雇用平等推進セミナー
～働く女性のためのハラスメントとメンタルヘルス」
に周辺他市とともに共催という形で参画したが、平
成24年度は共催していない。

さまざまな関係機関と
連携し、就労機会を拡
大するための取り組み
を行います。
また、働きたい女性の
ための保育付き講座を
実施し、女性の就労を
支援します。

都や商工会など関連機
関と連携をとりながら、
市内事業所に対し、事
業所内における男女に
不平等な制度や慣行
の見直しを働きかけま
す。
また、働く人が気軽に
相談できる機会の提供
や、市内の実態把握に
努めます。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

就職面接会は近隣市と持ち回りで会場を変える予定である。平
成24年度は東村山市で実施。平成25年度は西東京市で実施す
る予定である。

Ａ

子ども２人につき１人の保育士を配置して、子どもの安全確保
に配慮するとともに今後も保育サービス需要の対応を図る。

Ａ

講座開催は基本的に保育付きで開催しているが、講座開催数
に限りがあるため、毎年開催できるわけではないが計画的に引
き続き、保育付き再就職講座を実施。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

現行体制では、現状の対応で精一杯である。

Ｃ

関係各課と連携し検討を行う。

Ｃ

庁内関係部署と調整して実施の検討を行う。

Ｃ

引続き関係機関、近隣市と連携を図り、事業の充実に向けた取組を
行ってほしい。

引続き事業実施に努めてほしい。

引続き、行政としても計画的な実施に努めてほしい。

今後も引き続き、継続実施してほしい。

専門相談機関の設置も視野に入れながら、引き続き、苦情処理の
対応を行い、情報収集に努めてほしい。

調査情報収集は行っているが、導入までには至っていないのであ
れば情報収集後の前進を図ってほしい。

昨年度同様に、継続した取組みを実施してほしい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

91

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

男女平等についての講演会等による、意
識啓発を促進する。

各講座開催時にポスターチラシを市内企業に配布
した。

92

産
業
振
興
課

関係機関・庁内関係部署と連携しながら
講演会等の開催などを検討する。

開催には至らなかったが、国や東京都の役割分担
の関係から広報や周知について連携はしている。

93
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市内企業の男女平等意識調査の実施。 未実施

94
産
業
振

興
課

関係機関・庁内関係部署と連携しながら
調査の実施を検討する。

実施には至らなかったが、国や東京都の役割分担
の関係から広報や周知について連携はしている。

95

市内事業者団体と
の連絡会の開催
（男女共同参画に
関する意見交換）

新
規

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

市内事業者団体との連絡会の開催。 未実施

　　（3）ポジティブ・アクションの推進

96
産
業
振

興
課

市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関係部署
にて配布。

97

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

男女間格差のない登用ができるような情
報提供。

国や都からの冊子（ポジティブアクション実践プロ
グラム・キャリアアップガイドなど）男女平等推進セ
ンター パリテ内に閲覧できるよう設置。また公共施
設へのポスターやチラシの掲載依頼。

98

市内企業・事業所
への労働関係法の
啓発促進 拡

充

産
業
振
興
課

労働関係法を周知し、管理的立場への
女性参画を促進する。
市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関係部署
にて配布。

99

産
業
振
興
課

関係機関・庁内関係部署と連携しながら
講演会等の開催などを検討する。

開催には至らなかったが、国や東京都の役割分担
の関係から広報や周知について連携はしている。

100

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市内企業に対する男女平等についての
講演会等を開催し、管理職への女性の
管理的立場への参画を促進。

市内企業へ各講演会のポスターやチラシを配布し
た。また情報誌『パリテ』・パリテだよりを配布した。

　　（4）女性農業者への支援

101

認定農業者の要件
に家族経営協定の
項目を入れるな
ど、環境の整備 新

規

産
業
振
興
課

引き続き家族協定の締結を促し、農業経
営に女性が参画していくことを支援する。

平成24年度は、６名の認定農業者が認定を受け
た。そのうち、２名の農業者の方が配偶者を含む
家族協定を締結した。
平成25年３月末現在、認定農業者48名のうち、26
名の農業者が配偶者を含む家族協定を締結して
いる。

102

交流の場づくりと
組織づくりの支援

継
続

産
業
振
興
課

引き続き、農業イベントにおけるＪＡ女性
部のつながりを醸成する。また、農家だ
けではなく、女性の援農ボランティアの交
流の場も提供していく。

（仮称）第２次農業振興計画策定に伴い、ＪＡ東京
みらい女性部とのヒアリングを行い、農業イベント
等に向けた女性農業者の意見聴取を行った。ま
た、「農のアカデミー事業」において、女性援農ボラ
ンティアの交流の機会を提供した。

103

研修等への参加の
促進と農産物加工
の体制づくりの支
援

継
続

産
業
振
興
課

引き続き、援農ボランティア講座への女
性の受講を促すとともに、女性農業者へ
の研修参加等も積極的に推進する。

援農ボランティア講座への女性の参加を促し、平
成24年度については受講生13名のうち７名が女性
となった。

都や商工会など関連機
関と連携をとりながら、
市内事業所に対し、事
業所内における男女に
不平等な制度や慣行
の見直しを働きかけま
す。
また、働く人が気軽に
相談できる機会の提供
や、市内の実態把握に
努めます。

市内企業に対する
男女平等について
の講演会等の開催

継
続

市内企業の男女平
等意識調査の実施

継
続

男女の均等待遇の確
保、女性の職域拡大・
管理的立場への女性
の参画に向けた積極的
な登用促進策が実施さ
れるよう、啓発に努め
ます。

ポジティブ・アクショ
ンの普及・啓発

継
続

市内企業に対する
男女平等について
の講演会等の開催

継
続

家族の話し合いをベー
スとする家族経営協定
の締結の促進を図りま
す。
女性農業者の交流機
会の拡大を図り、組織
の強化や新たな組織づ
くりを支援します。
また、女性農業者の農
業技術の向上や、農産
物加工による起業を支
援します。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

市内企業への積極的な参加を促す。

Ｂ

庁内関係部署と調整して実施の検討を行う。

Ｃ

引き続き前向きに検討する。

Ｄ

庁内関係部署と調整して実施の検討を行う。

Ｃ

他課と連携を取りながら、引き続き前向きに検討する。

Ｄ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

各種関係団体と協力し普及・啓発について検討する。

Ｂ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

庁内関係部署と調整して実施の検討を行う。

Ｃ

引き続き前向きに実施する。

Ｃ

引き続き家族協定の締結を促し、農業経営に女性が参画して
いくことを支援する。

Ｂ

引き続き、農業イベント等におけるＪＡ東京みらい女性部のつな
がりを醸成する。また、農業者だけではなく、女性の援農ボラン
ティアの交流の場も提供していく。

Ｂ

引き続き、援農ボランティア講座への女性の受講を促すととも
に、女性農業者を対象とした研修の情報提供等も機会を捉え
行う。 Ｂ

中小企業も含めた市内企業対象に男女平等推進講演会を開催で
きるよう企画検討を進めてほしい。

平成２５年度についても、東京都労働相談情報センターと連携しな
がら「男女雇用平等推進セミナー」を実施できるよう、市内事業者に
も情報提供して参加を呼び掛けてほしい。

実施の意義や目的を明確にした上で、中小企業も含めた市内企業
を対象に、取り組みを進めてほしい。

実施の意義や目的を明確にした上で、中小企業も含めた市内企業
を対象に、取り組みを進めてほしい。

職場における男女平等の意識啓発を効率よくすすめるためにも市
内事業団体との連携は重要であり、意見交換会は早期に実現を期
待したい。その際の留意点はあくまでも懇談・意見交換から出発し
継続できる工夫に期待する。

引き続き、関係各署から市民への啓蒙活動を継続してほしい。

引き続き、関係各署から市民への啓蒙活動を継続してほしい。

引き続き、関係各署から市内企業等への啓蒙活動を継続してほしい。

平成２５年度についても、東京都労働相談情報センター等と連携し
ながら「男女雇用平等推進セミナー」を実施できるよう、市内事業者
にも情報提供して参加を呼び掛けてほしい。

引き続き、関係各署から市内企業等への啓蒙活動を継続してほし
い。

農業分野での女性の参画を支援していくことに期待する。

ＪＡみらい女性部、援農ボランティアのコミュニティ活性化に期待し、
市民にも見えるように期待している。

援農ボランティア講座の関心が高く研修参加につながったことを評
価する。受講の先の場を提供して継続につなげるよう期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　7　ワーク・ライフ・バランスの実現

　　（1）ワーク・ライフ・バランスの意義の普及・啓発

104

ワーク・ライフ・バランス
の推進のための情報
提供を図ります。

市民を対象とした、
ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に向け
たセミナーや情報
提供 新

規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

バランスのとれた生活ができるよう講座
等の開催や情報提供を行う。

「週間事業」講演会
笑って考えよう、家庭のこと、仕事のこと、未来のこ
と　～家族みんなで夕食を囲む方法～。
参加者28人。
イクメンの仕事・子育て・介護・自分の時間どれも
大切にするためのワーク・ライフ・バランス実践法
の講演会を開催した。

　　（2）労働時間短縮に向けた取り組み

105

産
業
振
興
課

市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関係部署
にて配布。

106

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

関係機関と連携して、企業や事業所に働
きかけ、労働時間の短縮に向けた啓発
誌の配布。

労働時間の短縮に向けた国や都からの啓発冊子
等の配布。またワークライフバランスについての掲
載した情報誌パリテを市内企業に配布し、またＨＰ
に掲載した。

107

市民を対象とした、
労働時間短縮に向
けた啓発誌の配布 継

続

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

関係機関と連携して、労働時間の短縮に
向けた啓発誌の配布。

労働時間の短縮に向けた国や都からの啓発冊子
等の配布。またワークライフバランスについての掲
載した情報誌パリテを市内施設に配布し、またＨＰ
に掲載した。

　　（3）育児・介護休業の取得促進

108

産
業
振
興
課

育児・介護休業法周知のための情報提
供を行う。
市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

関係機関発行のパンフレット等をカウンターに配置
するなど、周知に努めた。
また、「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関
係部署にて配布。

109

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

育児・介護休業法周知のための情報提
供を行う。

国や都からの啓発冊子等の配布。またワークライ
フバランスについての掲載した情報誌パリテを市
内企業に配布し、またＨＰに掲載した。

110

市民を対象とした、
育児・介護休業制
度に関する啓発

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

育児・介護休業法周知のための情報提
供を行う。

国や都からの啓発冊子等の配布。またワークライ
フバランスについての掲載した情報誌パリテを市
内施設に配布し、またＨＰに掲載した。

111

男性市職員の育児
休業取得の啓発

拡
充

職
員
課

西東京市特定事業主行動計画後期計画
において、男性職員の育児休業取得目
標を前期計画の5％から10％に引き上
げ、目標達成に向け、更なる取得の推進
を図る。

①育児休業取得対象の男性職員に対し、個別に
制度の説明を実施。個人の要望にあった休暇計画
を提案。
②新人研修の中で、男性の育児休業制度や特定
事業主行動計画等について説明。
③平成24年度中の男性職員の育児休業取得者
数：２名。

仕事と家庭・地域生活
のバランスがとれるよ
う、国や都などの関係
機関と連携して、企業
や事業所に働きかけ、
労働時間短縮を促進し
ます。

企業・事業所を対
象とした、労働時
間短縮に向けた啓
発誌の配布

拡
充

育児・介護休業法に関
する企業・事業所の理
解を深めるため、情報
提供を行います。
また、先進的な取り組
み事例を情報誌等で紹
介するなど、制度整備
や利用の利点を周知し
ます。

企業・事業所を対
象とした、育児・介
護休業法周知のた
めの啓発誌の配布

継
続
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

講演会や講座を毎年開催できるわけではないが、引き続き情
報の提供に努める。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

国や都からの啓発誌等を活用し、引き続き啓発に努める。

Ｂ

国や都からの啓発誌等を活用し、引き続き啓発に努める。

Ｂ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

関係機関と連携し啓発方法の検討をする。

Ｂ

引き続き国や都からの情報提供、講座等による啓発など実施
する。

Ｂ

①制度及び制度利用実績の周知。
②「性的役割分担意識の是正」や、男性職員自身及び職場に
おける「男性職員の積極的な育児参加に対する消極的な意識
の是正」等、制度利用を支援する職場環境の整備。
③業務量・業務分担等、各職場における業務改善。
④配偶者が妊娠している男性職員の把握及び事前の制度説
明。

Ａ

引き続き、講座等の開催など市民に情報提供をしてほしい。

引き続き、推進してほしい。

引き続き、推進してほしい。

引き続き、推進してほしい。

今後とも情報提供を充実させてほしい。

引き続き、推進してほしい。

引き続き、推進してほしい。

課の対応は理念を理解し具体的である。今後に期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　8　多様な働き方を支援する環境の整備

　　（1）均等待遇に基づく多様な働き方への支援

112

産
業
振
興

課

パートタイム労働法・労働者派遣法の周
知
市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

関係機関発行のパンフレット等をカウンターに配置
するなど、周知に努めた。
また、「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関
係部署にて配布。

113

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

パートタイム労働法・労働者派遣法の周
知

労働基準法、労働組合法の周知。また関係機関の
発行のパンフレットの配布。

114

産
業
振
興
課

就労を希望する市民のニーズに応えるた
め、就職情報提供・相談の拡大を図る。
市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。
パートタイム求人情報を両庁舎の窓口に
配置。

（再掲）
①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した
就職情報コーナーにおいて、就職相談・情報提供
事業を実施した。カウンターに各種情報パンフレッ
ト等を置き配布した。
②就職支援セミナーについては、ハローワークと共
催で６月と10月に３日間ずつ実施、受講者は270人
となっている。就職面接会は例年７月に実施してお
り、参加企業14社で採用人数は11人であった。
③若者向け及び女性向け再就職支援セミナーを東
京しごとセンター多摩と共催で実施し、若者向けは
延６人、女性向けは40人の参加があった。
④地域就職面接会　東京しごと財団主催で西東京
市、小平市、東村山市の共催で実施した。参加企
業８社で、採用は３人であった。
就職情報コーナーについては、現行の規模でハ
ローワークと今後も継続実施していくとともに、関係
機関の協力のもと就職支援セミナーなど就業対策
に取り組む。
⑤ハローワーク三鷹の協力のもとに、「パートタイ
ム求人情報」を定期的に更新した情報を両庁舎の
パンフレットコーナーや福祉窓口に常時配置するこ
ととした。

115

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

パートタイム、アルバイト、派遣労働、テ
レワーク（在宅ワーク）等に関する情報提
供。

引き続きマザーズ＆レディースのハローワークや
関係機関の情報を設置。

　　（2）女性の起業（企業・NPO）、自営業への支援

116

起業相談の実施

継
続

産
業
振
興

課

引続き起業相談及び経営革新の相談業
務を充実し、市民周知を図る。

平成24年度実績で相談者166名（女性の割合約
40%）。創業支援・経営革新相談センターについて
は、毎月市報へ掲載し周知を図るとともに、ＨＰを
設け、広く利用を呼びかけている。

117
公
民
館

・女性対象の講座の中で、起業や再就職
についての情報を提供する。

・「夢をカタチに！女性のための起業入門講座」（柳
沢公民館　全12回　平成24年11月22日～2月28日
参加人数：19人　延べ人数：198人　保育人数：122
人　）
※講座終了後にサークルが立ち上がり、継続的な
学びにつながっている。
・「子育て中にキャリアデザイン」（芝久保公民館
全14回　平成24年9月20日～平成25年1月21日
参加人数：19人　述べ人数：243人　保育人数：188
人　）

118

産
業
振
興

課

引続き事業を実施し、市民周知を図る。
特に創業資金融資あっせん制度を創設
するので、それらと連携した情報提供と
講座の充実に努める。

平成24年度実績で、起業者等に対する講習会を14
回開催した。

事業者や市民に対して
パートタイム・派遣労働
等の労働条件向上の
ための啓発を行いま
す。

パートタイム労働
法・労働者派遣法
の普及啓発

拡
充

パートタイム、アル
バイト、派遣労働、
テレワーク（在宅
ワーク）等に関する
情報提供

拡
充

西東京創業支援・経営
革新相談センター等と
連携して、相談や講座
の開催など、起業を支
援する取り組みを行い
ます。
起業に関する知識や手
法に対する情報提供、
相談、学習機会の提供
を行い、支援の充実を
図ります。

起業（起業・SOHO
創業）情報の提供
や講座の開催

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

今後も継続実施の予定。

Ａ

講座等を通じパートタイム労働法・労働者派遣法の周知を検
討。

Ｂ

今後も継続実施の予定。

Ａ

関係機関と協力し多様な情報提供に努める。また、ＨＰ等の活
用。

Ｂ

創業融資あっせん制度の推進やマッチング・コーディネート事
業の実施などセンター機能を充実させ、創業のための環境整備
を進める。 Ａ

・女性対象の講座の中で、女性が働くことや社会進出について
の情報を提供する。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

引続き、関係機関とも連携を図り、継続実施に努めてほしい。

商工団体や関係機関との連携を図りながら、事業者や市民に対す
る周知活動の推進を期待したい。

引続き関係機関、近隣市と連携を図り、事業の充実に向けた取組を
行ってほしい。

引続き、関係機関とも連携を図り、市民に対する情報提供に努めて
ほしい。

引続き事業の推進に努めてほしい。

引続き事業の推進に努めてほしい。

引続き事業の継続実施に努め、講座内容等のブラッシュアップに期
待したい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

119

NPO法人、コミュニ
ティビジネスなど起
業に関する情報提
供、相談、学習機
会の提供

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

市民協働推進センター「ゆめこらぼ」にお
いて、市民活動・ＮＰＯのための支援事業
として各種講座を開催して学習機会を提
供するとともに、市民協働推進センター
のホームパージなどを活用して市民協働
推進センター登録団体が開催する事業
や市民協働推進センターが開催する各
種講座や事業の情報を提供する。

市民協働推進センター「ゆめこらぼ」が開催する主
な実施事業
・ＮＰＯのための支援事業
 　4回開催　参加者延べ54人
・協働に関する情報収集
　 5回開催　参加者延べ48人
・まちづくり円卓会議
　 2回開催　参加者延べ44人
・ゆめサロン
　 6回開催　参加団体延べ82人
・ＮＰＯ・市民活動ネットワーク
　 4回開催　参加者延べ 81人
・ＮＰＯ市民フェスティバル
　 1回開催　参加団体延べ43団体
・機関紙の発行　年6回　発行部数延べ4,620部
・ＨＰの活用として、登録団体が開催する事業や市
民協働推進センターが開催する各種講座等を合計
約90件掲載

西東京創業支援・経営
革新相談センター等と
連携して、相談や講座
の開催など、起業を支
援する取り組みを行い
ます。
起業に関する知識や手
法に対する情報提供、
相談、学習機会の提供
を行い、支援の充実を
図ります。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

これまで実施してきた講座や事業の内容を踏まえ、市民やＮＰ
Ｏ等市民活動団体の支援を行うとともに、地域で活動する主体
同士が連携し、地域の課題が解決できるような仕組みづくりに
取り組む必要がある。

Ａ

これまでの取り組みに加えて、バージョンアップした支援の取り組み
をしっかり進め、事業の充実を図ってほしい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

Ⅳ “まちづくり”をすすめる男女平等

　9　政策・方針決定の場への女性の参画促進

　　（1）審議会・委員会等への女性の積極的登用

120

企
画
政
策
課

行財政改革推進委員会の設置
（女性登用率40％）

行財政改革推進委員会
H22.8.16～H24.8.15
男6名　女2名　登用率25％
H24.8.27～H26.8.26
男7名　女1名　登用率12.5％

121

企
画
政
策
課

使用料等審議会の設置
（女性登用率40％）

使用料等審議会
H24.10.18～H25.10.17
男4名　女1名　登用率20％

122

企
画
政
策
課

総合計画策定審議会の設置
（女性登用率40％）

総合計画策定審議会
H23.9.20～H25.9.19
男9名　女3名　登用率25％

123
情
報
推

進
課

女性に適任者がいれば登用していきたい
と考える。

情報政策専門員
（H24.4～H25.3）
男1人

124

情
報
推
進
課

女性委員登用率40％ 地域情報化計画策定審議会
（H24.10～審議終了まで）
男4人、女4人

125

総
務
法
規

課

●情報公開審査会
女性委員登用率40％

●情報公開審査会･･･女性登用率50％
　任期：平成23年10月1日～平成25年9月30日
　男女数：男２人、女２人　計４人

126

総
務
法
規

課

●個人情報保護審議会
女性委員登用率40％

●個人情報保護審議会･･･女性登用率42.8％
　任期：平成23年10月1日～平成25年9月30日
　男女数：男４人、女３人　計７人

127

総
務
法
規

課

●個人情報保護審査会
女性委員登用率40％

●個人情報保護審査会･･･女性登用率42.8％
　任期：平成23年10月1日～平成25年9月30日
　男女数：男４人、女３人　計７人

128
契
約
課

  西東京市入札等監視委員会は学識経
験者ら３名で構成され、入札及び契約手
続の公平性並びに透明性を確保するた
め、発注した工事等に係る入札及び契約
手続の運用状況等について審議を行っ
ている。
　来年度に任期替えとなるが、再任となら
ず改選する際には、女性委員１名の登用
ができるよう人選について努力する。

西東京市入札等監視委員会
任期　平成23年11月1日～平成25年10月31日
　　　男３人、女０人 登用率０％

129
管
財
課

　財産価格審議会は、財産の処分等に
関し、適正な価格等を評定することを目
的に設置しており、現在委員には学識経
験者として不動産鑑定士3人(うち女性1
人)と市職員1名を任命している。財産の
価格等を評定するということで、その専門
家である不動産鑑定士を任命している
が、女性の不動産鑑定士の数が非常に
少ない。そのような状況の中でも、女性
登用率の40％を目標とするのか非常に
疑問である。

　前年度に財産価格審議会委員に再委嘱した委員
(元東京都不動産鑑定士協会会長)が逝去されたた
め、後任に東京都不動産鑑定士協会会長(男性)を
委員に委嘱した。このことに伴い財産価格審議会
会長にはこれまで会長職務代理であった女性の委
員が互選により選任され、会の取りまとめ役を行っ
て頂いている。
西東京市財産価格審議会
H23.８.１～H25.７.31
男３名　女１名　　登用率25％

130

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女登用率の平均化を図る。 男女平等参画推進委員会
H22.7～H24.7　男6人　女5人　45％
H24.7～H26.7　男5人　女9人　64％
企画運営委員会
H22.6～H24.6　女8人　100％
H24.6～H26.6　男1人　女7人　88％

131

産
業
振
興
課

女性委員登用率40％程度 中小企業従業員退職金等共済運営審議会
H19.10～H21.9　男10人
H21.10～H23.9　男10人
H23.10～H25.9　男 7人
H25.10～H26.3　男 7人
平成24年度は開催なし。
産業振興マスタープラン推進委員会
H24.11～終了まで　男 8人　女 2人

審議会･委員会等にお
いて、女性委員が一人
もいないことがないよ
う、また子育てなど特
定のテーマにおいての
み女性委員割合が向
上することのないよう、
委員登用状況を見直し
ます。
また、全体での女性登
用率が４０％となること
を目標とし、可能な限り
公募により幅広い人材
の確保に努めます。

登用状況の公開・
見直し
女性委員登用率の
向上
積極的な公募制度
の活用

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

平成26年8月以降（平成26年度）の委員改選に当たっては女性
登用率に留意する。

Ｃ

平成25年10月以降（平成25年度）の委員改選に当たっては女
性登用率に留意する。

Ｃ

次期計画策定検討に向けた審議会委員選定に当たっては女性
登用率に留意する。

Ｂ

性別にとらわれた登用は考えていないが、現在の専門員以上
の女性の適任者を探すのは難しい。

Ｃ

計画が達成できているため、継続したい。

Ａ

現在、女性登用率の目標は各審査会、審議会ともに達成してお
り、引き続き女性委員の登用率を40％に保つように努める。

Ａ

現在、女性登用率の目標は各審査会、審議会ともに達成してお
り、引き続き女性委員の登用率を40％に保つように努める。

Ａ

現在、女性登用率の目標は各審査会、審議会ともに達成してお
り、引き続き女性委員の登用率を40％に保つように努める。

Ａ

①委員の再任は妨げないとなっており、現委員の兼ね合いもあ
り難しい面はあるが、改選が必要な際には、女性委員の登用が
できるよう人選について努力したい。

Ｃ

　①男性不動産鑑定士等に比べて、10分の１にも満たない女性
不動産鑑定士等から男性不動産鑑定士等に優るとも劣らない
優秀な女性不動産鑑定士等を選び出すことが非常に困難であ
る。

Ｂ

企画運営委員会にも改選時に男性が加わった。しかしながら、
登用率では、まだまだ女性の方が高い。次回改選時には、男女
の登用率を近づけたい。

Ｂ

今後の改選時には男女比率を配慮したい。

Ｃ

毎年度「次年度の課題」への記述が同文のまま改善の様子が見ら
れない。ぜひとも女性委員の登用率向上に努力してほしい。女性委
員の参画により新たな視点がひろがりよい結果につながると期待す
る。

毎年度「次年度の課題」への記述が同文のまま改善の様子が見ら
れない。ぜひとも女性委員の登用率向上に努力してほしい。女性委
員の参画により新たな視点がひろがりよい結果につながると期待す
る。

市民全体の男女比からしても男女どちらかの委員比率が４０％にな
るよう、バランスある登用に努力していただきたい。男女それぞれが
もつ課題解決のためにも、総合計画がもつ重要性からしても実行し
てほしい。

１人の専門員で進めていかれるなら、せめて男女平等施策に理解
ある、人権意識の豊かさに考慮してほしい。女性の適任者がいれば
登用いてほしい。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

市民団体やNPO法人の活動が活発な西東京市だが、その指導的
役割に女性は少なくない。また、市民の半分は女性であり事業にか
かわることも多い等背景も考慮しながら、女性の適任者探しとその
任用に配慮してほしい。

絶対数が少ない中で努力されている様子は理解できるが、女性の
適任者がいた時は積極的に登用してほしい。

西東京市の男女平等施策の推進に大きな役割を果たす「男女平等
参画推進委員会」はバランスよい登用ができていることは評価する
と同時に、今後にも期待したい。企画運営委員会は男女比どちらか
４０％になるよう努力していただきたい。この２委員会は西東京市男
女平等施策のけん引役として大事な両輪であることに留意の上、進
めてほしい。

中小企業従業員に女性の占める割合は低くないと鑑みると、平成１
９年来女性委員が皆無という状況から早く脱するよう努力してほし
い。なお、産業振興マスタープラン推進委員会は全市的位置づけを
考慮してもっと女性登用比率をあげてほしかった。次に期待したい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

132

産
業
振
興
課

女性委員の人選に努める。 農業振興計画推進委員会　男 9人　女 2人
都市と農業が共生するまちづくり推進委員会　男
10人　女 2人

133

保
険
年
金
課

国民健康保険運営協議会
国民健康保険の運営に関し必要な意見
の交換や調査、審議、市長への具申等を
行うための協議会。
各団体からの推薦・一般公募による。

平成24年度は推薦・一般公募はなし。

134

環
境
保
全

課

環境審議会の実施 環境審議会　Ｈ24.7.1～Ｈ26.6.30
男８名、女２名　登用率20％
平成24年度は６回開催
諮問事項「西東京市環境基本計画の策定につい
て」

135

ご
み
減
量
推
進
課

廃棄物減量等推進審議会の改選は、平
成25年度であるため、平成24年度の取
組は無し。

廃棄物減量等推進審議会の改選は、平成25年度
であるため、平成24年度の取組は無し

136

危
機
管
理

室

　引続き消防委員会の改選時（組織・役
職の異動等）において女性の登用を図る

　改選時において女性委員の登用が図れなかっ
た。

137

危
機
管
理
室

　引続き防災会議委員の委嘱（改正後の
条例に基づく委員の推薦・組織・役職の
異動等）において女性の登用を図る

　委員33人(定数34人)中の平成24年度4月に1人、
同年12月2人計3人の委員を推薦することができ
た。

138

危
機
管
理
室

　24年度国民保護協議会委員の改選時
（組織・役職の異動等）において女性の
登用を図る

　改選時において女性委員の登用が図れなかっ
た。

139

生
活
福
祉

課

民生委員推薦会委員の女性登用率40％ 民生委員推薦会
H22.10.1～H25.9.30
男4人、女8人

140

生
活
福
祉
課

保健福祉審議会委員の女性登用率40％ 保健福祉審議会
H23.9.1～H25.8.31
男８人、女２人

141

生
活
福
祉
課

地域福祉計画策定・普及推進委員会委
員の女性登用率を４０％目標に努める

地域福祉計画策定・普及推進委員会
H22.5.27～H24.5.26
男6人、女6人
H24.5.27～H26.5.26
男７人、女５人

142

高
齢
者
支

援
課

委員の女性登用率を40％目標に努める 地域密着型サービス等運営委員会（平成24年4月
～平成25年3月）
男性：8名　女性：7名　計：15名
全体における女性登用率：46.7％

143

高
齢
者
支

援
課

委員の女性登用率を40％目標に努める 西東京市介護認定審査会(平成25年4月～平成27
年3月)
男性：40名　女性：24名　計：64名
全体における女性登用率：37.5％

144

高
齢
者
支

援
課

委員の女性登用率を40％目標に努める 地域包括支援センター運営協議会（平成24年4月
～平成25年3月）
男性：９名　女性：２名　計：11名
全体における女性登用率：18.2％

145
高
齢
者

支
援
課

委員の女性登用率を40％目標に努める 高齢者虐待防止連絡会（平成24年4月～平成25年
3月）
男性：９名　女性：４名　計：13名
全体における女性登用率：30.8％

審議会･委員会等にお
いて、女性委員が一人
もいないことがないよ
う、また子育てなど特
定のテーマにおいての
み女性委員割合が向
上することのないよう、
委員登用状況を見直し
ます。
また、全体での女性登
用率が４０％となること
を目標とし、可能な限り
公募により幅広い人材
の確保に努めます。

登用状況の公開・
見直し
女性委員登用率の
向上
積極的な公募制度
の活用

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

今後の改選時には男女比率を配慮したい。

Ｃ

③平成25年度に改選を実施するが、関係団体等の推薦及び市
民公募について、女性の推薦が少なく、一般公募は論文による
ため優先的に委嘱していない。実情に応じて採用を行っていく。

Ｃ

①今後も女性委員の選出には配慮する。

Ｃ

平成25年度に廃棄物減量等推進審議会の改選があるため、女
性委員の登用率の向上を図る。

Ｂ

　委員に欠員が生じたときなど、女性委員の登用を図る。

Ｃ

　定数34人の残1人について、できる限り女性を登用するよう努
める。

Ｃ

　引続き女性の委員を登用を図る。

Ｃ

特になし。

Ｂ

特になし。

Ｃ

現状では特になし。

Ａ

現状では特になし。

Ａ

各団体からの推薦の結果で委員が決定している。今後は、
40％を目標として各団体へ働きかけていきたい。

Ｂ

各団体からの推薦の結果で委員が決定している。今後は、
40％を目標として各団体へ働きかけていきたい。

Ｃ

各団体からの推薦の結果で委員が決定している。今後は、
40％を目標として各団体へ働きかけていきたい。

Ｂ

平成２４年度農業委員の男女比の記載がない。２３年度は２０名全
員が男性だったことは、国でも推進している「家族経営協定」など、
女性の持つ課題解決が明日の農業を豊かにするカギでもある。ぜ
ひ女性委員登用を積極的に行ってほしい。個々に記載されている
委員会は２５％以下ではあるが女性登用が見られる。今後の努力
に期待する。
実情に応じた登用は必要と考えるが、推薦や市民公募の呼びかけ
方に一工夫があったのかどうか。例えば、推薦者の依頼時に、「ぜ
ひ女性を登用したいので探して、推薦してください」など、一言加え
る努力をしていただけたら違ってくるのではないか。期待している。

引き続き登用率の改善に努力してほしい。

今期（平成２３年７月１日～２５年６月３０日）の男女比は、女性６人
男性９人の女性登用率４０％で、前委員会を下回ってしまった。改
善時にはぜひ挽回するよう努力してほしい。

委員会の改選時の男女比率が提示されていないので、評価ができ
ない。現状を正確に示してほしい。なお、東日本大震災を経験し、地
方自治体において災害・防災に女性の視点が重要であること、日常
が大事なことは認識されてきた。女性の参画を積極的にすすめてほ
しい。
内閣府でも、震災・防災・避難所運営に女性の参画・女性リーダー
の育成がかかせないと多数の通達を出している。ぜひ積極的に女
性登用をお願いする。推薦をお願いする段階で市として女性の登用
を考えている旨を記することも重要である。

毎年度「次年度の課題」への記述が同文のまま改善の様子が見ら
れない。ぜひとも女性委員の登用率向上に努力してほしい。女性委
員の参画により新たな視点がひろがりよい結果につながると期待す
る。

引き続き登用率向上に期待する。

平成21年9月～23年8月任期は男性：女性比は６：４で女性は40％を
占めていたが、その後後退した。保健福祉部門に女性の逸材は多
いと思う。男女比率のバランスに配慮して登用率の改善に努力して
ほしい。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

介護現場における女性の問題はさまざまな分野に及ぶ。また、高齢
者の男女比は3：1で女性が多いというデータもある。例えば、推薦
者の依頼時に、「ぜひ女性を登用したい。探して、推薦してください」
など、一言加える努力をしていただけたら違ってくるのではないか。
期待している。

介護現場における女性の問題はさまざまな分野に及ぶ。また、高齢
者の男女比は3：1で女性が多いというデータもある。例えば、推薦
者の依頼時に、「ぜひ女性を登用したい。探して、推薦してください」
など、一言加える努力をしていただけたら違ってくるのではないか。
期待している。

認知症高齢者の増加や閉鎖的な家族介護の行きづまり等々から高
齢者虐待は増加している。その被害者の多くが高齢女性であること
を考えても、委員の40～50％に女性を登用してほしい。当事者意識
は大事。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

146

障
害
福
祉

課

女性委員登用率４０％ 有償ボランティア輸送運営協議会(H24.12.1～Ｈ
26.11.30)
男5人、女2人（市職員を除く）
登用率29％(前年度と変化なし)

147

障
害
福
祉
課

女性委員登用率４０％ 西東京市障害程度区分認定審査会
（Ｈ23.4.1～Ｈ25.3.31）
今期：男9人、女7人
 登用率53％（前年度と変化無し）

148

障
害
福
祉
課

女性委員登用率４０％ 地域自立支援協議会
（Ｈ23.7.26～Ｈ25.7.25）
地域自立支援協議会計画策定部会
（平成24年11.15～　　）

上記の計　男10人、女7人
登用率41％（前年度とほぼ同じ）

149
健
康
課

予防接種健康被害調査委員会の女性の
登用に努める。

専門性から推薦者が限られるために、女性の登用
が困難な現状にある。

150
健
康
課

健康づくり推進協議会の女性登用率
40％を維持する。

女性登用率40％を維持できた。また、市民委員は
子育て中の女性委員も2名登用できた。

151

子
育
て
支

援
課

子ども福祉審議会
（女性登用率40％維持）

任期：平成23年9月１日から25年8月31日まで
女性登用率58％（男性5人、女性7人）

152

子
育
て
支
援

課

青少年問題協議会
（女性登用率40％維持）

任期：平成23年11月１日から25年10月31日まで
女性登用率46％（男性8人、女性7人）

153

教
育
企
画
課

女性に適任者がいれば積極的に採用し
ていきたいと考える。

・西東京市奨学生選考委員会
平成23年４月１日～平成25年３月31日
男性４人、女性１人

・西東京市教育計画策定懇談会
平成24年7月25日～平成26年3月
委員13人のうち男性７人、女性６人。(公募委員２
人のうち、１人は女性)

・西東京市立中原小学校及び西東京市立ひばりが
丘中学校建替準備検討協議会
平成24年5月25日～平成26年3月
委員は最大21人で当初は男性４人、女性15人、欠
員２人。途中委員の変更があったものの、男女数・
比率に変更はない。

154

都
市
計
画
課

西東京市都市計画審議会
学識経験者等に女性に適任者がいれば
積極的に登用を検討する。

24年度中は改選なし

前期　24.4.1～24.9.30
男12人　女3人　20％

後期　※
24.10.1～25.1.14
男12人　女3人　20％
25.1.15～25.2.27
男11人　女3人　21.4％
25.2.28～25.3.28
男7人　女2人　22.2％
25.3.29～
男10人　女5人　33.3％

155

都
市
計
画
課

西東京市地域交通会議
女性に適任者がいれば積極的に登用を
検討する。

後期　22.11.17～24.11.16
男6人　女3人　33％

審議会･委員会等にお
いて、女性委員が一人
もいないことがないよ
う、また子育てなど特
定のテーマにおいての
み女性委員割合が向
上することのないよう、
委員登用状況を見直し
ます。
また、全体での女性登
用率が４０％となること
を目標とし、可能な限り
公募により幅広い人材
の確保に努めます。

登用状況の公開・
見直し
女性委員登用率の
向上
積極的な公募制度
の活用

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

平成25年度は委員の更新はないが、欠員が生じた場合、なる
べく協議会構成団体から女性委員を推薦してもらう必要があ
る。 Ｂ

特に課題はない

Ａ

特に課題はない

Ａ

難しい面があるが、引き続き推進したい。

Ｃ

引き続き推進したい。

Ａ

女性登用率を維持する。

Ａ

女性登用率を維持する。

Ａ

・次期の委員を選出する際には、これまでの委員選出方法を踏
まえた上で、女性委員を選出できるよう努めていく。

・教育計画策定懇談会委員の任期は２年（教育長に報告するま
で）としているため、基本的には変更はない。また委員は各団体
からの推薦のため、事務局では決められないが、意識して取り
組んでいきたい。

・委員の任期は１年で再任を妨げないとしているため、選出の
必要がある場合は、選出区分の中で適任者がいれば積極的に
採用していきたい。

Ａ

審議会委員のメンバー構成が学識経験者6名以内、市議会議
員6名以内、関係行政機関の職員が3名以内、市民代表が2名
以内と限定され任期が2年間となっている。構成員の選定は、
充て職、書類選考によるものが多く、意図的に女性の登用割合
いを上げることは難しい。
　（後期の女性登用率の変化についても、市議会議員の辞職に
よるものであり意図したものではない　※）

Ｂ

Ｈ24.11.16任期終了。次年度より「地域公共交通会議（法定会
議」として発足すが、関係団体・関係機関の職員が大半を占め
各団体の指名により参画してもらうものである。
　また公募市民については、論文提出による選出であるため、
女性委員に限定した募集はできないので、意図的に女性の登
用割合を上げることは難しい。

Ｂ

例えば、推薦者の依頼時に、「ぜひ女性を登用したい。探して、推薦
してください」など、一言加える努力をしていただけたら違ってくるの
ではないか。期待している。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

絶対数や専門性ある人材選びに難しい面もあると思うが、例えば、
推薦者の依頼時に、「ぜひ女性を登用したい。探して、推薦してくだ
さい」など、一言加える努力をしていただけたら違ってくるのではな
いか。期待している。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

女性：男性比率が約６：４でバランスよい登用を評価したい。次年度
以降にも期待する。

女性：男性比率が53％：47％でよい登用を評価したい。次年度以降
にも期待する。

貴課の努力は評価したい。今後とも男女のバランスよい任用を心が
けてほしい。

審議会構成が、専門性や学識を必要とするため女性の人選が難し
いなか、努力されていることは理解できる。しかし今後、女性の適任
者を見つけた時は積極的に登用してほしい。

引き続き前向きに女性登用への努力に期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

156

下
水
道
課

男女平等参画推進計画において、主要
な取組みとして位置付けられている｢政
策・方針決定の場への助成の参画促進」
で審議会への助成の登用率40％を目標
としている。引き続き、公募により幅広い
人材の確保に努める。

審議会の開催なし（委員の委嘱もなし）

157

学
校
運
営
課

女性のみの委員構成とならないよう構成
には引続き留意する。
委員の交代時には、男性委員を委嘱・任
命するよう努める。

西東京市立学校給食運営審議会
平成23年度改選
改選後任期平成23年9月～平成25年8月
男性委員数２、女性委員数14
女性登用率87.5％

公募制度を活用しているが、男性の応募がなかっ
たこと、学校栄養士に男性がいないこと等、男性委
員の委嘱、任命には制約があるが、学校推薦の市
民委員、副校長代表の委員について、男性委員を
委嘱・任命した。

158

教
育
指
導
課

専門家の委員構成の中で出来るだけバ
ランスの良い構成に配慮する。

審議会・委員会等においては、構成員のバランス
を考えて委嘱する。
【平成24年度】は審議会・委員会の委嘱はない。

159

教
育
支
援
課

教育支援課主管
委員会としては、就学支援委員会、通級
入級委員会を所管している。

就学支援委員会委員は23名中、女性委員は11名
とほぼ半数で47.8%の登用状況。
通級入級委員会は15名中、女性委員は5名で33%
の登用状況。

160

社
会
教
育
課

女性登用率の向上を図る。 社会教育委員の会議
H23.7.1～Ｈ25.6.30
男７人、女６人 公募委員２名中１名女性
登用率46％

161

社
会
教
育
課

女性登用率の向上を図る。 文化財保護審議会
H23.7.1～H25.6.30
男７人、女１人
登用率12％

162

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

スポーツ推進審議会委員の改選時に女
性の適任者がいれば登用を図る

スポーツ推進審議会
Ｈ23.7.1～Ｈ25.6.30
男８人、女２人　女性登用率20％

163
公
民
館

・地域づくりや社会教育に興味・関心の
深い委員と多角的でバランスのとれた委
員の登用。　(女性登用率：40％～50％)

・公民館運営審議会
【任期】平成23年5月1日～平成25年4月30日
地域づくりや社会教育に興味・関心の深い委員と
多角的でバランスのとれた委員を登用している。
(男性：7人、女性：7人　女性登用率：50％)

164
図
書
館

任期が平成25年４月に終了するので、男
女比のバランスの取れた協議会委員選
出を行う。

西東京市図書館協議会委員
平成23年５月１日～平成25年４月30日
男６名、女４名　登用率40％
平成25年５月１日～平成27年４月30日
男７名、女３名　登用率30％

165

選
挙
管
理

委
員
会

「明るい選挙推進委員会」で、推進委員
の男女登用率の平均化を図る。
平成24年4月に委嘱：内訳:男性8人、女
性28人

西東京市明るい選挙推進委員会（H24.4～H26.3)
平成24年度内訳:男性7人、女性28人

　　（2）人材に関する情報の収集と整備

166

男女平等に関する
市内の人材リスト
の整備

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等に関する市内の人材リストの整
備。

未実施

審議会･委員会等にお
いて、女性委員が一人
もいないことがないよ
う、また子育てなど特
定のテーマにおいての
み女性委員割合が向
上することのないよう、
委員登用状況を見直し
ます。
また、全体での女性登
用率が４０％となること
を目標とし、可能な限り
公募により幅広い人材
の確保に努めます。

登用状況の公開・
見直し
女性委員登用率の
向上
積極的な公募制度
の活用

拡
充

自薦・他薦も含め、多
様な人材情報を収集・
整備し、委員等の選任
に際し活用します。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

なし

-

①女性登用率が高いが、女性のみの委員構成とならないよう
構成には引続き留意する。

Ｃ

特になし

-

就学支援委員会・通級入級委員会における委員は、職指定で
委嘱しているため、登用方法を変更することができない。様々な
状況を検討しながらバランスよく登用できる様にする。

Ａ

①25年度の改選時にも登用率が下がらないよう努める。

Ａ

①審議会の性質上、専門性・継続性優先の人材確保になる
が、次期改選に向けて文化財分野の女性の人材情報収集を行
い、女性の登用率の向上に努める。

Ｃ

平成25年7月以降の委員改選に当たっては女性登用率に留意
する。

Ｃ

・公民館運営審議会
【任期】平成25年5月1日～平成27年4月30日
地域づくりや社会教育に興味・関心の深い委員と多角的でバラ
ンスのとれた委員の登用。　(女性登用率：40％～50％)
（男性：8人　女性：6人　女性登用率：43％）

Ａ

次年度は継続年。今後も、西東京市図書館設置条例第６条に
基づき、厳正に委員の選出を行うが、男女比バランスには留意
する。

Ｂ

女性委員の割合を40%以下の数値以下にすることなく、男女比
率の平均化に向けて、さらなる人材確保を進めていく。

Ｂ

広報で公募するなど、市内各方面からの情報収集が必要。

Ｄ

次年度の課題に書かれているように、女性のみの構成ではいかが
かと思う。男女双方が40％に達するよう男性委員の確保に努めて
ほしい。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

一層の努力に期待したい。

委員改選時には是非女性登用に向けた積極的アクションを起こして
いただきたい。前向きな姿勢に接し大いに期待する。

バランスよい登用を評価したい。次年度以降にも期待する。

より一層の努力に期待する。

より一層の努力に期待する。

市内の各分野で自薦、推薦などの方法も含め、また市内企業や市
民活動から情報を集めることを期待している。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

167

リーダー養成講座
の実施
※「10　地域活動
への男女平等参画
促進」にも掲載

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

女性リーダー養成講座の実施。 講座開催には至らないが、国や都での開催予定の
情報提供は行っている。

自薦・他薦も含め、多
様な人材情報を収集・
整備し、委員等の選任
に際し活用します。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

講座開催に向け検討が必要。

Ｃ

国、都の情報に対し市内からの講座出席の状況を把握し、講座出
席につなげていくことを期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　10　地域活動への男女平等参画促進

　　（1）地域活動の意思決定場面への女性の参画推進

168

人材育成のための
情報提供

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

地域でリーダーとして活躍する女性が増
えるよう、リーダー要請講座等の情報提
供。

国や都で実施予定の情報を窓口で提供。

169

リーダー養成講座
の実施
※「9　施策・方針
決定の場への女性
の参画促進」にも
再掲

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

女性リーダー養成講座の実施。 講座開催には至らないが、国や都での開催予定の
情報提供は行っている。

　　（2）地域活動等への男性の参加拡大

170

男性向けのきめこ
まかい意識啓発

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

ワーク・ライフ・バランスの講座を実施す
ることにより男性の地域活動への参加を
促進する。

「週間事業」講演会
笑って考えよう、家庭のこと、仕事のこと、未来のこ
と　～家族みんなで夕食を囲む方法～。
参加者28人。
イクメンの仕事・子育て・介護・自分の時間どれも
大切にするためのワーク・ライフ・バランス実践法
の講演会を開催した。

171

児
童
青
少

年
課

地域活動への男性の参加を促す プレイリーダー養成講座を実施において、2対1の
割合で女性の参加が多かった。

172

生
活
福
祉
課

実施方法について検討 ほっとするまちネットワーク事業における「ほっと
ネット推進員」の登録研修等により、ボランティアで
地域福祉の推進に協力する市民を発掘し、育成し
た。
ほっとネット推進員数　133人

　　（3）男女平等参画の視点での市民活動団体との協働

173

市民活動団体への
男女平等学習の啓
発

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

パリテまつりなどを通じ、市民活動団体
への参加を促し男女平等学習の啓発を
行う。

第5回パリテまつりにおいて13の団体および個人の
参加が790人あった。

174

市民活動団体の女
性リーダー比率の
向上の啓発 新

規

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

市民活動団体の女性リーダー比率の向
上啓発。

未実施

175

男女平等参画の視
点を持った市民活
動団体との協働を
進め、その活動を
評価できるシステ
ムの検討

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等参画の視点を持った市民団体
との協働を進め、その活動を評価できる
システムの検討。

未実施

地域でリーダーとして
活躍する女性が増える
よう、各地で開催される
リーダー養成講座など
の情報を市民に向け提
供します。

パンフレット等や広報
誌を作成・配布し、地域
活動等への男性の参
加を促します。
また、活動時間などを
工夫し、男女双方が参
加しやすい環境を整備
します。

男性の参加を促す
活動の充実
･地域活動への参
加支援（青少年育
成会等）
・ボランティア活動
への参加支援（福
祉や介護への支援
活動）等

拡
充

これからの市政には市
民活動団体との協働は
不可欠で積極的な取り
組みが期待されていま
す。団塊世代の大量退
職も踏まえ、市民活動
団体との協働は男女平
等参画をすすめる視点
で行います。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

市報、ＨＰ等での情報提供の実施。

Ｃ

講座開催に向け検討が必要。

Ｃ

様々な手段を使って男性の地域活動参加を促進する。

Ａ

積極的な男性の参加を促す仕組みを検討する。

Ｂ

現状では特になし。

Ａ

パリテまつりの参加者は年々増加していて、まつりとしての認知
度や男女平等参画の推進は浸透してきていると思うが、実施側
である団体が減少してしまったのは、男女平等学習の啓発から
するとよくない事である。パリテの登録団体を増やすこと、まつ
りへの参加団体を増やしていきたい。 Ａ

各方面からの情報収集が必要。

Ｄ

「市民活動団体との協働の基本方針」において、行政評価制度
の構築との連携を取りながら、協働事業の評価システムの構築
を検討しているところだが、男女平等参画の視点での取組みが
必要。 Ｄ

国・都の実施の情報の提供にとどまらず市からの参加を把握し活躍
の場を検討する。

地元単独開催、近隣市との合同開催など、女性リーダーの必要性と
目的を確認し積極的に推進されたい。

週間事業講演会の参加実績を評価する。さらにすでに市内で活動
している団体を広報などで発信し関心を寄せるよう支援していって
ほしい。

市民活動団体の中には男女平等参画につながる活動をしているも
のを確認していきたい。さらに仕組みづくりに着手することを期待す
る。

市内で研修した「ほっとネット推進員」が１３３人登録したこと、発掘し
たことを評価する。さらに活躍する場、人材としての活躍を期待す
る。

年一度のパリテまつりの目標である参加者の増加は評価する。これ
は男女平等推進センターという場の認知度向上につながる。今後も
講演会などの企画を含め期待したい。他に来場しやすいハード面も
検討が必要だと思う。アクセスの悪さに対する高齢者、子育て層の
対応の具体的実施を検討してほしい。市民活動団体の多くが「ゆめ
こらぼ」を活動・交流等の窓口にしているように、パリテをいかに活
用するか。市民との協働に大事なものは、市民のメリットや可能性
を見える化することであろう。検討を願う。

女性の起業、市民活動のリーダー、市内企業の女性を市内で紹介
する場を設けることで、市民が身近に感じ応援していく。情報の収集
には市民協働センターやＦＭ西東京、商工会議所などと情報交換が
有効。協働コミュニティ課には男女平等推進センター、情報誌パリ
テ、まつりなど複数のツールを活用できるので期待している。

協働コミュニティ課が主体となって男女平等を進め啓発する企画が
開催された。今後市民団体の活動との共催など市民活動を巻き込
むこと、それが評価の物差しになっていくことを期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　　（4）国際理解・国際交流の推進

176

外国人と日本人との相
互理解の促進を図り
「地球市民」としての意
識をもてるよう取り組み
をすすめます。
また外国籍市民が不安
のない、快適な生活を
送れるよう、外国語に
よる情報発信ができる
体制づくりをすすめて
いきます。

地球市民意識の醸
成と外国籍市民へ
の支援
・国際交流等行事
・外国人の日本語
習得支援
・外国語による情
報提供
・災害時の外国籍
住民への多言語に
よる情報提供のた
めの取り組み
　等

拡
充

文
化
振
興
課

外国人のためのリレー専門家相談会の
実施

・平成24年12月8日（土）、南町スポーツ・文化交流
センター「きらっと」で開催。
・専門家：弁護士、行政書士、社会保険労務士、臨
床心理士、フェミニストカウンセラー、消費生活相
談員、市職員
・言語：英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、
フランス語、タガログ語、ポルトガル語
相談：4人、9件
外国人が円滑な社会生活を送ることができるよう、
相談会を実施した。通訳及び運営に市民ボラン
ティアが関わった。

　　（5）活動しやすい環境の整備

177

公共施設の利用時
間帯の見直し検討

継
続

ス
ポ
ー

ツ
振
興
課

年末年始と毎月第1火曜日の休館日を除
き、平日・土日祝日ともに午前9時～午後
10時（きらっとは午後9時）まで開館してい
る。また、夏季はスポーツセンターのプー
ルの早朝営業（午前７時から）も実施して
おり、見直しの必要は特にないと考える。

年末年始と毎月第1火曜日の休館日を除き、平日・
土日祝日ともに午前9時～午後9時または10時まで
開館している。また、夏季においては、スポーツセ
ンターのプールの早朝営業（午前７時から）も実施
している。

178

道
路
建
設
課

西東京市道路整備計画に基づき、市民
生活における安全性・利便性・防災面に
配慮し、狭隘道路の新設・改良・拡幅そ
の他必要とする工事を行う。

道路境界が確定している道路について、道路排水
施設の整備と舗装路面の改修整備を進める。老朽
化している道路を生活道路、幹線道路、バス路線
に区分し、それぞれの道路に優先順位をつけて順
に道路整備工事を行う。また、地区計画関連周辺
整備事業も進めている。
道路整備事業：15路線/1,544m整備を実施
地区計画関連整備区域：2区域実施中
都市計画道路の整備（4路線実施中）

179

み
ど
り
公
園
課

○（仮称）ひばりヶ丘駅北口公園を整備
予定

○向台公園のトイレ等改修について実施
設計委託を発注

ひばりが丘北三丁目第１公園を整備した。夜間の
利用に配慮し、環境にやさしいLED公園灯を設置し
た。

180

ス
ポ
ー

ツ
振

興
課

各運動場にトイレは設置されている。
平成24年度はひばりアムに、トイレを設
置するための工事を行う。

ひばりが丘総合運動場「ひばりアム」の野球場内に
トイレの設置工事を実施した。

181

街路灯の整備

拡
充

道
路
管
理
課

　市内の道路において、市民の要望によ
り、防犯上、安全対策上必要であると判
断できる箇所において、街路灯の新設及
び照度アップを図る。

新規設置数  111 基
　　　（新設 55 基）
　　　（移管 56 基）
照度アップ　  5 基
　街路灯の新設及び照度アップの要望のうち、必
要と判断された箇所に新設、照度アップを実施し
た。また、宅地開発等で新たに築造された道路に
事業主負担で設置された街路灯が市へ移管され
た。

182
公
民
館

・未設置の館についても、必要に応じて
多目的トイレのベビーキープの設置を検
討する。

・芝久保公民館のトイレ工事に伴い、ベビーキープ
を設置した。

183

ス
ポ
ー

ツ
振
興

課

誰でもトイレは４館中２館（きらっと・ス
ポーツセンター）に設置されている。

屋内施設については、「きらっと」などの新しい施設
に誰でもトイレを配置しているが、総合体育館など
の古い施設については障害者用トイレのみの設置
である。屋外施設については、「ひばりアム」の管
理棟に誰でもトイレの設置を依頼し、設置後にＵＲ
から移管を受けている。

平日夜間や土日などに
利用しやすい施設運営
を検討します。犯罪防
止に配慮し、かつ、さま
ざまな人にとって歩き
やすい道路や公園の
整備、男女ともに子ど
も連れで入れるトイレ
の整備など、施設の整
備をすすめます。
また、災害時の避難場
所等現場での男女平
等参画をすすめます。

道路・公園・公衆ト
イレの整備

拡
充

公共施設における
多目的トイレの設
置促進

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

ＤＶ等の相談員として、フェミニストカウンセラーが参加したが、
稼動がなかった。広報に課題があり、関係機関や窓口でも積極
的に相談会の広報に協力してもらうように依頼したい。

Ｂ

今後も継続実施していく。

Ａ

道路整備には、多額の費用を必要とするため、限られた予算内
で緊急性の高いものから整備を進める。道路拡幅においては、
地権者の理解と協力を求めるため十分な説明を行い、用地買
収には多額の費用を必要としているため、限られた予算内で事
業を行う。

Ｂ

○向台公園のトイレについて、老朽化に伴う改修工事を計画す
る。

Ｂ

老朽化している屋外施設のトイレの改修工事について検討を行
う。

Ｂ

　街路灯設置要望箇所の隣接地が農地の場合、街路灯の灯り
が作物に影響するため、新設及び照度アップが図れない箇所
がある。

Ｂ

・未設置の館についても、必要に応じて多目的トイレのベビー
キープの設置を検討する。

Ｂ

引き続き設置促進について検討していく。

Ｂ

今年度の事業の実績を受け、市内で円滑な生活が送れるよう、さら
に連携を進めることを期待したい。

引き続き市民の利用する時間帯を実施してほしい。

市民の安心安全を守るために移動手段の道路整備の緊急箇所の
整備を進めてほしい。

ひばりが丘に続き、向台公園のトイレ改修を25年度には実施してほ
しい。

安全と使いやすさの改善するために引き続き老朽化のトイレ改修を
進めてほしい。

新規設置と照度アップの実施を評価する。
残っている必要改善箇所は近隣の説明が必要だが、市民の安全安
心確保のために引き続き実施にむけて調整してほしい。

芝久保公民館でのベビーキープ設置を評価する。利用者からの声
も吸い上げ、未設置の公民館のニーズと合わせ25年度の実施を期
待する。

すでに設置された２館の利用状況や利用者の声を聞き、未設置館
の増設を進めてほしい。２５年度は「ひばりアム」の設置実施を確認
したい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

184

災害における避難
場所等現場で女性
リーダーを活かす
などの男女平等参
画の推進

危
機
管
理
室

　緊急初動要員に女性職員の指名を確
保し、リーダー候補としての総合防災訓
練及び緊急初動要員参集訓練等におい
て経験を積むことにより、支部長・副支部
長の職責を担う人材を育成していく。

　28支部に28名の女性の初動要員を配置したが、
男女を問わず、市内及び近隣在住の職員の減少
は続いており、また、総合防災訓練や緊急初動要
員参集訓練にもなかなか参加できないことも多い。
さらに支部長・副支部長の人材確保も難しい状況
がある。

185

災害における避難
場所等現場で女性
リーダーを活かす
などの男女平等参
画の推進

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

西東京市第３次男女平等参画推進計画
に防災対策を明記するよう検討する。

西東京市第３次男女平等参画推進計画に防災対
策を明記するよう検討した。

平日夜間や土日などに
利用しやすい施設運営
を検討します。犯罪防
止に配慮し、かつ、さま
ざまな人にとって歩き
やすい道路や公園の
整備、男女ともに子ど
も連れで入れるトイレ
の整備など、施設の整
備をすすめます。
また、災害時の避難場
所等現場での男女平
等参画をすすめます。

新
規
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

　結婚・出産・育児を機会に初動要員をリタイヤした職員を再任
命することや、主査・主任級の職務にある女性職員の初動要員
への任命を検討する。

Ｂ

東日本大震災以降改めて男女平等参画の視点による防災対
策の重要性が確認された。そのため、平成25年度に策定する
西東京市第３次男女平等参画推進計画に防災対策を明記する
よう調整する。 Ｂ

災害時に女性の安全を確保する視点で決定責任を担う人材の配置
は東日本大震災の被災地で必要とされたことである。女性の人材
の確保には組織として是非配置できるようお願いしたい。同時に、
防災会議のあり方や構成メンバーについて男女平等参画の視点の
有効性を認識し、女性の参画を積極的にすすめてほしい。

平成２５年度策定予定の準備が進んでいると思う。東日本大震災以
後市内でシンポジウムや学習会が行われた。そこで出た意見、要
望、アイデアも活かすことを期待する。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

Ⅴ　“人権”を守る男女平等

　11　相談体制の充実と支援

　　（1）相談の充実

186

女性相談の充実
※「15　男女平等
推進センタ－の充
実」にも掲載〕

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

日々の暮らしの中で、さまざまな悩みを
抱える女性に専門の相談員が寄り添い、
自ら問題に向き合い、解決をしていく糸
口を見出していくことを支える。

女性お悩みなんでも相談　相談時間　月・火　午前
10時から午後1時　午後2時から4時　水・木午後10
時から正午　午後1時から午後5時　午後6時から8
時　金・土　午後10時から正午　午後1時から4時
予約受付時間　午前8時半から5時（水・木は午後8
時まで）
平成24年度女性相談件数278件

187
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

対象者ごとのきめ細かい相談の充実。 相談員が相談者一人ひとりの状況に応じた相談や
支援を行っている。
相談員女性相談員の相談件数278件
婦人相談員の相談件数　318件

188

生
活
福
祉

課

家庭相談員による相談を実施する。 家庭相談員相談件数:2,007件
 　 (内訳)生活一般:  477
          生活援護:   35
          児　　童:1,495

189
子
育
て

支
援
課

母子世帯の相談に適切かつ柔軟に対応
する。

延べ相談件数　1,211件

190

子
ど
も
家
庭
支
援
セ

ン
タ
ー

対象者へのきめ細かい支援 相談窓口を月～土の年間293日開設し、新規相談
件数649件に対応した。内訳は、児童虐待相談58
件、虐待以外の養護相談275件、保健相談52件、
障害相談15件、非行相談21件、育成相談65件、そ
の他の相談163件であった。相談内容解決に向け
て相談員が活動した述べ回数は13,417回であっ
た。育児に悩む女性やDVを受けているケースなど
は関係機関と連携を取りつつ対応している。

191

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

女性相談を周知する。 女性相談案内カード（名刺サイズ）を保谷・田無庁
舎・防災センターの女性のお手洗いや市民課窓口
に配置している。また、市で作成した「パートナーか
らの暴力に悩んでいませんか？ＳＴＯＰ　ＤＶ」の
リーフレットの中に「西東京市女性相談悩みなんで
も相談」の案内を掲載して市内各図書館・公民館
等に配置している。配置場所の拡大についての検
討は行った。

192

生
活
福
祉

課

ホームページへの掲載等広報の方法に
ついて検討し、実施する。

家庭相談員、ケースワーカーの家庭訪問時に相談
事業の周知に心掛けている。
生活保護受給者に対する周知の方法について、検
討している。

193

男性相談のあり方
の検討
※「15　男女平等
推進センタ－の充
実」にも掲載

新
規

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

男性相談のあり方の検討を行う。 男性からの相談については、東京都の男性相談を
紹介するとともに、男性相談のニーズを探る。

　　（2）相談員の資質の向上

194

研修に関する情報
提供

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

相談者の抱えている問題、訴えを明確に
把握し、的確な対応ができるようにスキ
ルアップをはかるため、研修の機会を活
用する。

東京都及び各区市が実施する研修・講座への情
報提供した。

195

スーパーバイズの
実施

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

困難事例など相談者への対応を振り返
り、スーパーバイザーから助言を受ける
スーパーバイズ研修を実施し、より適切
な対応ができるように相談員の資質の向
上をはかる。

精神科医、カウンセラー等に依頼し、スーパーバイ
ズを年6回実施した。

男女平等の視点にた
ち、日々の暮らしの中
での自分自身のこと、
夫（妻）や子ども・親の
こと、職場の人間関係
などでの悩みや、心・健
康・からだのこと、家庭
内暴力・ＤＶの問題など
を、相談者とともに解決
の糸口を見出していく
相談事業をすすめま
す。

対象者ごとのきめ
細かい相談の充実
･市民相談
・子ども家庭相談
・母子相談
・教育相談
 　　　　　 等

拡
充

相談を周知するパ
ンフレットの作成･
配布

拡
充

東京都等で実施する研
修情報を相談員へ提
供し、受講をすすめま
す。また、相談対応を
第三者により評価し、
質の向上に努めます。
今後は、外国語による
相談対応について検討
を行います。

66



次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

面接相談を基本にしながら、事情に応じて電話相談を行ってい
く。
前年度指摘のあったグループ相談は、相談内容や相談者自身
の環境などにより難しいが、グループ相談形式の講座を開催し
て、その講座へ案内することは可能だと考える。 Ａ

今後も継続実施の予定。また、昨年指摘のあったアンケート調
査は、相談者の状況を考慮すると実施は難しい。相談の継続
性や苦情意見などから利用者のニーズを把握することとしてい
る。

Ａ

現状の相談体制を維持

Ａ

相談員のスキルアップ、増加する相談への対応。

Ｂ

引き続き対象者へのきめ細かい支援のため、相談員のスキル
アップに取り組む。また、関係機関と連携を図り、対象者の相談
に寄り添う。

Ａ

周知に関しては今後も継続して実施していく。配置の拡大につ
いては実施していく。

Ａ

生活保護受給者への個別の周知方法の検討が肝要である。

Ｃ

現行体制では、現状の対応で精一杯である。

Ｂ

相談員としての資質を高めるため、研修の機会を活用する。ま
た、相談員自ら研修計画を考える。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ａ

引き続き推進されたい。

苦情意見や相談の継続性から推察していけるならそれでも良い。弱
い立場の人であることを忘れないでいてほしい。

引き続き推進されたい。

今後母子世帯の貧困化が深刻化すると思われるので、相談員のス
キルアップと共に柔軟な対応をお願いしたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

ホームページでの周知が取組計画なら、個別周知は次年度の課題
としては少しずれていないだろうか。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

196

生
活
福
祉

課

外国語対応サポーターの活用 必要な都度、市職員の外国語サポーターの支援を
受けている。
中国残留邦人対象には、週3日間通訳を配置して
いる。

197

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

母国語での相談機会の拡充をはかる。 通訳を予算化し、外国人相談者の支援に必要な場
合には、通訳を通して相談することとしている。
また、庁内の外国語対応サポーターのリストや利
用者側が利用できる通訳ボランティア派遣事業（共
に文化振興課主管）などがあり、必要に応じて利用
を検討することとしている。

　　（3）各種相談や関連機関との連携

198

相談担当者連絡会
の開催

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

問題解決が必要な相談は、一人の相談
者に対しトータルな支援をするため、関
係機関が連携し、連絡会、ケース会議を
実施する。

関係機関で連携が必要な相談は、ケース会議を実
施し、支援をした。

199

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

被害にあった女性が的確な対応が受け
られるように警察、病院との連携をすす
める。

DV被害者の身の安全のため、積極的に情報共有
を図っている。病院のドクター・ソーシャルワーカー
と連携を取りながらよりよい支援につなげている。

200

子
育
て
支
援
課

子供・母親に関係する諸機関との連絡調
整を図る。

のどか、教育委員会、家庭相談員、母子保健、児
童相談所、東京都母子家庭等就業・自立支援セン
ターなどと、必要に応じて連携を図った。

201

子
ど
も
家
庭
支

援
セ
ン
タ
ー

児童虐待の早期発見、早期対応及びそ
の予防のため関係機関との連携を図る

要保護児童対策地域協議会として、代表者会議1
回、実務者会議5回、ケース検討会議61回を実施し
た。虐待が疑われる子どもの出席状況について保
育所及び学校と定期的な情報提供を実施した。

202

生
活
福
祉
課

相談ネットワーク連絡会 連絡会を通じ、連携を密にしている。

　12　女性をとりまくあらゆる暴力の防止

　　（1）ドメスティック・バイオレンスの防止と被害者支援

203

DVに関する講座
や講演会の開催

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

配偶者や恋人間等、親密な関係にある
男女間の暴力であるＤＶの構造、加害者
の特性などを理解する。

女性に対する暴力をなくす運動週間に、パネル展
として「心に響かせるＤＶ根絶パネル・ＤＶ防止啓発
パネル」を展示した。また、窓口に冊子などを配置
し理解促進に努めた。

204

デートＤＶについて
の啓発

新
規

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

若い世代から始まるデートＤＶに対して
デートＤＶとは何かを学ぶ機会を設ける。

名刺サイズの「デートDVって、なんだろう？」で「精
神的・身体的・性的な暴力」を相談先と一緒にされ
ているカードを住吉会館内に設置している。また
デートＤＶを題材にしている「季刊セクシュアリティ」
をセンター図書コーナーに設置している。

205

警察･病院等との
連携

拡
充

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

被害にあった女性が的確な対応が受け
られるように警察、病院との連携をすす
める。

DV被害者の身の安全のため、積極的に情報共有
を図っている。病院のドクター・ソーシャルワーカー
と連携を取りながらよりよい支援につなげている。

206

民間シェルターへ
の運営費の補助 継

続

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

被害にあった女性が安心して一時避難
ができる場所を運営している民間シェル
ターへの運営費の支援を行う。

多摩地域の民間シェルター連絡会への補助金を交
付。

207

緊急一時保護宿泊
費等の支援

継
続

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

緊急に保護が必要な女性の安全及び自
立支援のため、緊急一時保護宿泊費等
を支援する。

平成20年度より西東京市緊急一時保護宿泊費等
助成金交付要綱を制定。
この事業は、被害者支援の選択肢を広げるために
実施しているが、保護施設などが利用できないとき
に実施する事業なので、平成24年度実績は0であ
る。

208

緊急一時保護事業

継
続

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

被害にあった女性の安全をはかるため、
緊急一時保護につなげる。

DV被害者の安全の確保を第一としながらも、個々
の被害者に適した支援、自己決定を尊重した支援
を行っている。

東京都等で実施する研
修情報を相談員へ提
供し、受講をすすめま
す。また、相談対応を
第三者により評価し、
質の向上に努めます。
今後は、外国語による
相談対応について検討
を行います。

外国語（英語・韓国
語等）での対応に
ついての検討

継
続

相談後の支援などがス
ムーズに行われるよ
う、相談窓口をもつ関
係各課や保健所などの
関係者による連絡会を
開催します。
また、家庭内暴力・Ｄ
V・虐待等の早期発見・
対応のため、警察、病
院、民生・児童委員等
との連携を図ります。

各種関連機関・専
門家との連携強化
・保健所
・病院
・警察
・児童相談所
・民間シェルター
･NPO
・法律家
　　　　　等

拡
充

配偶者や恋人等親密
な関係にある男女間の
暴力であるＤＶについ
て、理解を広めるため
の講演会・学習会等を
開催します。
また、被害にあった女
性が、的確な対応を受
けられるよう、専門性を
もった相談員を配置し
たり、緊急に一時避難
できる場所の確保に努
めます。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

外国語を必要とする相談者が増えつつあるが、現状体制での
受付を継続

Ｂ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

平成25年度に配偶者暴力被害者支援担当者連絡会議の庁内
部会を実施する予定である。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ａ

婦人相談員との連携

Ａ

関係機関との連携強化。

Ａ

暴力、虐待、ネグレクト等の早期発見、早期対応及び予防のた
め、関係機関との連携をより深めたい。

Ａ

講座や講演会は毎年度実施できないが、様々な手法で理解促
進に努める。

Ｂ

引続き特に若い世代を対象にDVの意識啓発を行うため、多様
な方法で啓発活動を進める

Ｂ

今後も継続実施の予定。

Ａ

今後も補助金の継続を行っていく。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ａ

今後も継続実施の予定。

Ａ

引き続き推進されたい。

外国人居住者が増えることが予想される中、引き続き推進された
い。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

ＤＶ家庭で生育されることも児童にとって虐待なので、その点も考慮
して引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

啓発パネル展をやったのは評価する。

カードを図書館に置くなど、配布場所を拡大してほしい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

69



施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

209

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

被害女性のための自立支援を行う。 自立支援講座を５回実施。参加者延べ60人。ま
た、相談員が関係部署などと連携して、相談や支
援などを通じて長期的な支援も実施している。

210

生
活
福
祉
課

・DVにより転入する生活保護受給の女性
に対し、家庭相談員が相談・支援を行う。
・転出希望の女性に対し、必要な機関へ
の引継ぎ等の支援を行う。

・DVにより転入した女性に対する生活・子育て等に
関する相談支援
・転出する際の関係窓口・機関への連携支援

DV相談件数:4件

211

配偶者暴力防止対
策基本計画策定の
検討

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

Ｈ25年度に西東京市第3次男女平等参画
推進計画を策定予定であるが、配偶者
暴力防止対策基本計画を包含する予定
であるため、情報の収集に努める。

計画策定に向けて、市民意識・実態調査などを実
施し、情報の収集に努めた。

　　（2）セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、性暴力等への適切な対応

212
職
員
課

東京都市町村職員研修所派遣研修とし
て、男女共同参画社会形成研修に職員
を派遣する。
庁内研修としてハラスメント研修を実施す
る。

①東京都市町村職員研修所派遣研修としての男
女共同参画社会形成研修への職員派遣実績は０
人。
②職場におけるハラスメント防止に係る要綱の設
置
③ハラスメント予防・対応マニュアルの策定
④西東京市ハラスメント苦情処理委員会設置
⑤ハラスメント相談窓口の設置
⑥ハラスメント相談員を対象にしたパワーハラスメ
ント研修の実施（1回）

213

教
育
指
導
課

教育管理職及び教員が、不適切な言動
及びそれらの言動が及ぼす影響につい
て理解する。

「人権教育プログラム」の全教職員への配布、初任
者研修会や人権教育研修会での指導主事による
講義、校長への「教職員の服務の厳正について」
通知及び東京都教育委員会からの管理職対象の
研修、校長による全教職員への指導等を通して、
各学校に適切な指導を実施した。また、全校で年２
回、校長が教職員に対して「服務事故の防止」に関
する研修会を実施した。また、研修会においては、
都作成の資料を活用し、具体的な事例等を基に進
め、理解啓発が図られた。

214

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

講座等の広報をする際に、関係部署にも
協力してもらうことにより、同時に職員へ
の啓発も行う。

講座等の広報をする際に、関係部署にも協力して
もらうことにより、同時に職員への啓発も行った。

215

教育相談･スクー
ルカウンセラーな
どによる相談窓口
の充実

継
続

教
育
支
援
課

教育支援課主管
学校ではスクールカウンセラーが、児童・
生徒や保護者から相談を受けるている。
その中で、人権を侵害するセクシュアル・
ハラスメント、ストーカー、性暴力などの
被害が発覚した場合には、相談者にも同
意を得て速やかに子ども家庭支援セン
ターや警察等との連携を図り対応する。
教育相談センターでの相談（教育相談や
就学相談）で発覚した場合も同様に対応
する。

学校や教育相談センターにおける相談で、人権を
侵害するセクシュアル・ハラスメント、ストーカー、性
暴力が発覚した時は、相談者にも同意を得て速や
かに子ども家庭支援センターに情報提供し、連携
して、被害者の保護に努めた。また、過去の暴力
被害による心理的問題の児童・生徒に対しては、
医療機関等々連携しながら心理療法等の対応を
行った。

配偶者や恋人等親密
な関係にある男女間の
暴力であるＤＶについ
て、理解を広めるため
の講演会・学習会等を
開催します。
また、被害にあった女
性が、的確な対応を受
けられるよう、専門性を
もった相談員を配置し
たり、緊急に一時避難
できる場所の確保に努
めます。

被害女性の自立の
ための支援

拡
充

人権を侵害するセク
シュアル・ハラスメント、
ストーカー、性暴力など
の被害防止に向けて、
啓発や相談体制の充
実を図ります。
また、警察・東京都など
の関連機関との連携を
目指します。

暴力の防止に関す
る市職員・教員へ
の啓発・研修

継
続
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

今後も継続実施の予定。

Ａ

・庁内外の組織を横断しての対応が必要になる事例が多く、関
係する部署等のより緊密な連携が必要

Ｂ

Ｈ25年度に西東京市第3次男女平等参画推進計画を策定予定
であるが、配偶者暴力防止対策基本計画を包含する予定であ
る。

Ａ

①ハラスメント予防・対応マニュアル等職員への制度の周知。
②東京都市町村職員研修所派遣研修として、男女共同参画社
会形成研修に職員を派遣する。

Ａ

研修会での指導も大切だが、管理職の日々の職員に対する指
導が有効な手段となる。定期的に校長会議や副校長会議、主
幹教諭研修会、各主任会で指導していき、ＯＪＴを通して校内に
広めていく。また、各学校に配置しているスク－ルカウンセラ－
と管理職との連携を深める。さらに、管理職自らの言動等を律
する一方、セクシャルハラスメント相談窓口を整備する等、環境
整備に努める。

Ａ

講座等の広報に留まらず、もっと多様な情報提供を行い、啓発
に努める。

Ｂ

教育相談、就学相談、スクールカウンセラーの相談などにおい
て男女平等を阻むさまざまな暴力の事実が発覚したときは、緊
急支援体制で、関連部署や関係機関と連携し被害者の保護に
努める。また、過去の暴力被害による心理的問題のある児童・
生徒に対しては、医療機関等の関係機関と連携しながら必要な
を支援をしていく。

Ａ

執行状況・事業評価を見ると、問題なくやれたように思えますし、次
年度の課題も特にないという事は、中身の充実なのでしょうか。

他市では、ＤＶやストーカー被害者の住所不開示等でミスがでて、
人命にかかわることもあったので、充分な注意をお願いしたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

職員が無自覚に市民に対して，パワハラ・セクハラ的な話し方をす
ることのないように啓発を続けてほしい。

引き続き推進されたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

216

苦情処理機関設置
の検討
（セクシュアル･ハ
ラスメントに対する
相談や申し立てを
含む）
※「6　働く場での
男女平等参画促
進」「16　庁内推進
体制の整備」にも
掲載

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

男女平等参画推進計画の検証・評価の
中で検討。

現状は具体的な設置の検討ではなく、以下のとお
り苦情処理の対応を行いながら、情報収集に努め
ている。
専用相談機関は設置していないが、相談対象者が
女性の場合には女性相談として悩み何でも相談を
実施している。また、相談対象者が男性の場合に
はウィメンズプラザの男性のための悩み相談を紹
介している。また、市の施策等への苦情では市長
への手紙等の手段がある。

217

セクシュアル･ハラ
スメント等の訴訟
費用の貸付制度導
入の検討
※「6　働く場での
男女平等参画促
進」にも掲載

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

セクシュアル・ハラスメント等の訴訟費用
の貸付制度調査・検討。

例年導入団体の調査情報収集は行っているが、導
入までには至らない。

218

産
業
振
興
課

セクシュアル・ハラスメント、ストーカー、
性暴力等の被害の理解を深め、被害防
止に向けての啓発や相談体制の充実を
図る。
市民への普及啓発資料として「ポケット労
働法2012」を出版・配布する。

関係機関発行のパンフレット等をカウンターに配置
するなど、周知に努めた。
また、「ポケット労働法2012」を産業振興課ほか関
係部署にて配布。

219
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

「ポケット労働法2012」を配布する。 産業振興課と協力して、セクシュアル・ハラスメント
などが記載されている「ポケット労働法2012」を配
布した。

220

緊急一時保護宿泊
費等の支援

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

緊急に保護が必要な女性の安全及び自
立支援のため、緊急一時保護宿泊費等
を支援する。

平成20年度より西東京市緊急一時保護宿泊費等
助成金交付要綱を制定。
この事業は、被害者支援の選択肢を広げるために
実施しているが、保護施設などが利用できないとき
に実施する事業なので、平成24年度実績は0であ
る。

人権を侵害するセク
シュアル・ハラスメント、
ストーカー、性暴力など
の被害防止に向けて、
啓発や相談体制の充
実を図ります。
また、警察・東京都など
の関連機関との連携を
目指します。

市内事業所への意
識啓発

拡
充
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

現行体制では、現状の対応で精一杯である。

Ｃ

関係各課と連携し検討を行う。

Ｃ

今後も継続実施の予定。

Ｂ

今後も継続実施の予定。

Ｃ

次年度も継続し、ＤＶ被害者の選択肢を広げる。

Ａ

現体制が精一杯なのは理解できる。長期的な展望のもと推進され
たい。

予算もあることで導入に至らないのは理解できる。引き続き推進さ
れたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　13　性と生殖に関する健康支援

　　（1）からだと性に関する正確な情報の提供

221

教
育
指
導
課

小・中学生が適切に性教育について理解
する。

東京都教育委員会と連携し、学習指導要領を踏ま
えた適切な性教育の実施についての指導・助言を
行っている。小学校においては体育の保健領域
で、中学校においては、保健体育において性に関
する学習を教科書に基づいて適正に指導を行って
いる。

222
健
康
課

10代の子を持つ保護者などへ勧奨し、子
宮がん講演会を行う。
子宮がんの予防接種を通して教育の機
会が増えるように教育委員会と検討す
る。

子宮頸がん検診受診の周知に努めた。
市内中学校7校において、子宮頸がんワクチンに
ついて簡易説明の場を設けた。

223

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

発達に応じた性教育の充実。 《週間事業》
「大切なこと、わかってほしい～助産師と考える思
春期の性」
対象：思春期の子供とその親
《共通講座》
１.「子どもの護身術　すきっぷプログラム」
対象：小学校低学年の児童を持つ親子
２．「ベビーマッサージにチャレンジしませんか？」
対象：0歳児を持つ母子

224
健
康
課

保護者を通して情報を提供する。
教育委員会に協力を依頼し、子宮がんの
予防接種を通して、中学生や保護者に情
報を提供する。

中学校7校へ生徒を通して情報を提供する。
教育委員会に協力を依頼し、子宮がんの予防接種
を通して、中学生や保護者に情報を提供する。

225
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市民一人ひとりがリプロダクティブ・ヘル
ス/ライツの概念を理解する。

未実施

226

性感染症予防に関
する情報提供

拡
充

健
康
課

保護者を通して、情報を提供する。
ホームページなど広報で情報を提供す
る。
窓口や成人式でエイズに関するパンフ
レットを配布する。

リーフレットの設置や配布を実施した。

　　（2）女性専門医療の充実に向けた取り組み

227
健
康
課

公立昭和病院の女性専用外来の設置を
周知する。

健康相談として必要時に女性専用外来について紹
介する。

228
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

相談者等に女性専門外来を案内する。 相談者等に必要に応じ女性専門外来を案内した。

229
健
康
課

公立昭和病院の女性専用外来の設置を
周知する。

健康相談として必要時に女性専用外来について紹
介する。

230
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

相談者等に女性専門外来を案内する。 相談者等に必要に応じ女性専門外来を案内した。

231

子宮がん、乳が
ん、骨粗しょう症の
予防と検査の充実 拡

充

健
康
課

乳がん子宮がん検診の受診率を向上す
る。
骨密度測定を検診の他に、若年健診会
場や健康講座で実施

各種健診は継続して実施している。周知について
は、ＨＰや広報、健康事業ガイドを通して実施して
いる。その他、チラシを対象者が来所するような事
業や会場に設置し周知を行っている。

232

周産期医療サービ
スに関する情報提
供

新
規

健
康
課

母子健康手帳交付時や電話相談対応時
に情報提供できるようにする。

妊娠届出時等に相談および情報提供を実施してい
る。
圏域・保健所との連絡会議により情報集約に努め
ている。
また、市内の周産期医療機関との連携のため、年
1回連絡会を開催している。

リプロダクティブ・ヘル
ス／ライツの概念が社
会に根づくよう、多様な
機会を通じて情報の提
供を行います。また、幼
児期・思春期から成人
期にいたるまで、発達
に応じて、性に関する
正しい知識を身に付け
られるよう努めます。

発達に応じた性教
育の充実
※「2　家庭・地域・
学校における男女
平等教育・学習の
推進」にも掲載

拡
充

性と生殖に関する
情報の提供

拡
充

女性特有のからだの不
調や悩みを聞いてもら
える医療機関が身近な
ものとなるよう、情報の
提供を行います。また、
女性にとって妊娠・出
産の安全性と快適さを
確保するための周産期
医療の情報提供に努
めます。

女性専門外来に関
する情報提供

継
続

女性専門外来設置
に向けた医療機関
への働きかけ

継
続
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

教科書に基づいた適正な指導の状況を把握する必要がある。

Ｃ

実施内容は、性教育や健康づくり、思春期の心身の発達の視
点を盛り込むことができなかったため、目標に及ばなかった。
学校の場での教育には学校側の受け入れが整わず、実施が難
しい状況である。 Ｃ

発達に応じた性教育について、講演会、講座を展開し、情報誌
パリテ、パリテだよりの記事に盛り込んだ。継続的な実施が課
題。また「デートＤＶ」の啓発を市内高校生へ実施する手法の検
討が必要である。

Ｂ

教育委員会には、協働での取り組み協力を打診したが、学校内
での取り組みで充足しているとの回答により実現せず。
今後は単独または別の関係機関との情報提供の場や機会を検
討する。 Ｃ

パネル展示などで周知をする。

Ｄ

実施方法の工夫が必要と感じている。

Ｃ

担当課レベルでの対応では困難。

Ｃ

担当課で医療機関設置に向けた働きかけは困難。引き続き相
談者等に女性専門外来を案内する。

Ｂ

担当課レベルでの対応では困難。

Ｃ

担当課で医療機関設置に向けた働きかけは困難。引き続き相
談者等に女性専門外来を案内する。

Ｂ

女性のがんの検診受診率が伸び悩んでいる。周知だけではな
く実施方法の検討が必要と感じているが課題が多い。

Ｂ

周産期医療の実施機関が限られていることから、妊娠届出や
各相談の機会を活用して情報提供に努める。

Ａ

保健体育の授業としての取り組みに加え、自分たちの、からだ・ここ
ろについて正しい知識を持とう、大切にしよう、という気持ちを育てる
教育を推進していただきたい.

子宮頸がん検診受診の周知の他にも、リプロダクティブヘルス・ライ
ツを考えるきっかけとなる機会を増やしていただきたい。

講演会、講座の展開は評価できる。対象者に効果的に届くような広
報活動、より多くの人が学べる機会の増加を期待する。

学校経由で、情報提供がされていること自体は評価できるが、学校
がもっと主管となって情報提供を推進していただきたい。

未実施であったため、まずは簡単なことでよいので、リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツを理解する施策を実施されたい。

リーフレットが効果的に配布できる方法を検討していただきたい。

女性専門外来自体、あまり知られていないのではないか？ホーム
ページや情報誌パリテで取り上げていただきたい。

女性専門外来自体、あまり知られていないのではないか？ホーム
ページや情報誌パリテで取り上げていただきたい。

女性専門外来自体、あまり知られていないのではないか？ホーム
ページや情報誌パリテで取り上げていただきたい。

女性専門外来自体、あまり知られていないのではないか？ホーム
ページや情報誌パリテで取り上げていただきたい。

各種検診の実施、周知については、評価できる。なぜ検診受診率
が向上しないのか、要因を考え、工夫していただきたい。

周産期医療の情報が気軽に入手できるとよい。より良い情報提供
の方法を検討されたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　14　援助を必要とするひとり親家庭等への支援の充実

　　（1）ひとり親家庭への支援

233

ホームヘルパーの
派遣

継
続

子
育
て
支

援
課

日常生活に困難をきたしているひとり親
家庭に対し、ホームヘルパーを派遣す
る。

派遣状況
15世帯　546回

234

生
活
福
祉
課

・生活保護受給のひとり親世帯に対し、
家庭相談員が相談・支援を行う。

窓口、家庭訪問による子育て、子の進路に関する
相談支援
・通院同行
・関係機関との連携に基づく情報の提供、各種申
請等の支援

235
子
育
て

支
援
課

対象者へのきめ細かい相談の充実 延べ相談件数　1,211件

236

ひとり親家庭就労
相談

継
続

産
業
振
興
課

就労を希望する女性に対して、就職情報
提供・就労機会の拡大を図る。

（再掲）
①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した
就職情報コーナーにおいて、就職相談・情報提供
事業を実施した。カウンターに各種情報パンフレッ
ト等を置き配布した。
②就職支援セミナーについては、ハローワークと共
催で６月と10月に３日間ずつ実施、受講者は270人
となっている。就職面接会は例年７月に実施してお
り、参加企業14社で採用人数は11人であった。
③若者向け及び女性向け再就職支援セミナーを東
京しごとセンター多摩と共催で実施し、若者向けは
延６人、女性向けは40人の参加があった。
④地域就職面接会　東京しごと財団主催で西東京
市、小平市、東村山市の共催で実施した。参加企
業８社で、採用は３人であった。
就職情報コーナーについては、現行の規模でハ
ローワークと今後も継続実施していくとともに、関係
機関の協力のもと就職支援セミナーなど就業対策
に取り組む。
⑤ハローワーク三鷹の協力のもとに、「パートタイ
ム求人情報」を定期的に更新した情報を両庁舎の
パンフレットコーナーや福祉窓口に常時配置するこ
ととした。

237
子
育
て

支
援
課

児童扶養手当受給者に対し、きめ細やか
で継続的な自立・就労支援を実施

プログラム策定　26件

238

産
業
振
興
課

就労を希望する女性に対して、就職情報
提供・就労機会の拡大を図る。

（再掲）
①ハローワークと共同で田無庁舎２階に設置した
就職情報コーナーにおいて、就職相談・情報提供
事業を実施した。カウンターに各種情報パンフレッ
ト等を置き配布した。
②就職支援セミナーについては、ハローワークと共
催で６月と10月に３日間ずつ実施、受講者は270人
となっている。就職面接会は例年７月に実施してお
り、参加企業14社で採用人数は11人であった。
③若者向け及び女性向け再就職支援セミナーを東
京しごとセンター多摩と共催で実施し、若者向けは
延６人、女性向けは40人の参加があった。
④地域就職面接会　東京しごと財団主催で西東京
市、小平市、東村山市の共催で実施した。参加企
業８社で、採用は３人であった。
就職情報コーナーについては、現行の規模でハ
ローワークと今後も継続実施していくとともに、関係
機関の協力のもと就職支援セミナーなど就業対策
に取り組む。
⑤ハローワーク三鷹の協力のもとに、「パートタイ
ム求人情報」を定期的に更新した情報を両庁舎の
パンフレットコーナーや福祉窓口に常時配置するこ
ととした。

239

母子家庭の母への
就労支援

新
規

子
育
て
支

援
課

母子家庭における生活の安定に資する
資格の取得及び就職を支援する。

母子家庭高等技能訓練促進費　　11件
母子家庭自立支援教育訓練給付金　　　　3件

240

ショートステイ・トワ
イライトステイサー
ビスの検討 拡

充

子
ど
も
家
庭

支
援
セ
ン

タ
ー

ショートステイ事業の実施及び市民周知 市のホームページに事業内容を引き続き掲載し、
事業PRを行った。年間延べ利用日数は217日、年
間延べ利用者数は125人であった。（H23年度：年
間延べ利用日数188日、年間延べ利用者数102人）

いろいろな責任を一人
で負うために重くなりが
ちな負担を軽減するよ
う、支援を行います。

相談窓口の充実

拡
充

就労援助と雇用促
進

拡
充

76



次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

都補助の継続。

Ａ

・多子家庭への支援
・学校生活からの退行傾向の子どもへの支援

Ａ

相談員のスキルアップ、増加する相談への対応。

Ａ

女性向けセミナーにおけるアンケートでは、年代、仕事の状況、
居住地域は聞いているが、ひとり親かどうかは質問項目には
入っていない。
ひとり親に特化したセミナーではなく、就職を希望している女性
全般向けの内容となっている。

Ｂ

求人倍率が低迷する中で、効果的なプログラムの策定。

Ｂ

女性向けセミナーにおけるアンケートでは、年代、仕事の状況、
居住地域は聞いているが、ひとり親かどうかは質問項目には
入っていない。
ひとり親に特化したセミナーではなく、就職を希望している女性
全般向けの内容となっている。

Ｂ

母子家庭高等技能訓練促進費については、平成24年度から金
額が減額改定された(国制度）。

Ｂ

事業内容について広く周知する。

Ｂ

ひとり親家庭支援のため、必要な施策と考える。継続して実施され
たい。

関係部署と連携し、トータルな支援を実施されたい。

関係部署と連携し、トータルな支援を実施されたい。

住んでいる地域から遠くないところで、就労支援を受けられること
は、大変よい。
親が相談している間の子どものケアも必要。土曜日に窓口を開設
することは困難かもしれないが、掲示物等により、相談事業の周知
をすべき。

ひとり親を支援する上で、就労支援は大変重要。より多くの人に周
知できるとよい。

住んでいる地域から遠くないところで、就労支援を受けられること
は、大変よい。
親が相談している間の子どものケアも必要。土曜日に窓口を開設
することは困難かもしれないが、掲示物等により、相談事業の周知
をすべき。

制度の詳細がもっと周知されるとよい。

制度の詳細がもっと周知されるとよい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

241

一時保育の実施

拡
充

保
育
課

公共施設予約管理システムにおいて実
施している一時保育予約方法について、
不具合個所の修正をおこなう。
平成25年度に新たに、ひがしふしみ保育
園で一時保育を実施するための準備（予
算等）

公共施設予約管理システムにおいて実施している
一時保育予約方法について、抽選予約時に兄弟
姉妹の同時申込みを可能する修正を行った。
平成25年度に新たに、ひがしふしみ保育園で一時
保育を実施するための準備（予算等）
年間延べ利用者数10,944人、登録者数1,879人

　　（2）高齢者への生活支援

242

高齢者住宅の提供

継
続

都
市
計
画
課

市営住宅の建設方法について、市の負
担を少なくしながら最大の効果が得られ
る方法を前提として、民間活力の導入な
どの方法について、検討を行う。

先進事例ヒアリングや補助制度の調査とともに、モ
デルスタディによる事業スキームの比較検討を
行った。

243

相談窓口の充実

新
規

高
齢
者
支
援

課

関連機関の情報収集を行い、窓口等お
いて、適切に情報の提供ができるようし
ていく。

関連機関の情報収集を行い、必要に応じて、確認
できている情報の提供を行った。

244

相互協力体制の整
備

新
規

危
機
管
理
室

　災害時におけるひとり暮らしの高齢者
等が地域で見守られながら、安否確認や
救援・救護の体制が確立されるよう災害
時要援護者名簿の登録を促進し、有効
活用を拡充していく。

　平成23年3月に災害時要援護者登録システムの
構築が完了し、平成24年度から警察・消防・民生委
員児童委員に年2回の名簿提供を実施した。

　　（3）障がいのある人への支援

245

障がいのある人が差別
されることなく、住み慣
れた地域で暮らすこと
ができるよう支援を行
います。

西東京市障害者基
本計画における具
体的施策の実施

拡
充

障
害
福
祉
課

1地域で支える基盤づくり
2快適に過ごせる環境づくり
3生きがいを持って暮らせるまちづくり
4安心して暮らせるまちづくり
5自分にあった生き方ができるまちづくり
6情報提供・相談体制のしくみづくり

障害者基本計画では、右の６つの方向性に基づき
施策を推進してきた。平成24年度、障害福祉課及
び関係各課の施策の進捗状況を調査したところ、
「A事業目標を概ね達成している、Ｂ一部達成し、
今後更なる充実を図っていく。」が約８割を占めて
おり、概ね順調に推進してきたと考えられる。

いろいろな責任を一人
で負うために重くなりが
ちな負担を軽減するよ
う、支援を行います。

ひとり暮らしの高齢者
が差別されることなく、
住み慣れた地域で暮ら
すことができるよう支援
を行います。建替え時
など住宅の確保が困難
な場合など、安心・安全
な暮らしを支援します。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

公共施設予約管理システムにおいて実施している一時保育の
予約方法で不具合箇所の修正をを行う。
平成25年度に新たに、ひがしふしみ保育園で一時保育を実施
するための準備。 Ａ

具体的な建て替えの方向性やスケジュールの検討

Ｂ

継続して情報収集を行い、情報提供の充実に努める。

Ｂ

　今後は、防災市民組織・地域包括支援センター・社会福祉協
議会と名簿の提供を増やし、情報共有を通じて実践的な活用方
法を検討していく。

Ａ

平成25年度は10か年の障害者基本計画の最終年度であり、こ
れまでの進捗状況を踏まえつつ、新たな課題に向け平成26年
度からの10か年の障害者基本計画を策定する必要がある。

Ａ

利用者目線で、使いやすい仕組みを維持していただきたい。

高齢者が安心して利用できるよう、継続的に実施いただきたい。

提供された情報は、庁舎の窓口だけではなく、情報にアクセスしや
すくしてほしい。

いざというときに、適切に仕組みが機能するためには、地域コミュニ
ティーがしっかり形成されていることが必須。協力体制の構築を、継
続してすすめられたい。

障がいのある人、ならびに障がいのある人を支える人を支える事業
を拡充していただきたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

Ⅵ　計画を着実にすすめる推進体制

　15　男女平等推進センターの充実

　　（1）女性相談の充実

246

女性相談の充実
※「11　相談体制
の充実と支援」にも
掲載

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

日々の暮らしの中で、さまざまな悩みを
抱える女性に専門の相談員が寄り添い、
自ら問題に向き合い、解決をしていく糸
口を見出していくことを支える。

女性お悩みなんでも相談　相談時間　月・火　午前
10時から午後1時　午後2時から4時　水・木午後10
時から正午　午後1時から午後5時　午後6時から8
時　金・土　午後10時から正午　午後1時から4時
予約受付時間　午前8時半から5時（水・木は午後8
時まで）
平成24年度女性相談件数278件

247

男性相談のあり方
の検討
※「11　相談体制
の充実と支援」にも
掲載

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

課

男性相談のあり方の検討を行う。 男性からの相談については、東京都の男性相談を
紹介するとともに、男性相談のニーズを探る。

　　（2）学習機会の提供の充実

248

講座・講演会等の
開催

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

講座。講演会の実施。 【週間事業】
講演会を２回開催。参加者48人／募集人数100人
① 笑って考えよう、家庭のこと、仕事のこと、未来
のこと　～家族みんなで夕食を囲む方法～②大切
なこと、わかって欲しい　～助産師と考える思春期
の性～
【基礎講座】
講座を５回（３回連続講座と２回連続講座）開催。
参加者延べ65人／募集人数150人
①女性学を学び自分らしさを見つける講座②自分
も相手も大切にするコミュニケーション　～アサー
ティブ講座～
【共通講座】
講座を５回開催。参加者86人／募集人数120人
①子どもの護身法　すきっぷプログラム講座②日
本の働く母親とアメリカの働く母親、どっちがしあわ
せ？　～政府・企業や夫婦関係から考える～③あ
なたを幸せにする早目の老いじたくと頑張らない介
護④子育てをしている私、強くなりたい！　ｂｌｏｏｍ
～生まれたのは私⑤ベビーマッサージにチャレン
ジしませんか？　～赤ちゃんと一緒にママもリラッ
クス～

249

センター通信の発
行 新

規

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

センター通信の発行を体系的、計画的に
実施し、市域での男女平等参画意識の
促進を図る。

パリテだよりを平成24年10月（8号）と平成25年3月
（9号）を発行し開催事業の紹介等を行った。

　　（3）情報機能の充実

250

男女平等情報誌の
発行

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等の意識啓発を進めるため情報
誌をできるだけ多くの人の目に触れるよ
うに啓発に努める。

全戸配布には至らなかったが、平成25年4月に行
われた市内校長会（小中学校）において情報誌を
配布。市内中学の全生徒などの教育関係、また市
内企業、市内施設、昭和病院、農協、市内高等学
校、市内駅など、より多くの市民の目に触れる施設
へ配布。

251

センターＨＰの機能
の充実

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等参画の意識啓発と女性の地位
向上を進めるため、センターＨＰの機能
充実を図る。

講演会、講座等のイベント情報およびその様子を
「市内のできごと」で紹介するなど掲載。

252

図書資料の充実

新
規

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等に関する図書資料の充実。 「女性展望」ほか月間誌など9 種類（全58冊）の定
期購入した。

男女平等の視点にた
ち、日々の暮らしの中
での自分自身のこと、
夫や子どもや親のこ
と、職場や学校での人
間関係での悩みや、
心・からだやＤＶの問題
などの解決の糸口を相
談者とともに見出して
いく女性相談の充実を
すすめます。

講座・講演等学習機会
の提供の充実とセン
ター通信の発行を体系
的、計画的に実施し、
地域での男女平等参
画意識の促進を図りま
す。

男女平等参画の意識
啓発と女性の地位向上
を進めるため、内外の
情報機能（収集・整理・
提供）の充実を図りま
す。また、男女平等情
報誌の全戸配布を目
指します。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

面接相談を基本にしながら、事情に応じて電話相談を行ってい
く。
前年度指摘のあったグループ相談は、相談内容や相談者自身
の環境などにより難しいが、グループ相談形式の講座を開催し
て、その講座へ案内することは可能だと考える。

Ｂ

現行体制では、現状の対応で精一杯である。

Ｂ

引き続き講座、講演会を継続的に開催し、市民への男女平等
参画の促進を図る。

Ｂ

開催事業の評価は参加者には大変好評であるので、その事業
報告であるパリテだよりの配布方法位を見直すことにより、男女
平等推進センターの事業を周知し、意識啓発につなげたい。 Ａ

さらに検討（ターゲットに絞った内容にするなど）を重ね意識啓
発を目指す。

Ｂ

イベント情報のほかに、意識啓発の観点からセンターの充実と
して定期的に掲載するなどの工夫が必要。

Ｂ

さらに、より多くの市民が利用できるよう、ＨＰに掲載するなど充
実を図る。

Ｂ

・23年度の相談件数との比較を提示されたい。
・グループ相談形式の講座も効果が期待されるが、当事者は一般
受講者と同席の講座には参加しにくい面もある。ファシリテータ的役
割の専門家を交えた当事者同士が話し合えるピア・カウンセリング
を検討されたい。

・東京都の男性相談へつなぐことを、継続されたい。
・男性相談のニーズを探る手法を東京都の相談事例などを参考に
検討されたい。

・必ずしも参加比率を問題にはしないが、講演会や講座への参加者
数と募集人数との差が大きいことを懸念する。原因を調査された
い。
・講座や講演会参加者の満足度は、パリテだよりによると良好であ
ることを踏まえ、参加者たちのグループ化やリピータ化による来館
者増を検討されたい。

・「パリテだより」編集を通して、編集委員である市民に男女共同参
画について学習する機会（NWECフォーラムなど、他地域の事業に
参加する）を提供し、オピニオンリーダーとして育成することを検討さ
れたい。

・啓発のための情報誌『パリテ』を全戸配布することにこだわらず、
効果的な配布先を絞ることをも検討されたい。
・中高生をはじめとする若者向きに「デートDV」防止関連のパンフ
レットなどの発行を検討されたい。

・終了講座や、「パリテだより」が頁別のサイトになっているが、セン
ターに関する情報が一括して得られるサイトの立ち上げを検討され
たい。

・冊子系統の購入だけでなく、女性の健康や生き方などに関する書
籍の購入も望ましい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　　（4）交流とネットワークの促進の支援

253

市民・団体・ＮＰＯ
との交流促進

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

市民・団体・ＮＰＯとの交流促進。 ・パリテまつりで参加団体を募り交流を図った。ま
た、参加団体主催による講座を開催した。交流の
成果としては、昨年より団体が増え、内容も盛りだ
くさんで参加者増になり、西東京市を住みよい街に
しようとする方向性が見えてきた。
・市民協働推進センターでは、NPO関係者等の交
流の集いやNPO市民フェスティバル、行政職員と
の懇談会を開催した。

254

市民・団体・ＮＰＯ
のネットワークづく
り 新

規

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

市民・団体・ＮＰＯのネットワークづくり。 パリテまつり、男女平等推進団体連絡会、男女平
等推進センター企画運営委員の報告と懇談の集い
などを実施してネットワークづくりを行った。

255

利用者懇談会の開
催

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市民との利用者懇談会の開催。 平成２５年３月２日男女平等推進センター 企画運
営委員会の「企画運営委員会の報告と懇談の集
い」を開催した。交流の成果として、「パリテだより」
の発行回数の増刊、パリテ講座の情報を登録団体
のメーリングリストを活用、退職した男性向けの講
座の企画、市内で活躍している女性の紹介、チラ
シつくりの講座への参加など幅広い意見が出され
た。

　16　庁内推進体制の整備

　　（1）横断的推進組織の確立

256

全庁あげての推進を図
るため、男女平等参画
推進委員会を継続・発
展させ、副市長を長と
し、各部の部長を構成
員とする横断的推進組
織で検討していきま
す。

庁内推進委員会の
定期的開催

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

庁内男女平等推進会議と男女平等参画
委員会との横断的な推進体制の確立。

委員会の開催には至らなかったが、平成25年度は
西東京市第３次男女平等参画推進計画を策定す
る年なので、男女平等推進会議の幹事会を開催予
定である。

　　（2）男女平等参画担当部署の調整機能強化

257

各部署にかかわる男女
平等参画施策を推進・
調整するため、担当部
署の調整機能を一層
強化していきます。

調整機能の充実

拡
充

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

担当部署の調整機能を一層強化。 各課実績の提出依頼と同時に担当レベルでの調
整等を行っているが、組織的には行っていない。

　　（3）国・都・NPO等関係機関との連携促進

258

法整備や規制など、一
自治体では取り組みが
困難な施策について
は、市区町村や関連機
関と連携し、国や都に
働きかけをしていきま
す。

関係機関との交
流・連携

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

法整備や規制など、一自治体では取り組
みが困難な施策については、市区町村
や関連機関と連携し、国や都に働きかけ
をしていきます。

市町村男女平等参画施策担当課長会に出席し、
都・他市と協議、連携を図った。

　　（4）男女平等推進条例の検討

259

男女平等参画社会の
実現に向けて施策を積
極的に展開していくた
めに、そのよりどころと
なる条例の検討を行い
ます。

条例設置検討委員
会の設置

新
規

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

男女平等参画推進計画の検証・評価の
中で検討。

今年は未実施だが、去年参画推進委員会と企画
運営委委員会合同で「男女平等推進条例勉強会」
を開催した。

　　（5）苦情処理機関設置の検討

260

男女平等参画社会の
形成を阻害する人権侵
害などの相談に、適
切・迅速に対応するた
めの窓口や、第三者機
関も視野に入れた苦情
処理委員会など、苦情
処理機関設置の検討
をすすめます。
なお、設置にあたって
は、男女平等推進条例
に位置づけます。

苦情処理機関設置
検討委員会の設置
の検討

新
規

協
働
コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ
課

男女平等参画推進計画の検証・評価の
中で検討。

現状は具体的な設置の検討ではなく、以下のとお
り苦情処理の対応を行いながら、情報収集に努め
ている。
専用相談機関は設置していないが、相談対象者が
女性の場合には女性相談として悩み何でも相談を
実施している。また、相談対象者が男性の場合に
はウィメンズプラザの男性のための悩み相談を紹
介している。また、市の施策等への苦情では市長
への手紙等の手段がある。

市民・団体・ＮＰＯとの
交流とネットワークの促
進・支援を行い、男女
平等の意識を地域に根
付かせます。また、セン
ター利用者の意見を反
映させ、拠点施設として
の機能を充実させま
す。
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次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

・男性主体の団体の立ち上げ男性向けの講座の開催、及び情
報誌パリテにワークライフバランス促進の掲載をし交流促進を
図りたい。
・引き続き市民協働推進センターでNPO関係者等の交流の集
いやNPO市民フェスティバル、行政職員との懇談会を開催す
る。

Ａ

今後も継続実施の予定

Ｂ

引続き懇談会を定例化にし、男女平等の意識を地域に根付か
せるために、より多くの市民・団体・NPOとの交流を図りたい。

Ａ

平成25年度は西東京市第３次男女平等参画推進計画を策定
する年なので、第２次計画策定の時も実施したように、男女平
等推進会議の幹事会を開催し、庁内の意見集約をして、男女
平等参画施策の推進を図りたい。

Ｃ

他区市町村への調査を含め調整機能のあり方についての検討
が必要。

Ｂ

法整備や規則など一自治体では取組みが困難な施策につい
て、より踏み込んだ協議、連携が必要。他区市町村のセンター
との連携が必要。

Ｂ

毎年はできないが、引き続き、市民団体との交流や検討会の開
催を検討する。

Ｃ

現行体制では、現状の対応で精一杯である。

Ｃ

・継続されたい。

・報告と懇談の集いの内容の充実を図られたい。

・報告と懇談の集いにおいて提案されたことを市民のニーズと捉え、
実現されたい。

幹事会開催を機に全庁的・恒常的な活動となることを希望する。

一定程度の調整機能は発揮できている。引き続き調整の努力を継
続されたい。

引き続き、協議・連携を推進されたい。

引き続き、勉強会等を開催されたい。

苦情処理機関の名称にとらわれずに、相談の質の向上のに努めら
れたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　17　庁内の男女平等の推進

　　（1）職員の男女平等に関する理解促進

261
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

庁内のワーク・ライフ・バランスの推進の
ため、情報発信をする。

情報誌パリテに掲載し配布をした。

262
職
員
課

西東京市特定事業主行動計画に基づ
き、ワーク・ライフ・バランスを推進する。
庁内研修の実施。
時間外勤務縮減の取り組みを行う中で、
ワーク・ライフ・バランスを推進する。

①庁内研修等の実施（2回）。
②ノー残業デーについて、毎週水曜日と給料日
に、庁内LAN（掲示板）に掲載、職員に周知のうえ
実施。また、安全衛生面も考慮し、新たに月に１回
のノー残業デーにおける職場巡視を実施。
③時間外勤務申請者以外がパソコンを使用しない
よう、ノー残業デーの午後６時以降に端末の強制
シャットダウンを実施。

263

職員の意識実態調
査の実施の継続 継

続

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

平成25年度に西東京市第３次男女平等
参画推進計画を策定するために、平成24
年度は職員の意識実態調査を実施す
る。

平成24年11月に職員意識・実態調査を実施した。

264

職員の旧姓使用の
実施 新

規

職
員
課

身分の変更などにより、氏についての変
更がある職員については、旧姓使用の制
度を説明し、旧姓使用を希望する職員に
対し、実施する。

平成21年9月要綱の制定・施行及び運用開始
平成24年度中の申請者：２名
平成24年度中の使用中止者：１名

265
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

職員課と連携を図り研修を実施する。 未実施。

266
職
員
課

人権を損害するハラスメント行為を防ぐた
めの庁内研修の実施
男女観の意識改革について考え、男女
共生についての知識習得をする。

①ハラスメント相談員を対象にしたパワーハラスメ
ント研修の実施（1回）

267

市独自の職員研修
開催の検討 新

規

協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

市役所は市内の一事業所として、市内企
業の模範となるような取組みが必要なた
め、市独自の職員研修開催の検討が必
要。

未実施。

　　（2）市発行物における男女平等の徹底

268
秘
書

広
報

課
協働コミュニティ課と連携し男女平等の
視点について検討する

協働コミュニティ課と調整

269

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

庁内推進委員によるガイドラインの作成
のための資料収集。

今年は未実施だが、去年と引続き調査を継続

　　（3）管理的立場における女性職員の参画促進および女性職域の拡大

270
職
員
課

管理職試験の受験に向けた環境整備を
図り、女性管理職の拡大にあわせ、施策
を実施する。

①人材育成基本方針実施計画に基づき、東京都
市町村職員研修所等を活用し、各種研修への参
加を推進した。②管理職試験対象者及び各課課長
に対し、管理職試験の受験奨励について通知を
行った。③管理職試験を含めた昇任試験で、合格
した試験科目を次回のみ免除する制度を引き続き
実施し、受験率の向上を図った。④管理職試験（短
期）全受験者数24名（うち女性８名）、全合格者数７
名（うち女性１名：14.3％）。

271
協
働
コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

女性職員の管理的立場における参画促
進を職員課と連携を取りながら実施す
る。

未実施。

272

管理的立場におけ
る女性職員の積極
的登用

継
続

職
員
課

女性管理職の配属先を拡大する。 女性管理職（12名）の配置状況：職員課長（１）、福
祉部長（１）、保育課（保育園長）（７）、文化振興課
長（１）、教育支援課長（１）、図書館長（１）

職員研修の定期的
実施

継
続

男女平等に関する職員
意識・実態調査を行
い、実態の把握に努め
るとともに、職員の旧姓
使用や男女平等に関
する職員研修、庁内掲
示板等の活用による情
報発信などを行い、理
解の促進を図ります。

庁内のワーク・ライ
フ・バランスの推進

新
規

ガイドラインの早急
な作成

新
規

経験や能力の向上をめ
ざした研修を実施し、管
理的立場にふさわしい
人材の育成と職域の拡
大に努めます。
また、意欲をもって女
性職員が積極的に管
理職試験を受験するよ
う環境を整えます。

管理職試験の受験
に向けた環境整備

継
続

市報や各課で作成する
情報誌・ポスター等に
おける表現において、
男女平等の視点が徹
底されるよう、ガイドラ
インを作成・配布しま
す。
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引き続き、庁内のワーク・ライフ・バランスの推進のため、情報
発信をする。

Ｂ

ワーク・ライフ・バランスと安全衛生対策として、時間外勤務が
多い場合のヒアリングや削減対策の取り組みを推進する。

Ａ

本調査は5年に1度しかできない調査であるが、調査結果を精
査し、改善が必要な点については、5年後の調査結果に改善で
きるよう取り組んでいきたい。

Ａ

職員に対する十分な制度周知を図るとともに、適正な運用に努
める。

Ａ

職員課との連携を密にする。または、新規事業として項目を増
やす検討をする。

Ｄ

①男女観の意識改革について考え、男女共生についての知識
習得を図る。
②ハラスメント研修の周知及び実施 Ｃ

毎年でなくとも、開催を検討する。

Ｄ

協働コミュニティ課と調整
Ｃ

ガイドライン作成にあたり、勉強会の開催や広報課と連携を取
るなどが必要。

Ｃ

女性の管理職試験受験へのさらなる奨励を図る。

Ｂ

職員課との連携を密にする。

Ｄ

本施策を機能させるためには、管理職試験の受験に向けた環
境整備とセットで考える必要がある。

Ｃ

引き続き推進されたい。

まずは、職員課と実施可能性について早急に協議されたい。

ハラスメント相談員のみならず広く庁内を対象とした研修の実現に
向けて努力されたい。

具体的な事業として掲げた以上は開催することが望ましいが、市独
自にこだわることなく良質な研修の実現に向け努力されたい。

引き続き推進されたい。

引き続き推進されたい。

実施継続及び調査内容の充実に努められたい。

引き続きガイドラインのあり方・内容について検討・調査されたい。

引き続きガイドラインのあり方・内容について検討・調査されたい。

職員課と調整というよりも提案という形で行われたい。

環境整備もさることながら、前提として女性職員における管理職就
任に対す意識を調査すべきである。

引き続き、奨励されたい。
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施策の内容
区
分

担
当
課

具体的な事業又は取組み計画 執行状況・事業評価

　18　計画の進行管理

　　（1）市民参画の恒常的推進組織による計画の進行管理

273

男女平等参画推進
委員会の開催

継
続

協
働
コ
ミ

ュ
ニ

テ

ィ
課

男女平等参画推進委員会（任期Ｈ22.7.30
～Ｈ24.7.31・H24.7.30～H26.7.31）を設置
し、委員会を開催する。

男女平等参画推進委員会を合計10回開催した。
また、主な議題は、①市民等意識・実態調査につ
いて、②第２次男女平等参画推進計画各課実績
(平成23年度)評価について、③西東京市第３次男
女平等参画推進計画策定についてです。平成25
年度中の西東京市第３次男女平等参画推進計画
策定に向けて、市民等意識・実態調査の内容を検
討し実施した。

274

担当課事業評価を
毎年度実施

継
続

協
働
コ
ミ

ュ

ニ
テ

ィ
課

男女平等参画推進委員会を設置し、毎
年度「男女平等参画推進計画各課実績
評価」を市長へ報告提言を行う。

「平成23年度男女平等参画推進計画各課実績評
価」を市長へ報告した。市長への報告時に委員
長、副委員長とともに、昨年度指摘あった市民公
募委員１名が同席した。

より積極的な取り組み
をすすめるために、恒
常的な市民参画の組
織である西東京市男女
平等参画推進委員会
を充実させ、毎年の各
事業の進捗状況を評
価し、提言を行います。
また、定期的に広くより
多くの市民の声を聞く
場をもつよう努めます。

86



次年度の課題
男女平等参画推進委員会

事業評価

平成25年度は西東京市第３次男女平等参画推進計画を策定
する年なので、今年度実施した、市民等意識・実態調査結果を
反映し、現行法令や社会情勢などを十分配慮したうえで、男女
平等参画施策が今まで以上に推進するように西東京市第３次
男女平等参画推進計画（案）の策定を行う。 Ｂ

引き続き、評価を行う。

Ｂ

・当初、委員会への応募市民が少なかったが、2次募集を実施して
市民委員を拡充したことを評価する。

・市長への報告の際、市民委員の同席を今後とも必ず継続された
い。
・より客観的で正確なな評価ができるような評価方法を検討された
い。
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